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案 件 

件 名 審 査 結 果 

１ 
元陳情第１３号 

放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情 
不採択 

２ 
元陳情第１４号 

放課後児童支援員の職員基準に関する陳情 
採択 

３ 

元陳情第１６号 

幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について多摩市が徴収す

ることを求める陳情 

不採択 

４ 

元陳情第１７号 

幼児教育・保育無償化に伴う給食費徴収について主食費の徴収を行

わない陳情 

不採択 

５ 
元陳情第１８号 

保育士等の処遇改善に対する陳情 
採択 

６ 

第９９号議案 

社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

可決すべきもの 

７ 
第１００号議案 

多摩市立保育所条例等の一部を改正する条例の制定について 
可決すべきもの 

８ 

第１０１号議案 

多摩市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

可決すべきもの 

９ 行政視察について 決定 

10 特定事件継続調査の申し出について 了承 

 

協 議 会 

件 名 担 当 課 名 

１ 連光寺複合施設の大規模改修について 
コミュニティ・生活課 

児童青少年課 

２ 鶴牧・落合・南野コミュニティセンターの大規模改修について 
コミュニティ・生活課 

児童青少年課 

３ 旧北貝取小学校跡地整備事業について 文化・市民協働課 

４ 第４次多摩市生涯学習推進計画の策定について 文化・市民協働課 

５ パルテノン多摩大規模改修事業の進捗について 文化・市民協働課 

６ 
多摩市立総合体育館、多摩市体育施設及び多摩東公園指定管理者の

選定状況について 
スポーツ振興課 

７ 多摩市立温水プール改修工事に向けた対応について スポーツ振興課 

８ 多摩市スポーツ推進計画（素案）について スポーツ振興課 

９ 
東京2020アイスランドオリンピック選手団の事前キャンプ地の決

定について 
オリンピック･パラリンピック推進室 



10 
東京2020テストイベント「 READY STEADY TOKYO-自転車競技（ロー

ド）」の実施結果等について 
オリンピック･パラリンピック推進室 

11 令和元年度第２回及び第３回子ども・子育て会議の概要について 子育て支援課 

12 子育て総合センターの名称変更について 子育て総合センター 

13 
「児童虐待の未然防止と早期発見に向けた情報共有等に関する協

定」の締結について 
子育て総合センター 

14 令和２年度に向けた学童クラブ待機児童対策について 児童青少年課 

15 令和元年度学童クラブ８月一時入所状況について 児童青少年課 

16 令和元年度ランチタイム事業の状況について 児童青少年課 

17 令和５年以降の成人式対象年齢等の決定について 児童青少年課 

18 
旧多摩聖蹟記念館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則

の制定について 
教育振興課 

19 
多摩市古民家の管理運営に関する条例施行規則の一部を改正する

規則の制定について 
教育振興課 

20 多摩永山中学校体育館へのエアコン設置状況について 教育振興課 

21 （仮称）多摩市新教育振興プラン策定について 教育振興課 

22 図書館本館再整備基本設計について 図書館 

23 令和２年度使用多摩市立小学校教科書採択の結果について 教育指導課 

24 平成３１年度全国学力・学習状況調査の結果について 教育指導課 

25 第二次多摩市特別支援教育推進計画策定の進捗状況について 教育センター 

26 特別支援教育学習会についての情報提供 教育センター 
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                  午前１０時００分 開会 

いいじま委員長 ただいまの出席委員は６名である。定足数に達しているので、これより

子ども教育常任委員会を開会する。 

 本日は、お手元に配付した審査案件の順序に沿って進めさせていただく。 

 日程第１、元陳情第１３号 放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情

を議題とする。 

 本件については、陳情者からの発言の申し出がある。多摩市議会基本条

例第６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 

 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により、発言は５分以内

となっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間

内で発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔

明瞭に、陳情書に沿って発言願う。 

 それでは、氏名をおっしゃってからご発言願う。 

陳情者（笠井智文氏） 多摩市永山学童クラブに勤務している笠井智文と申す。本日はよ

ろしくお願いする。放課後児童支援員の処遇に関する陳情で、陳情項目に

当たるのが本年度から実施している放課後児童支援員キャリアアップ処遇

改善事業を、来年から満額を支給してほしいという陳情である。理由とし

ては、今年度から実施されている放課後児童支援員キャリアアップ処遇改

善事業であるが、今のところではあるが、多摩市学童クラブ各施設ごとに

３７万７,０００円が支給されているが、実際には満額で８６万

８,０００円であるが、いまだにその満額が支給されていない。だから、学

童保育の制度に対応して勤務時間の伸長や求められる業務の増大もあるの

で、資格と業務に見合う処遇改善を進めるため、来年から満額を支給でき

るようにという陳情項目である。お手元に「放課後児童支援員キャリアア

ップ処遇改善事業について」という資料をお配りしていると思うが、本来

実際にはキャリアアップ処遇改善事業はこのような形になっている。所長

の立場にある方に関しては月額３万円、中堅層に関しては２万円、そのほ

かまだなりたてであったり、まだ１年目、２年目、３年目の職員に関して
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は１万円ということで、このような形でキャリアアップ処遇改善事業が国

からやるようにと言われているが、ここまではいっていないので、ぜひ来

年から満額をということで陳情したいと思っている。 

いいじま委員長 以上で市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から報告

などあったらお願いする。 

植田児童青少年課長 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業については、平成

２９年度から制度が開始されて、これを受けて多摩市としては平成３１年

度今年度から予算化をして、この資料にある事業所長的立場にある放課後

児童支援員ということで、おおむね１０年以上の支援員で「事業所長的（マ

ネジメント）立場にある者」として１施設当たり当時都から示された３７万

７,０００円を委託料に見込んでいる。学童クラブは１９施設あるので、全

て合わせると７１６万３,０００円の増加を見込んでいるところである。 

 これまでであるが、放課後児童支援員等処遇改善等事業については平成

２５年度の当該学童クラブ事業所に従事する職員の賃金に対する改善とい

うことで、平成３０年度から加算実績額を確認して委託料に反映している。

ただし、補助の基準額に応じた上限額の設定があるため、これに準じてい

るところである。 

 賃金改善を伴う事業費補助については、この陳情に出たキャリアアップ

処遇改善事業と従前からある放課後児童支援員等処遇改善等事業の両方を

実施する場合には、放課後児童支援員等処遇改善等事業の執行を優先させ

ることとしている。したがって、今年度見込んでいる予算額においても、

まずは放課後児童支援員等処遇改善等事業のほうを優先して該当者を確認

することとなる。次に、放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業に

該当しているかどうかを判断するため、仮に上限の満額に委託料を見込ん

だとしても、全てが東京都の補助金の対象になることはないとも思われて

いる。各法人の賃金改善の状況、その中でキャリアアップに充てられる割

合など、少なくとも今年度の実績を見ながら検討していく必要があると考

えている。 

 来年度以降であるが、これまで市としては子育て支援を利用する市民の
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立場に立って待機児童対策を最重要視してきており、学童クラブの新設や

増設に予算をかけるとともに、委託料についてもこれまでに放課後児童支

援員等処遇改善等事業を見込んできており、来年度すぐに満額支給できる

ように委託料に見込むことは難しいと考えている。一定程度学童クラブの

待機児童対策、小学校敷地内への移設等に係る予算が収束してきた段階等、

あるいはそういったところの中で他市の活用状況なども見ながら改めて検

討していく必要があるかと考えているところである。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

本間委員    本年度から一事業所に３７万７,０００円を見込んでいるということで

あるが、それが執行されない場合どのようになるのか。 

植田児童青少年課長 このキャリアアップ分の３７万７,０００円というのは、委託料に上

乗せして支払っているものであり、法人に提出していただく賃金改善確認

表を確認し、どれだけ処遇改善されているのか、さらにその上でキャリア

アップ分が改善されるのか実績を確認して精算されるものと考えている。 

本間委員    そうすると、今期３７万７,０００円を委託料として見込んでいるが、給

料のアップ分を考えて、それがされていない場合は戻されるということで

いいのか。 

植田児童青少年課長 そうである。あくまで法人に提出していただく賃金改善確認表を確

認するので、その中でどれだけ処遇改善がされているのか、さらにその上

でキャリアアップがあるのかを確認した上で市としては精算するものと考

えている。 

本間委員    そうすると、今期３７万７,０００円以上は見込まれないだろうというこ

とで出しているのか。 

植田児童青少年課長 見込まれないであろうとはなから思って出しているわけではなく、

３７万７,０００円は上乗せして、この中で処遇改善に充ててほしいという

形で委託料に見込んでいるものであり、そういったところを初めから市で

見込んで出しているということではない。 

大くま委員   まず処遇改善であるから現状を確認したいと思う。今回の議会には、こ

の委員会にかかっているが、保育士の処遇改善を求める陳情も出ている。
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その中で全産業平均より１０万円ほど給料が低いということも言われてい

る。お聞きしている範囲では、学童支援員の方はそれよりもなかなか厳し

い低い水準での賃金だとお聞きするが、多摩市においてはどういった状況

なのか、法人が保育園と学童クラブと重なっている部分などもあるから、

多摩市ではどういった状況なのか確認したいと思う。 

植田児童青少年課長 これまで市の委託料の積算の中では、東京都の保育士の本俸基準額

をもとに人件費を見込んでいる。また、法人によっては自身が運営する保

育園と同等の給与水準での賃金を支払っていることも確認したことがある

ので、その賃金の差がどれだけどのようにして生まれているのかは、市と

しては何とも言えないと考えている。 

大くま委員   都の保育士の基準をもとに委託料を算定しているのであれば、市として

は運営費として保育士の水準は出しているという立場であるということは

わかった。今加算のことについて質疑があったが、確認であるが、昨年の

実績をもとに今年度の委託費に加算として上乗せされる性質のものなのか。 

植田児童青少年課長 昨年の実績は実績としてあるのだが、これはあくまで委託料に施設

長分の３７万７,０００円を一律に施設のほうに上乗せしているというこ

とでご理解いただきたいと思う。 

大くま委員   わかった。処遇改善加算ということで言うと、介護の現場等でもあるが、

加算を取ればそれだけでどんどん事業を進めているいけるものではなく、

その施設利用者の側にも一定の改善に伴う負担があるかと思うが、その点

について。 

植田児童青少年課長 法人施設側にも、やはり雇用する者の賃金の改善、処遇の改善はあ

る程度必要な部分であると考えている。 

大くま委員   介護の現場などでは、実際に処遇改善を進めていくのに金がかかる中で、

その事業者の負担が原因でなかなか処遇改善が進められないような実情な

どもあったと聞いている。今回その３７万７,０００円は施設長、事業所長

的立場にある者の分を入れたということで予算化してメニュー化している

ということだと思うが、いただいている資料では、１番、２番の放課後児

童支援員全体に係るものと、おおむね経験年数５年以上の放課後児童支援

員で一定の研修を受講した者というのが国の中では入っているが、それは
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今回３７万７,０００円を事業所長的立場にある者の分を市が予算化して

いるということであるが、なぜそこはメニュー化しないのか、市の補助の

中に入れていかないのか。 

植田児童青少年課長 もちろん満額支給できればいいのかもしれないが、やはりその辺の

ところは今予算的なものもあるので、まずはキャリアアップについて事業

所長的立場にある者の額を見込んでいる。ただ、その内訳として、必ずそ

の立場にある人に使わなければいけないということではなく、そこまで限

定していないので、その予算内であれば、例えば勤続５年以上の放課後児

童支援員といった方たちに充てても差し支えないと考えている。 

大くま委員   事業所内での配分は事業者に任されていることはわかったが、メニュー

化して加算が取れれば、もちろんそういった形でもっと処遇改善に回せる

部分ができるのではないかと私は捉えているわけであるが、メニュー化さ

れなければ加算が乗っていくことはないわけである。今後、今メニュー化

されていない部分についてはどうされるのか。まずこれをやって経過を見

るというようなお話もあったが、どのような形で進めていこうとお考えか。 

植田児童青少年課長 繰り返しになってしまうかもしれないが、やはりこれまでの委託料

についても処遇改善事業は盛り込んできており、来年度すぐに満額支給で

きるように委託料に盛り込むことは、現時点では難しいかと考えている。

それが来年度以降段階を経てどのようになっていくのかであるが、やはり

一定程度学童クラブの、市としての待機児童対策、あと小学校敷地内への

移設等に係る予算が収束してきた段階で、他市の活用状況も見ながら改め

て検討していきたいと考えている。 

しらた委員   事業所長的な立場のある人ということであるが、では、行政側としては、

どこをどのように振り分けて配分しているかは全然把握していないという

ことでよろしいのか。 

植田児童青少年課長 賃金確認表を確認する際に提出を求めているので、その中で、どの

方が実際にキャリアアップしているのか、どの額がどの方に改善されてい

るのかを私どもで確認して、国・都に申請をしていくというところである。 

岩崎委員    もともと保育士に限らず、そして学童支援員に限らず給与が低いので、

市としては給与を上げていかなければいけないと考えているのかをお聞き
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したい。 

植田児童青少年課長 市として給与を上げていくということではなく、あくまでその法人

がどのように支援員の処遇を考えるのかというところになると思うが、市

として委託料の積算をする中では、東京都の基準をもとに人件費を見込ん

でいるので、それについては各法人の考え方によるところが大きいと思う

ので、それらについては何とも申し上げられないところだと感じている。 

岩崎委員    今後は待機児童をなくし、より充実した子ども施策をやっていく中では、

やはり仕事をしている方の状況も処遇という意味では賃金が重要かと私は

思っているが、このキャリアアップ改善事業を充実させることとその処遇

というか賃金が改善されることが同一ではないという考え方に市は立って

いると捉えていいのか。 

植田児童青少年課長 あくまでも今年度キャリアアップ処遇改善事業について見込んでい

るものであり、精算が行われる段階で法人から提出していただく賃金改善

確認表を確認し、どれだけ処遇改善がされているのか、さらにキャリアア

ップ分の改善がされているのかを確認した上で、今後について判断してい

きたいと考えている。 

岩崎委員    そうすると、賃金改善確認表が出てきて、どういった方がどの事業に当

てはまったのだということは、それぞれ法人の中の人だというので市はわ

かると思うが、一応そうなると法人それぞれが個別に改善しているという、

処遇改善に限らずいろいろな観点から運営をしているということで、なか

なか同一にはというか、同じような法人それぞれに差があるという考え方

は仕方がないというのが市の見方なのか。 

植田児童青少年課長 確かに言われるとおり法人によっていろいろその考え方が違うとこ

ろはあると思うので、その辺のところで多少の違いは仕方がないかなと思

っている。 

岩崎委員    そうすると、給料というセンシティブな問題に関して、隣の法人と給料

が幾らだったというようなことを言い合うことも難しいかなと思う中では、

そこの何か給与改善とか、ある程度のことを変えていきたいと思った場合

は、言い方はあれであるが、労使交渉ではないが、法人の中で自分たちの

給与と勤務との関係性をもう少し改善することができないかというのは、
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委託料は市から同額が来ているわけで、このように改善できないかという

のは職員と事業者側というか理事者側が話し合う場が必要だという考え方

なのか。 

植田児童青少年課長 市から同額を出しているのではなく、各事業所の規模や支援単位、

児童数によってもかなり変わってくるが、そもそもの考え方の根本的なと

ころは同じような形で積算して出しているところである。そこでさらに各

法人が雇用している支援員の方にどれだけの給料をどのようにして払うの

かは、各法人の考え方によるかと考えている。 

本間委員    もう一つだけ確認したいが、放課後児童支援員等処遇改善等事業、今ま

であった処遇改善の事業であるが、そちらのほうの実績はどのようになっ

ているのかをお伺いする。 

植田児童青少年課長 これはあくまで我々が国・都に補助金を申請する際にその分に充て

た対象経費とお考えいただければと思うが、その中で事業所の全てを合計

すると平成３０年度実績の中で約７４０万円分を補助金として申請させて

いただいているところである。 

本間委員    そうすると、今までの放課後児童支援員と処遇改善等事業があり、結局

キャリアアップのほうは今までの処遇改善事業のほうが優先されると聞い

ているが、そのあたりのことと今回の３７万７,０００円の委託料との関係

性をお伺いしたい。 

植田児童青少年課長 これはあくまで補助金を市が都に申請する際のやり方というところ

でご理解いただきたいと思うが、最初に今まであった処遇改善事業のほう

でまずは申請すると、さらにそこから上乗せ分として、そこで飲み込めな

かった部分の額についてはキャリアアップのほうで申請することになって

いる。今年度新たにキャリアアップというところで委託料に見込んでいる

額については、これから法人から提出を求める賃金改善確認表のほうで、

何をどれだけ賃金改善をしたのか、この分が今までの処遇改善分で、さら

にキャリアアップでこれだけしたのだというところを私どもで確認して、

その分については市と委託法人の中で精算するというところで考えている。 

本間委員    そうすると、そのキャリアアップでこの３７万７,０００円の委託料を見

込んだわけであるが、それが足りなくなるといったことは考えられるのか。 
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植田児童青少年課長 実際にその賃金確認表が出てきて、どれだけ法人のほうで賃金改善

をしたのかを確認して見なければわからない部分もあるが、これまで我々

が都に申請をしていく上で運営費の補助、あとは障がい者推進事業といっ

たところの支援メニュー等いろいろあるのだが、そういったところも優先

して処遇改善をさらに先ほど言った実績額約７４０万円と出した中では、

そこまでの分は今のところもしかしたらないのかなと予想しているところ

である。 

大くま委員   基本的なことをもう一度確認したいが、３７万７,０００円という金額が

出てきたが、これは一施設当たりの１年分のものである。だから例えば一

人の指導員の方に１万円の処遇改善給料アップをしたとしたら、その分は

純粋に月給分とすれば１２万円分その中から出るような計算になるのかと

思うが、どうだろうか。 

植田児童青少年課長 ２０施設あり、一施設当たり３７万７,０００円を上乗せして見込ん

でいるので、我々市として見ると、合計で７１６万３,０００円を委託料の

中に見込んでいる計算になる。 

大くま委員   市の総額というよりも、要は一施設に出す３７万７,０００円は１年分の

金額なのかを確認したかったのと、あとこの処遇改善加算自身について、

今給料自身は民間の事業所が決めるもので、直接多摩市が上げろと指導で

きるようなものではないのだというのが当然の前提だと思うが、加算を通

じて処遇改善にインセンティブを働かせてそれを進めていこうという立場、

先ほど岩崎委員から、この処遇を改善すべきかどうか、市はどう捉えてい

るのだという質疑があったかと思うが、市も新設が落ちつけばその先では

やっていきたいと言っているわけであるから、個別の誰に幾らつけろとい

うことではなく、全体として放課後児童支援員の皆さんの処遇はもっと改

善していかなければいけないという方向なのかどうかを確認したい。 

植田児童青少年課長 まず最初の３７万７,０００円は年間である。処遇改善をしていかな

ければいけない立場かどうかであるが、やはり我々としては一定程度、学

童クラブ支援員の方たちの処遇は改善されるべきものだと思っているし、

我々も基本的に委託料の中に人件費を見込んでいる中では、他市の水準を

見るとかなり上位のレベルで人件費を見込んで積算してお願いしている状
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況であるので、多摩市の学童クラブの質というか支援員も含めて児童を育

成する質といったところは、非常に高い水準で行われていると考えている。 

大くま委員   最後にするが、現状高い水準で市としても頑張っているのだというとこ

ろもあったが、とはいえ、やはりまだ処遇改善は今の現状で十分ではなく、

もっと進めていかなければいけないのだということを確認させていただい

たと思う。それで終わる。 

しらた委員   これ委託業者ということで、事業者のどなたと確認してこういう話をす

るのか。決め方として。 

植田児童青少年課長 最終的に委託というシステムというか仕組みであるので、市でこの

金額でということを示させていただいて決めるのだが、その上では、委託

法人の理事者との懇談会の場で情報交換、意見交換をしながら決めている

ところである。 

しらた委員   ということは、市が決めるにしてもある程度の情報がないといけないの

で、その情報は皆さんが委託業者と共有しているところもあるのか。 

植田児童青少年課長 委託料の積算の内訳を全て明らかにしているわけではないが、人件

費は例えばこういったところの本俸を基準にしていて、一施設２人以上の

常勤職員が必要だというようなところを確認しながら、そういった中で委

託料の積算はこういう考えであるという形で示させていただいている。 

山崎委員    今回のキャリアアップ処遇改善事業は、まず今ある処遇改善事業で足り

ない場合に使われるものである。今あるもので足りないような状況にある

園はかなり数が多いのか。 

植田児童青少年課長 あくまで市が申請した補助金の考え方で申し上げると、対象は支援

単位で、平成３０年度にいただいた実績で申すと、５０支援単位中これま

である処遇改善の中で１１支援単位に対象者がいたところであり、実際に

キャリアアップのほうでさらに賃金改善した人がいるのかについては、今

年度の実績を見ないとわからないところである。 

山崎委員    今ある処遇改善事業を利用している５０園中１１施設程度しか申請して

いないのか。 

植田児童青少年課長 あくまでも支援単位である。 

山崎委員    その１１のうち、今回それで足りない園がどのくらい出るかはまだわか
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らないということか。 

植田児童青少年課長 そうである。あくまでこれは、先ほど申し上げたとおり市が申請し

た補助金の考え方で申し上げているので、そうではなく例えば施設側から

こういった改善をここにしたのだと、さらにキャリアアップでここにこの

ようにしたのだというような賃金改善の確認がとれれば、そういったとこ

ろの部分で市は精算をするということで考えている。 

山崎委員    では、今の状況だと最大でも１１支援単位以上にはならないということ

か。 

植田児童青少年課長 それもなかなかわかりにくくて申しわけないが、実際に法人施設側

がどれだけ処遇改善をして、それに足りない分をキャリアアップでこれだ

け使ったのだというところが確認として出てくれば、それは市として信頼

関係の中で確認させていただいて見込むところであるので、もしかしたら

これ以上になるかもしれないし、その辺は出てきてみないとわからない。 

山崎委員    今その１１以外のところは、今ある処遇改善事業の条件もまだ満たして

いないということか。 

植田児童青少年課長 実際には運営のほうのメニュー、あと障がい児受入推進のほうの補

助メニュー等もあるので、そういったものを申請の中で活用させていただ

いた上で、こちらのほうも補助メニューとして活用している状況であるの

で、市としては、トータルとして国・都に何をどれだけ該当させて申請す

るのが一番補助金の獲得として有効なのかを考えながらやっている。これ

まではそういう状況である。 

山崎委員    そうしたら、まず最初に今ある処遇改善事業を優先して使用してもらっ

て、それで足りない場合はキャリアアップのほうという考え方であると分

かった。 

岩崎委員    最初からもしキャリアアップ事業を満額とした場合、市はどれだけそこ

に予算をとらなければいけないのか。 

植田児童青少年課長 実際に満額支給となると、こちらのほうは合計で現在の上限額が

８９万６,０００円であるので、これを全ての施設で見込むと約

１,８００万円の予算がかかると計算している。 

岩崎委員    そうすると、７００万と少しは今とっていると思うが、それは
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１,８００万円の中に入った金額なのか。 

植田児童青少年課長 言われるとおりである。 

岩崎委員    そうすると、それをザッと引いて１,０００万円ぐらいの金額を上乗せし

てとることになると思うが、それをもし使えなかったとしたときの市側の

考え方を教えてほしい。返還せざるを得なかったというか、結果的にはそ

れが残ってしまったとき、それは市としてどういう考え方になるのか。 

植田児童青少年課長 予算としてそれだけの額を見込んだにもかかわらず、例えばそれが

精算で戻ったとなってしまうと、やはり予算と決算の中で大きな乖離が出

てしまうので、その分をほかに使えたものがつかえなくなってしまうとい

うところでは、市としても、その辺の乖離が出てしまうことについては非

常に苦しいところだと考えている。 

岩崎委員    今ほかのところと言われたのは、もしその１,０００万円をそこにプール

しなかったとしたら何に使えた可能性があるのか。 

植田児童青少年課長 それは我々所管の中だけではないと思うので、市全体としてそれが

もしかしたらほかに必要な経費として使われなければいけなかったものが、

それだけ残ってしまうところについては、あまりいいことではないと考え

ている。 

岩崎委員    そうすると、その１,０００万円がもし所管をまたいで使われる可能性も

あると、子どもの中で使うのではなく、所管をまたいでというより部をま

たいで使われる財源に変わるということか。 

植田児童青少年課長 あくまでこれは予算の考え方になってくるので、市全体としてそれ

が本来どこに使われるべきなのか、あるいは削減しなければいけない額を

もう少しきちんと考えて予算の積算を行わなければいけないというところ

については、しっかりと市全体の中で考えていく必要があるかと思ってい

る。 

大くま委員   ３７万７,０００円という金額が出ているが、補助率で言うと国が３分の

１、都道府県が３分の１、市が３分の１ということだと思う。この３７万

７,０００円を予算化すると、全体では１,８００万円ほどということもあ

ったが、予算化するということで言えば市の予算を１,８００万円仮につけ

たとすると、それに上乗せして３,６００万円、国と都から３分の１ずつの
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負担が来るということなのか、それとも１,８００万円のうち６００万円程

度を市が負担するということなのか。 

植田児童青少年課長 今、後者で言っていただいたほうだと思っている。１,８００万円の

中の３分の１を国、３分の１を都、残りの３分の１は市で負担をするとい

うところで考えていると思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   元陳情第１３号 放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情について、

日本共産党多摩市議団を代表して採択すべきものとの立場での討論を行う。 

 質疑の中では、多摩市の子どもたちのために働いていただいている学童

支援員の皆さんの処遇がまだまだ十分とは言いがたい状況であることもわ

かった。処遇改善へ自治体としてもっと前に進めていくべき問題だと考え

る。加算を通じて処遇改善を進める、加算制度でやるのが妥当なのかどう

かはあるが、もっと直接的にきちんと処遇改善が進むような方策をとって

いくべきだということもあるが、現状あるこの加算を通じて処遇改善を進

めていくというのは当然なことである。そのことを申し上げて、日本共産

党多摩市議団を代表して採択すべきものとしての立場での討論とする。 

本間委員    元陳情第１３号 放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情について、

公明党を代表して不採択の立場で討論する。 

 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業と現行の放課後児童支援

員等処遇改善等事業は両方実施することが可能であるが、両方実施する場

合には放課後児童支援員等処遇改善等事業の執行が優先されることになっ

ている。多摩市令和元年度予算に放課後児童支援員キャリアアップ処遇改

善事業の３７万７,０００円を委託料に見込まれたが、現在の放課後児童支

援員等処遇改善等事業の実績を踏まえると、その予算が執行されない可能

性が高い。よって、本陳情に対し不採択の意見・討論とさせていただく。 

岩崎委員    今回の放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情について不採択の立場
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で意見・討論をさせていただく。 

 そもそもこの事業が職員の給与に還元することが前提であることが重要

だと私は思っているが、この条件であるならばなかなかそれにそぐわない

ところは、市との話し合いだけではなく、この事業を調べた中でも考えら

れる部分である。確かに何かの方法でその職員の方の報酬を上げていくこ

とは重要であるが、この事業を推し進めることで進むという考え方にはど

うしてもなれなかったところがある。ただ、今の現状が全て都のやり方あ

るいは市のやり方で行われていることが正しいと思っているわけではない

が、この陳情に対して採択することで満額支給にはならない、満額支給と

いうことで改善されることは本意ではないと考えるため、不採択の立場の

意見・討論とさせていただく。 

しらた委員   フェアな市政会派を代表して、元陳情第１３号 放課後児童支援員の処

遇改善に関する陳情を不採択の立場で討論する。 

 来年から満額にしてほしいということで、まず来年から急にそういうこ

とは、もう少し、先ほど行政側の説明を聞いても、やはりそれぞれの立場、

また情報をしっかりと把握して、それから徐々にというか、やはり貴重な

税金であるのでいきなりということは難しいのかなと思う。確かに職員の

そういう処遇に関しては、これからは大切な人材であるので上げることを

考えることも必要かなとは思うが、先ほどから私何度も申し上げるが、来

年からと、やはり段階を踏んでしっかりと事業者と話をして情報を共有し

てからしていただきたいと思い、この陳情に対して不採択の立場での意

見・討論とする。 

山崎委員    元陳情第１３号 放課後児童支援員の処遇改善に関する陳情について、

新政会を代表して不採択の立場で討論する。 

 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業について満額の支給との

陳情であるが、この放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業の補助

金は現在施行されている処遇改善の補助金で足りない場合に補助されるも

のであるが、現在その処遇改善の補助金が十分に使用されていない状況で

あり、この放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業の補助金を満額

支給しても、あまり実効性はないものと思われる。また、市側の予算を待



 14 

機児童対策など最優先事項から対応していきたいとの考え方も理解できる。

今回の陳情により、現場の支援員の方々の処遇改善についても十分に考え

ていかなければならない重要事項だと受けとめているが、さきの理由によ

り、この陳情に関して、新政会を代表して不採択の意見・討論とする。 

いいじま委員長 これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、採択すべきものという意見が１名、不

採択すべきものという意見が４名である。不採択すべきものという意見が

過半数に達している。よって本件は不採択すべきものと決した。 

 日程第２、元陳情第１４号 放課後児童支援員の職員基準に関する陳情

を議題とする。 

 本件については、陳情者からの発言の申し出がある。多摩市議会基本条

例第６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 

 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により、発言は５分以内

となっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間

内で発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔

明瞭に、陳情書に沿って発言願う。 

 それでは、氏名を言われてからご発言願う。 

陳情者（笠井智文氏） 先ほどに続いて多摩市永山学童クラブに勤務している笠井智文と

申す。どうぞよろしくお願いする。放課後児童支援員の職員基準に関する

陳情で、陳情項目を読み上げる。 

 現在放課後児童健全育成事業設備及び運営の中の職員配置基準の参酌化

が進められている。だが、多摩市としてはこの流れには乗らずに今までど

おり１支援単位２名職員配置を守るようにしてほしいという陳情項目であ

る。多摩市はほかの自治体よりも職員配置基準は本当に充実していて、高

い育成水準を保っていると考えられる。だが、やはりこれから来るであろ

う職員配置基準の参酌化によってこの高い水準が低下してしまう可能性が

あるので、やはりこれ以上職員が薄くなるのは現場としてもとても大変に

なってくるのかなというところもあり、事故や急病、災害のときにおける
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子どもの安全を確保できない場合も、職員が少ない場合はあると思う。だ

から、今までどおりの基準を守るようにしていただければという陳情であ

る。 

いいじま委員長 以上で市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から報告

等あったらお願いする。 

植田児童青少年課長 厚生労働省の児童福祉法であるが、放課後児童健全育成事業に留意

するもの及びその員数に係る従うべき基準については、現行の基準の内容

を参酌すべき基準とするということであった。それに伴って実際に施行後

３年をめどとして、その施行の状況を勘案し、放課後児童健全育成事業の

質の確保の観点から検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ことになっている。従うべき基準では、放課後児童支援員を支援の単位ご

とに２人以上配置するところであり、それが参酌する基準となるが、多摩

市としては、放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例

の職員のところであるが、第１０条で、放課後児童健全育成事業者は放課

後児童健全育成事業所ごとに放課後児童支援員を置かなければならない、

放課後児童支援員の数は支援の単位ごとに２人以上とすると明記されてい

る。これに基づいて多摩市の委託内容で仕様の中に、支援員の数は支援の

単位ごとに２人以上配置し、一つの支援の単位を構成する児童の数はおお

むね４０人以下とするというような配置基準をしっかりと明記している。

したがって、今のところ多摩市ではこれまでどおり一支援単位２人以上の

支援員の配置を仕様書の配置基準でも明記しているので、それに値する委

託料の積算をしているところである。現在市は委託元として、一支援単位

２人以上を配置基準として委託先と契約している状況である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   多摩市としては、条例で支援単位当たり２名というような規定をしてい

るということである。以前の一般質問等でも確認はしているが、これを今

国の参酌化に合わせて緩和していこうという方向性ではないとその一般質

問のときにはお答えいただいたと思うが、現状を確認したいと思う。 
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植田児童青少年課長 今のところそのとおりの考えで、変更はない。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   元陳情第１４号 放課後児童支援員の職員基準に関する陳情について、

日本共産党多摩市議団を代表して、採択すべきものとの立場での討論を行

う。 

 質疑の中では、多摩市の基準を緩和するという方向性はないことも確認

した。ただ、国が参酌化を進めるという方針を示している中で、現場で働

く学童クラブの皆さんから不安の声が上がるのは当然のことだと思う。こ

れまで市民や保護者の求める運動の中で多摩市が整備を進めてきた、ほか

よりも高い水準をつくってきた学童クラブについて、学童クラブの皆さん

や市民の皆さんとともに、この多摩市議会としてもその水準を切り下げる

べきではないという声を示すためにも、この陳情は採択すべきものだと考

える。以上申し上げ、日本共産党多摩市議団を代表して、採択すべきもの

としての立場での討論とする。 

本間委員    元陳情第１４号 放課後児童支援員の職員基準に関する陳情について、

公明党を代表して不採択の立場で討論する。 

 多摩市放課後児童健全育成事業の整備及び運営の基準に関する条例の第

１０に放課後児童支援員の数は支援の単位ごと２人以上配置とある。これ

を変更する予定はないということで、仮に条例の変更が出されたときに出

される陳情かと考える。よって、本陳情に対し不採択の意見・討論とす

る。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、採択すべきものという意見が１名、不

採択すべきものという意見が１名である。よってこれより元陳情第１４号 

放課後児童支援員の職員基準に関する陳情を挙手により採決する。本件は
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採択すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手多数である。よって本件は採択すべきものと決した。 

 日程第３、元陳情第１６号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収

について多摩市が徴収することを求める陳情を議題とする。 

 本件については、陳情者からの発言の申し出がある。多摩市議会基本条

例第６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 

 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により、発言は５分以内

となっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間

内で発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔

明瞭に、陳情書に沿って発言願う。 

 それでは、氏名をおっしゃってからご発言願う。 

陳情者（小林君江氏） 福祉保育労東京地本南多摩支部こぐま保育園分会の小林君江と申

す。こぐま保育園で保育士をしている。発言の機会を与えていただきあり

がとう。幼児教育・保育無償化に伴う給食費徴収について多摩市が徴収す

ることを求める陳情について発言する。 

 私たちは、保育無償化については保護者の負担を軽減し保育を必要とす

る全ての子どもが等しく保育を受けられるようになる上で必要なことであ

ると考え、賛成の立場である。しかし、今回の無償化には幾つかの問題点

がある。その一つが、給食費の実費徴収である。無償化とうたいながら給

食費を実費するという事実を知ったときには本当に驚き、がっかりした。

子どもの育ちにとって食事は大切な要素である。保育指針にも子どもが生

活と遊びの中で意欲を持って食にかかわる体験を積み重ね、食べることを

楽しみ、食事を楽しみ合う子どもに成長することを期待するなど、食事が

子どもの育ちにとって重要なものであることがうたわれている。この精神

に立てば、給食費も当然無償であるべきであるが、今回の陳情に当たって

は、徴収はせめて施設ではなく市で行うべきであることを訴えたいと思う。

今でさえ事務量が忙しい保育職場において、毎月の集金の事務負担を負う
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ことは困難である。また、その上滞納家庭への対応が必要になる。今まで

保育料の徴収は市で行っていたためそういう懸念はなく、この家庭は保育

料を払っているかいないか、今回で言えば給食費を払ったか払わないかと

いうことには懸念なく保育ができていたが、今後は未納の保護者との関係

性が悪くなるおそれも出てくる。給食費は保育として必要な費用であるの

で、保育料と同じく市として徴収することを要望する。 

いいじま委員長 以上で市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から報告

などあったらお願いする。 

松崎子育て支援課長 幼児教育・保育の無償化における食材料費の取り扱いについては、

このたび市では実費徴収という方針を出させていただいた。こちらの実費

徴収については、今回陳情では市で徴収をしてほしい旨の要望であるが、

法令上給食費について保育所と利用者間の私債権という位置づけになる。

市が債権を所有することは、地方自治法上所有することができない仕組み

になっており、市が保育所にかわって給食費を徴収することは困難である

と考えている。また、園側施設において今回給食費の徴収に当たっての事

務負担が発生してしまうことは私どもも重々承知しているところであり、

そちらの事務負担の軽減策は何かしら対応していく必要性があるというこ

とで認識しているところである。それに当たって、認可保育施設の園長会

側からも、当初は市のほうで徴収していただきたいという要望もあったの

だが、法律上困難という状況もあり、では、それにかわる何かしらの対応

策はないのかということで、負担軽減策を考えてほしいという要望をいた

だいていたところである。その要望があったことを踏まえ、市では保育施

設が徴収事務を行うことに対する事務の負担軽減策として、徴収や児童の

登降園管理を行えるシステムを施設が導入することができるようにＩＣＴ

化の補助を今９月議会の補正予算において上程させていただいたところで

ある。そういったところを配慮しながら、また園側とも協力しながら今後

の徴収等々に取り組んでいきたいと考えている。 

いいじま委員長 では、これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   今、私債権であるから市としてはそれを徴収できないことが言われた。
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これまでは保育料として徴収されてきた中では、市が私債権という扱いで

はなく保育料として徴収することができたということであるが、これは実

費徴収することから債権が発生するということ、それが私の契約に基づく

もので私債権だということになるのだと思うが、東京都でも多くの区や市

で実費徴収を行わないと決めているわけであるが、債権化をさせない、実

費徴収を行わない形で、債権になる前の段階で補助するということであれ

ば可能なのかを確認したいと思う。 

松崎子育て支援課長 今、委員が言われた点については、要は徴収が発生しない仕組みと

いうところで市が補助するという考えを述べられているのかと受けとめさ

せていただくが、市が補助をするという仕組みであるならば当然施設側で

の徴収事務は発生しないことになるので、そもそも債権のやりとりが発生

すること自体は起きないものと捉えている。ただ、今回私どもとしては、

給食費については徴収をするということで対応させていただくという取り

組みを決めさせていただいている。そのため徴収行為が発生するような状

況である。 

大くま委員   そういった意味では、実費徴収化をすることがこういった問題を生み出

しているのだと思う。今、一般質問でも伺ってきたが、滞納の問題などが

発生すると思う。これについて市はサポートしていくと答えているが、そ

の内容を具体的にお聞きすると公金徴収のノウハウを提供するとお答えに

なる。私は、公金徴収のノウハウの提供で、同じ方法論がこの私債権の回

収に当てはまるのかどうか非常に疑問に思っている。例えばよく比較され

る小学校給食費でどういったことが起こっているのかを考えると、滞納が

発生した際には、学校給食の申込書などで税務情報の確認ができるような

同意を取っているから、そのご家庭がどういった状況にあるのかを確認す

ることができて、払いたくても払えないのか、払いたくないから払わない

のかの一定の状況は見えてくることがあると思うが、今回民間園での私債

権の回収を考えた場合には、公金の回収ではこういったことができるわけ

であるが、そうした税務情報の開示や確認は市に聞いても当然教えること

ができないだろうから、訴訟などの手段によって確認していく、そうやっ

て回収を進めていくほうが、当然勧奨して払ってほしいということはやり
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ながらも、それで払っていただけない場合には法的な手段を講じてしか回

収に当たれないのではないかと思うが、その辺はいかがか。 

松崎子育て支援課長 給食費の徴収ができなかった場合、滞納される方への対応は、私ど

も保育料の徴収を子育て支援課でも対応させていただいているが、いろい

ろな面で事務手続等負担感があることは、実務の面から重々承知している

ところである。まず１点、新たに施設側で滞納の取り組みをしていく場合

が発生するかもしれないが、一つ市で考えているところとしては、私たち

のほうで今回給食費の徴収をさせていただいているが、年収３６０万円未

満の世帯の皆様方に関しては負担軽減策ということで給食費の徴収を行わ

ない対応をさせていただく。そうすると、一定の方々、支払いに困難性を

抱えやすい世帯の皆様方は徴収が発生しないので、滞納の対象にはならな

いので、滞納の徴収事務が数多く発生するとは捉えていないところである。

だからといって、絶対発生しないとは言い切れないところである。まず市

にない利点として捉えているところは、保育園の皆様方は対面でお子様の

送迎で職員の皆様方と会うというところでは、市役所で滞納が発生しやす

い、なかなかご本人と会うことができない、文書でのやりとりが中心にな

っているが、そういったところでのお支払いのお願いは、市役所よりもあ

る意味防止しやすい環境体制は整えられるのかなとも感じているところで

ある。さらに、逆に会ってしまうことでのなかなかの難しさも問題として

抱えていくことも想定されるので、その際にはやはり私たち実務のほうで

経験しているノウハウを提供しながら対応策を考えていきたいと思う。 

 また、先ほど税務情報の確認というお話も出たが、徴収に当たって必ず

税務情報を確認しなければいけないのかというところでは、それは多分そ

れ相応の段階が来てからの話になると思う。その際は当然施設側だけの対

応ではなく、私どもも一緒になって、そのご家庭にどういったアプローチ

ができるかを考えていきたいと思っている。 

大くま委員   市としても間に入ったりしてやっていくということはあるが、保育園の

お迎えのそれこそピークの時間などに対面することはあるが、ピークの時

間を考えれば、そこで当然、その場で払ってほしいと言うわけにはいかな

いわけであるから、なかなか難しい部分もあると思う。私たちは学校給食



 21 

も無償化すべきだという主張を続けているが、学校給食について今徴収が

どういった状況なのかも今回勉強した。文部科学省の学校給食費徴収管理

に関するガイドラインでは、その見込まれる効果に、学校給食費の公会計

化が進められているわけであるが、公会計化等に伴い見込まれる大きな効

果としてまず教員の業務負担の軽減が挙げられるとし、学校が徴収業務を

行う現状については、学校において学校給食費の徴収管理業務を行ってい

る場合に滞納者が生じると教員や学校事務員が督促業務を行うことになる。

しかし、滞納者への督促は、税金などの督促を専門とする部署でも苦労す

るものであり、組織として督促業務の専門性を有しない学校において教員

が対応することは、肉体的時間的にも精神的にも負担が大きいと言える。

特に文書による督促が効果を発揮しなかった場合、電話や個別訪問による

督促に移行するが、保護者が仕事などで不在であることが多い昼間通常の

勤務時間帯は保護者と話をすることが難しく、どうしても夜間等に実施せ

ざるを得ない部分があり、教員にとって大きな負担となってきたと、これ

は学校での徴収ということであるが、ある。こういった業務に当たってい

ただく可能性があるということだと思う。また、その中では、これは小学

校か、１校当たりの年間１９０時間の業務削減効果を見込んでいるという

ことも言われているわけである。こういった業務をお願いしていく中で、

事務負担の軽減ということで今回ＩＣＴ化がメニュー化されているが、私

は、ＩＣＴ化で事務全体の負担が軽減したとしても、この滞納回収に当た

る負担は、それではなかなか補えないのではないかと思う。しかも、補正

予算の審査で明らかになったように、このＩＣＴ化の補助は今回限りで、

今補助を受ける対象となる４１施設中２８施設が希望していると。それ以

降はまた独自に努力して進めていかなければいけない状況もわかってきた。

とても十分だとは思えないわけである。例えば対応の問題についても、私

債権という性質上直接の穴埋めという形では難しかったとしても、例えば

仮に一定の滞納が発生することを前提にした運営費の補助を設定していく

とか、徴収に当たる職員分の加算を行うとか、市がきちんと支えていくよ

うな構造はつくれるのではないかと思う。直接的な私債権の中に手を突っ

込む形でなければ。そのことについてはいかがか。 
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松崎子育て支援課長 滞納整理で事務負担が発生するその負担感というところでのお話で

あるが、支える構造、新たな運営費補助というお話だったと思うが、現時

点で何かそれを考えているということはない。まず１０月に無償化がスタ

ートし、では、本当に実務にとても負担が発生するほど滞納が発生するの

かどうか、まず状況をきちんと丁寧に把握していく必要があると捉えてい

る。また滞納してしまう方々にはどういった方々がおられるのかも、現在

の私たちの保育料の徴収事務と照らし合わせながら、実際園とどういった

徴収の工夫ができるのかを考えていくことがまず大事にすべき点と捉えて

いる。先ほどＩＣＴ化の保育施設のお話が委員から出されたが、今回事務

がかなり負担となる認可保育所の施設に関しては、現在１９施設あるが、

そのうちＩＣＴ化の希望をされていない園が３施設ある。それ以外の施設

においては導入を検討されるところである。加えてそれ以外にＩＣＴ化を

導入されない施設においては、ゼロから２歳時の小規模保育施設、それか

ら家庭的保育施設、人数が少ないというところで新たにＩＣＴ化を導入す

ることはかえって自分たちの実務の負担感につながるということでＩＣＴ

化を希望されないところなので、一定の規模のある施設においては基本的

にはＩＣＴ化を導入されるという見解で、調査した結果、要望をいただい

ているところである。 

大くま委員   ＩＣＴ化すれば、それに伴うシステムの研修といった負担も出てくるわ

けであるから、人数が少ないので導入しないような判断をすることもあり

得ると思うが、滞納が絶対発生しないとは言えない部分だと思うが、滞納

が発生すれば、私は建前だと思っているが、実費負担だということすら突

き崩していくことになるわけであるから、本当にそういう状況に対して市

が丁寧に対応していくことが必要だと思う。現状は運営費の補助をしてい

くようなことは考えていないということだったが、私がお聞きしたのは技

術的には可能なのかどうかである。今やるかどうかではなく、技術的には

そういうことも考えられるのかどうかをお聞きしたいが、そこを確認させ

てほしい。 

松崎子育て支援課長 技術的に可能かどうかというところで、市が私債権の肩がわりをす

ることは難しいと認識している。 
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大くま委員   私債権の肩がわりということではなくて、一定の滞納が見込まれるとい

うことで、その滞納部分も含めての運営費の補助であるとか、例えば職員

の加配を独自に市が支えるとか、そういうことはできるのかできないのか

をお聞きしている。 

松崎子育て支援課長 まず徴収事務の負担感があるというところで事務員の加配というお

話、その部分の何かしらの運営費の補助ということであるが、考え得るか

どうかであるが、それ以前に滞納させない工夫に取り組むべきと考える。

滞納される方を認めてしまう仕組み、支援するという制度はあまり好まし

くないと考えるので、私たちとしては、各施設と協力しながらその滞納を

発生させない努力にまず取り組むべきだと考える。 

大くま委員   滞納を発生させない努力というのは当然進めていかなければいけないと

思うし、とはいえ滞納がゼロにはならない実態の中で、私は具体的な方策

を考えることが必要ではないかと思っている。これは市は現状考えていな

い、まずは滞納を発生させないことに取り組むのだということであるから、

それはそれとして、きちんとこの滞納を発生させずに、実費負担という、

滞納が発生すれば当然実費負担ではなくなるわけであるから、そういった

取り組みをもっと園に寄り添って進めていただきたいと申し上げて終わる。 

本間委員    給食費を市で徴収してほしいということであるが、他の市区町村でそれ

をやることを決めているようなところはあるのか。 

松崎子育て支援課長 現在市が私立保育園にかわって徴収するというお話は伺っていない

ところである。 

本間委員    これを徴収することが私債権を預かって保管することになるということ

は、法律を犯してしまうことになるのか。 

松崎子育て支援課長 言われるとおりである。 

岩崎委員    地方自治法で無理だということを、まずは園長会等でお話しされたのか。 

松崎子育て支援課長 園長会にもこちらの説明をさせていただいたところである。 

岩崎委員    その後、園がそれぞれの保護者に伝えている流れはあるのか。 

松崎子育て支援課長 園が徴収する仕組みに変わるということでのお話はしていただいて

いると認識しているが、地方自治法上云々、これによってできないから園

が徴収するというところまでのお話をされているかどうかは各園のご判断
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もあるので、把握していないところである。 

岩崎委員    やはりそこが重要かなと私は思った。つまり園がやりたくても、あるい

は市がやりたくても、法律上の縛りがあってなかなか皆様にというか保護

者のほうには、そういう状況が起こるのだということを、知らなくてもい

いことかもわからないが、やはりお伝えする必要性は感じるが、その辺は

いかがか。 

松崎子育て支援課長 丁寧にということであれば当然そこまでお伝えする必要があるかと

は思うが、私ども園長会とも話をさせていただいて、今回事務負担の軽減

でＩＣＴ化の補助金を創設するということで話をさせていただいているの

で、各施設におかれては、その辺は重々承知していることと認識している

ので、認識した上で保護者の方に各園で丁寧な説明をしていただいている

と理解している。 

岩崎委員    そうすると、今後保護者の方は、お金を払う払わないではなく、手続上

どういう負担が生じるのか。これから実費徴収になった場合。 

松崎子育て支援課長 手続き的なものは、各園が徴収に当たっては口座振替の取り組みを

進めるというお話を伺っているので、保護者の方々には口座振替の手続を

していただくという手続が発生し得るものと考えている。 

岩崎委員    そうすると、その口座にお金が現状あれば自然と自動引き落としのよう

になっていき、もしお金がなければ滞納となっていくのかなと思うが、よ

く市の学童クラブ等いろいろ保護者が払うものが、滞納が起こっていくと

時効のような形で何年かするとそこは償却的に負担をこれ以上支払うよう

にはしないような状況が起こるが、民の場合というかそれぞれの事業所で

そういうことが起こった場合、時効ということはあるのか。 

芳野子ども青少年部長 これは法律上の問題になると思っている。公債権と私債権ではそ

れぞれ時効の範囲が違うので、今何年かはっきり覚えていないが、たしか

どちらかが２年でどちらかが５年だったような気がするが、そういった時

効というのはあるので、それにひっかかってくる可能性はあるかと思って

いる。 

松崎子育て支援課長 補足であるが、私債権に関しては時効が２年となっている。ただ、

督促をかけるとそこからさらに時効が延びる形になるので、徴収事務を丁
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寧に、催告の手続を丁寧に行っていくという仕組みになっていくと思う。 

岩崎委員    そのような可能性があるのだということはわかったが、今園のそのよう

な心配は、個別にやりとりしなければいけないのではないかというところ

に心配が起こっている部分もあるかと感じるが、そうなる前に市が支援す

るような状況は可能なのかをお聞きする。 

松崎子育て支援課長 滞納が発生する方は基本的にそう多くないと捉えている。したがっ

て、大勢発生する個別の前の集団対応というのはどういうものを想定する

かであるが、基本的にはいつが徴収する日である、したがって事前にきち

んと口座の中にお金を入れておいてと注意喚起をしていくというところが、

まず一つやれることなのかなと思う。ただ、それでもついうっかり忘れて

しまった、引き落としができなかった方が発生すると思う。その方は滞納

ではないと思う。忘れてしまった、一時的な支払いがおくれてしまった方

になると思う。そういった場合の方に関しては、当然次の引き落としのと

きに引き落とすというやりとりができるのかなと思う。私たちが考える滞

納というのは、何カ月にもわたって支払いに応じてくれない方だと認識し

ているので、そういった方はやはり個別対応せざるを得ない状況になって

くると思うので、そのことに関しては園とどういった対応が、まだ対応が

初めての取り組みでどういったことが想定されるか見通せないところもあ

るが、いろいろなことを想定しながら何ができるのかというところはこれ

までも園長会といろいろ話を積み重ねてきているので、引き続き話を積み

重ねていきたいと思う。 

岩崎委員    私の言い方が悪かったが、数は少ないと思っているところは私も感じる。

そして、これから実際に滞納が起きてきて、実態を把握することになると、

いつごろを考えているのか。 

松崎子育て支援課長 制度がスタートするのが１０月、給食費の徴収がスタートするのも

１０月と捉えると、１０月に１回引き落としがある、月日が進んでいくと

なると、３カ月、４カ月ぐらいの見通しが必要かと考えるので、その先に

なるのではないかと考える。 

芳野子ども青少年部長 先ほどからお聞きしていると、滞納が発生するから実費徴収をす

るなという言い方にも聞こえなくはない。そもそも滞納に対する対策と今
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回給食費を実費徴収するという考え方は基本的に分けて考えるべきだと考

えているので、そこが今一緒になって、滞納するから実費徴収はだめなの

だという考え方は、議論が少し錯綜しているような気がする。 

岩崎委員    聞き方が申しわけなかったかもしれないが、保育に支障が出ることが陳

情者の中にあったところで、滞納になったときの対応のことが一番大きい

のかなと私は理解していた。ただ、保育に支障があるというところはまた

別に考えなければいけない部分で、滞納があろうが、どういう方であろう

が、そこで差別というか区別する必要はないところだと思うので、そこの

ところは違うかなと思ったが、いろいろな事情で何かしらの状況が起こる

ことをどのように市が捉えているかお聞きしたかったところで、お聞きし

た。 

芳野子ども青少年部長 滞納があるからといって、その子どもに対して給食を出さないと

いうことはあり得ない話である。そこのところはご理解いただきたいと思

っている。 

岩崎委員    給食はもちろん出すと思うが、保育士のほうが何かしら保護者に言った

りしなければいけない、あるいは無意識にそういう感じで見てしまうこと

が心情的に起こり得ることは理解できるが、ただ、ここでそういうことを

議論するのは違うかなというところはわかった。 

大くま委員   一つ確認をしておきたいが、滞納があるから実費徴収するなと私は言う

つもりはなくて、実費徴収そのものが問題だということで問題提起してい

て、滞納が発生した際に、実はこれ私債権だと市はずっと言って、私債権

という扱いになるわけであるが、一つ大きな課題が出るなと感じているの

は、例えば認証保育所などで言えば個人対個人の契約の中で利用が決まっ

て給食費を負担するという関係になるから、純粋に個人の私的な契約の中

での債権だと言えると思うが、こと認可保育園に関しては、利用の決定は

ポイント制の中で市が行うということがあるわけである。そういった中で、

私は、純粋な契約行為の中の私債権だと扱ってしまえるのか、またはやは

りその利用決定をした市としても、だからこそ解消にも力を尽くすと言わ

れているのだと思うが、そこにはやはり一定の責任が発生する問題だと思

っている。そのことは滞納だけを殊さら問題にするのではないと部長が言
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われたように私は受けとめたので、これはきちんとお伝えしておかないと

いけないかなと思ってお話しさせていただいた。意見である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   元陳情第１６号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について多

摩市が徴収することを求める陳情について、日本共産党多摩市議団を代表

し、趣旨採択の立場での討論を行う。 

 私債権として市が徴収に当たることはできない、法的な縛りがあること

が非常に大きいが、保育の現場からこういった声が上がっていることは非

常に重大な問題だと捉えている。給食を実費徴収することがこうした保育

の現場にさらに事務負担をかぶせることにつながっていくことになるし、

保育現場の処遇改善を進めようという方向と逆行するものだと捉えている。

徴収事務や滞納対応などの新たな仕事をふやす結果につながるということ

である。そのことを考えると、やはり実費徴収すべきではないだろうとい

うのが私の意見である。この実費徴収化という流れは、子育てにかかわる

負担を軽減するという幼児教育・保育の無償化という方向性からも、給食

費を保育料から取りだして実費徴収することは相反するものだと捉えてい

る。ただし、私債権の徴収を市が代行することはできないこともあるので、

給食費の実費徴収化こそがこうした今の状況の元凶であることを申し上げ

て、市には新たな事務負担や滞納による過大な負担解消をすべく、多摩市

の保育園に真剣に向き合った対応を求めて、日本共産党多摩市議団を代表

して趣旨採択の立場での討論とする。 

本間委員    元陳情第１６号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について多

摩市が徴収することを求める陳情について、公明党を代表して不採択の立

場で討論する。 

 地方自治法第２３５条の４第２項に債権の負担として徴するもののほか、

普通地方公共団体の所属に属さない現金または有価証券は法律または政令
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の規定によるのでなければこれを保管することができないとある。他市と

同様、多摩市として法律を犯して給食費を徴収することはできない。とは

いえ、保育の現場の負担がふえることは事実で、多摩市としても給食費徴

収を含む事務負担の軽減策としてＩＣＴ導入の補助を決めた。保育園、保

育士の負担が最小限になるようにしていくべきとは考えている。今後給食

費未納の保護者に対しての対応について多摩市がしっかりとサポートする

ように申し添えて、本陳情に対し不採択の意見・討論とさせていただく。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、趣旨採択すべきものという意見が１名、

不採択すべきものという意見が１名である。よってこれより元陳情第１６

号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について多摩市が徴収する

ことを求める陳情を挙手により採決する。本件は趣旨採択すべきものとす

ることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手少数である。よって本件は趣旨採択しないものと決した。 

 続いて本件について、採択について採決する。本件は採択すべきものと

することに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手なしである。よって本件は不採択すべきものと決した。 

 日程第４、元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収

について主食費の徴収を行わない陳情を議題とする。 

 本件については、陳情者から発言の申し出がある。多摩市議会基本条例

第６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 

 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により、発言は５分以内

となっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間

内で発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔
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明瞭に、陳情書に沿って発言願う。 

 それでは、氏名を言われてからご発言願う。 

陳情者（小林君江氏） 福祉保育労東京地本南多摩支部の小林君江と申す。こぐま保育園

の保育士である。幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について主食

費の徴収を行わない陳情について発言する。 

 無償化に伴い、給食費が実費徴収されることになる。国基準では主食費

は保護者負担となっていたが、東京都においては都が補助をしてくれてい

たため、都内のどの自治体でも長い間主食費の保護者の負担はなかった。

これは全国に誇る東京都の保育水準であったと思う。東京都は今回の無償

化に当たっても、現行の都が出している補助水準を下げることは考えてい

ないとのことである。給食費はそもそも保育として必要な経費であること

から、保育料に含めて全て無償化にするべきと私たちは考えている。都内

では無償化に当たっても引き続き自治体の負担とするところも多くある。

また、東京都以外でも、例えば秋田県などでは新たに主食費も含めて補助

を行うということで、自治体が補助をして保護者の負担をなくするところ

もできていると聞いている。このようなことから、せめて主食費は保護者

から徴収せずに市で負担してくださるよう要望する。 

いいじま委員長 以上で市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から報告

などあったらお願いする。 

松崎子育て支援課長 幼児教育・保育の無償化に伴って保育料が無償化されることになっ

た。食材料費、給食費については無償化の対象外ということで国の方針が

示されたところである。私たち多摩市においては、給食費について在宅の

子育て家庭や幼稚園の方々においても今現在かかっている経費であり、全

ての子育て家庭の負担の公平性に配慮する必要があると考えている。その

考えに立って、これまで保育園、認可保育所においては基本的に保育料の

一部として保護者の方に給食費を負担していただいていたが、これからは

施設において徴収するという形で取り組み方法が変わるが、給食費につい

ては実費徴収という形をとらせていただくことにした。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 
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 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   今回陳情の中でも、東京都は主食費の部分を続けていくということがあ

る。一般質問の中でそういった質問をしたわけであるが、その答弁の中で

は東京都と市の見解が食い違っているように私は捉えているわけである。

その中で根拠がないというような発言もあったが、その点についてどうい

うことなのか確認したいと思う。 

芳野子ども青少年部長 一連の答弁の流れを見ていただければ、今の東京都の交付金につ

いて、その算定根拠が、既に包括化された中で金額の根拠が曖昧になって

いることは明らかだということで申し上げたものである。 

大くま委員   金額の算定根拠がないと。ただ、子育て推進交付金自体は民間保育所補

助事業の決算の資料の中でもあるように、都の加算があり、そういった中

でつくられてきた事業だと、そこは変わっていないということだと思う。

それは確認させていただく。今回６,０００円という金額がやはり他市と比

べても高いと私は捉えているし、もともと実費徴収化すべきではないこと

もあり、他市と比べても高いと。それはやはり主食費の部分をどう扱うの

かが大きな意味を持つのだと私は思っている。この金額であるが、今後見

直すことはないのかどうか確認したいと思う。 

松崎子育て支援課長 現在公立保育園の徴収金額については６,０００円ということで試

算させていただいている。こちらの給食費が６,０００円のままなのかにつ

いては、さまざまなこの先の景気の動向等もあるので、この先ずっと

６,０００円であるとは考えていないところである。 

大くま委員   景気の動向、物価などもあるし、調理の効率化などもあるかもしれない

が、そういったことの中で変化することはあり得ると。今は公立保育園、

民間保育園は民間保育園で決めるものだということがあるから、公立保育

園のということでお答えいただいたのだと思うが、他市の状況などを見て

いても、やはり公立保育園の水準が一つの基準になって設定されているよ

うなことがある。運営費の補助と給食費をどう考えるのかという中では、

やはりその金額の設定は大きな意味を持つと思っている。今回この後で行

われる条例の審査にもかかわるが、私の認識では、６,０００円とすること

は主食費部分の補助を削減するものだと捉えている。その額が幾らぐらい
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なのか計算をしてみた。補正予算の審査の際には認可保育所の給食費を全

て無償化するのであれば１億４,２００万円かかるはずだとなった。これは

新設をする、逆転現象を解消するための補助についての質疑の中であった

と記憶しているが、１人当たり７,５００円という金額で計算しての１億

４,２００万円だということだったから、これを割り返すと１,５００円は

おおむね総額で２,８４０万円になるかと計算している。実はこれ昨年

１２月の議会で日本共産党の橋本議員が一般質問の中で試算を示している

が、園児の数が変わってくるから若干変更はあるが、おおむね一致してい

る。今回実費徴収化をしていく中では、逆転現象を防ぐために新たな補助

を新設していくとなっている。その予算はどのぐらいを見込んでいるのか

をお聞きしたい。 

松崎子育て支援課長 このたび無償化を行うが、給食費を徴収することによって無償化さ

れた保育料よりも給食費の負担が増してしまうご家庭が出てくるものと想

定している。そういったご家庭に安定した給食の提供をしていくところか

らも負担軽減策の補助を考えさせていただいている。そちらの予算である

が、今回９月補正にも計上させていただいて、その内容としては、給食費

の補助が、金額としては半年分であるが７２２万７,０００円という試算を

させていただいているところである。こちらは国から公定価格で副食費の

減免の加算、４,５００円の副食費の加算が行われるというところもあり、

７,５００円補助から年収３６０万円で国の副食費の加算の対象になる

方々の人数を差し引いての試算という形になるので、その金額は目安、試

算では７２２万７,０００円を見込んでいるところである。 

大くま委員   先ほど私が先ほど申し上げた２,８４０万円というのは１年分の金額だ

と捉えているが、そういうことで考えると、これは半年分で７２２万

７,０００円であるから、１年分に直すと１,４００万円少しというような

ことがある。そういったことで考えると、主食費部分に限って検討するの

であれば、本来私は全て実費徴収すべきではないという立場でなければい

けないが、この陳情にかかわる主食費部分だけで考えると１,４００万円ぐ

らいの差しかそこにはないのかなと思うが、いかがか。 

松崎子育て支援課長 先ほど委員が一般質問の答弁から試算されたという主食費を市が徴
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収した場合、その金額が今回１,５００円となっているが、そちらを全体で

どのぐらい年額かかるのかと試算すると、委員の言われるとおり約

２,８００万円相当と考えている。これが主食費を徴収した際、民間保育所

補助事業から削減する金額となるが、この補助の負担軽減策を差し引くと、

おおむね委員の言われるとおり市としては１,４００万円分の一般財源が

削減できるような状況になる。 

大くま委員   今６,０００円ということの中でそういう差があると、市としての削減効

果が１,４００万円ぐらいだということが明らかになった。これは逆転現象

を穴埋めする補助を差し引く形でやっているから、例えばこういった数字

になるのだということを確認させていただいた。 

山崎委員    今の主食費分の２,８００万円というのは、幼稚園は除いているのか。も

し全員に対して公平に主食費分を補助するとなったらどのくらいになるの

か。 

松崎子育て支援課長 市が主食費だけ全員分補助するというお話でよろしいか。幼稚園ま

でを含むと、幼稚園は現在新制度幼稚園と現行制度幼稚園があるので、全

員補助した場合には１億３,５００万円ぐらいの年間予算が必要になって

くる。主食費分である。 

山崎委員    今給食費については、各園それぞれ設定料金が違うと思うが、その辺市

は最低と最高についてどの程度まで把握しているのか。 

松崎子育て支援課長 徴収金額については各施設で決めていただくのが原則となっている。

現在多摩市の園長会では、入所される市民の方にわかりやすくというとこ

ろ、混乱を生じさせないために園長会としては各施設なるべく同じ金額で

徴収を行いたいというお話を伺っているので、差が開くというよりも同一

の金額になっていくとお話を伺っているところである。 

山崎委員    幼稚園も含めて現状はどのくらいかかっているのか把握しているのか。 

松崎子育て支援課長 幼稚園については、給食費は各園がそれぞれ徴収を実施しているの

で、済まないがそこまで金額の把握はしていないところであるが、幼稚園

は１食あたりの給食費が大体３００円、安いところで２百幾らから

４００円いかないぐらい１食単価だと聞いている。単価３００円で計算す

ると、保育園の場合だと月から土までフルに見ると７,５００円で、幼稚園
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の場合は明らかに登園数が保育園よりも少なくなるので、７,５００円を超

える月額の徴収金額はないものと思っている。 

山崎委員    通う日数が園児によって違うと思うが、その辺は今後どのように考えて

いるのか。 

松崎子育て支援課長 保育園の給食の提供の仕方であるが、基本的に委員の言われるとお

り全員が必ずしも２０日とか２５日登所するわけではない。かといって、

では、その子その子に合わせて給食費の実額を計算するのは非常に困難で

ある。園に食材の状況をお聞きすると、１カ月まとめてこれぐらいの量が

必要であるということで事前に予約というか発注をかけるという話や、最

低でも２週間分はきちんと園にまとめて届けていただくということで、個

別的ないわゆる一人一人１食幾らというのは非常に準備が難しいというお

話を伺っている。そういったことから、基本的な給食費の捉え方は日割り

単位ではなく月額で徴収すべきというところで国の通知も出てきているの

で、給食費に関しては、休みを考えずに基本的に月額単位で徴収するとい

う考え方になっている。 

山崎委員    その辺は園も保護者も納得しているということか。 

松崎子育て支援課長 今回給食費の徴収に当たっては、園から保護者の方にご説明をして

いただくようにお願いしているところである。説明をして同意をいただい

た上で徴収をさせていただくという仕組みになるので、保護者の方にはご

理解を得ていただいているというところで理解している。 

山崎委員    この交付金のところで、今まで都からの子育て推進交付金を主食費に充

てていたと。今まではその交付金は園に渡されて、園がその交付金から食

費に充てていたという形でよろしいのか。 

松崎子育て支援課長 先ほど大くま委員からも出た東京都の推進交付金のお話と受けとめ

させていただく。これに関しては、交付金という形になるので、園に直接

ではなく市で歳入として受け入れるような仕組みになっている。市から園

にどういった運営費の補助をするかというと、民間保育所補助事業という

補助要綱に沿って各園には運営費の基本額、それから、ゼロ歳児の人数や

在籍児の人数によってそれぞれ職員の増配置加算という加算額などもある

ので、そういった加算を加えて１カ月単位で園に運営費を払い込むような
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形になっている。 

山崎委員    その中に主食費も含まれているということか。 

松崎子育て支援課長 主食費に関しては、民間保育所補助事業の要綱において主食費は徴

収してはいけないというような位置づけで現在示させていただいている。

では、その主食費分をどのように園が給食費として提供しているかという

と、運営費の中から主食に充てるものもあれば、それ以外の園の活動に充

てるものもあればということで、園の考え方によって運営費全体をそれぞ

れの園の運営の費用に充てていただいているというところで、主食費にも

その運営費分は充たっていると受けとめている。 

山崎委員    実際保育料の中には副食費しか入っていないので、副食費は必ずそこか

ら抜かれているという形でよろしいか。 

松崎子育て支援課長 副食費に関しては、国・都・市で負担はしているが、公定価格とい

う形でこれまで支払ってきているので、副食費分に関しても園にお渡しし

て副食費分を給食費に使われていると認識している。民間保育所補助事業

は市の単独補助になるので、民間保育所補助事業の中には副食費は含まれ

ていない。 

山崎委員    そうすると、都から来ている子育て推進交付金から今まで主食費に充て

られていたものが、今度はそれを充てずに保護者から徴収するという形に

なるのか。 

松崎子育て支援課長 先ほど部長からもお話をさせていただいているが、東京都の推進交

付金の中には主食費にこれだけ幾ら充てろという明示はない。要素として

主食費が含まれているという東京都のお考えは伺っているが、推進交付金

が包括化されているので、市が主食費に充てるかどうかは、それぞれの自

治体の判断になっていると認識している。 

山崎委員    今までは明記されていなくても実際はその交付金から各園が主食費に充

てていた実績というか実際はそういう状況だと思うが、今都が渡している

交付金の金額は、今後そのまま同じ金額を、保護者から実費徴収した後も

また渡されるのか。今都から来ている子育て推進交付金をもとに、各園に

保育園の補助金を市から渡している。各園は今その中から主食費に充てて

いる。それが、保護者からお金をいただいて、もともとあった交付金はそ
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のままの同額を園がもらえる形なのか。 

松崎子育て支援課長 今回市で主食費を徴収するという考え方に立たせていただいている

が、まずその考え方として、民間保育所補助事業、市の単独補助において、

主食費分に関してこれまで保護者の方からいただいてきていなかったので、

市が補助していたという形になる。今後は保護者の方から徴収する形にな

るので、市の補助はなくなる。今回私どもは、その部分に関しては民間保

育所補助事業から減額させていただくという考え方で条例改正を出させて

いただいているところである。では、その推進交付金がどういう形かとい

うところであるが、東京都からいただく子育て推進交付金に関しては、主

食費に充てるものということではなく、まず交付金の算出方法として、先

ほど話にも出たがかつて平成１７年以前のお話であるが、明確に東京都と

してはこの金額を主食費分として都は補助するという時代があった。それ

が平成１７年以降交付金のあり方の見直しがされ、現在は幾ら主食費に充

てろということは明確になっていないところである。交付金化されたこと

もあるので、その東京都からいただく交付金に関してはそれぞれの自治体

が必要と思われるところにその交付金を活用してほしいということになっ

ているので、市としてはそれぞれ主食費ではないところで優先されるもの

に充てていくという考え方を持っている。では、その交付金が今回主食費

を実費徴収することで金額が変わるのかというところであるが、その都度

交付金の算出方法、計算方式もあるので必ずしも同額になるとは思わない

が、多摩市がどういった子育て支援施策を展開したかということに対して

交付金を申請することで東京都からの交付金を受け取ることができるので、

主食費の影響を受けて交付金が減らされると考えていない。 

いいじま委員長 この際暫時休憩する。 

                  午後 ０時０１分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 １時００分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 それでは、山崎委員の質疑から開始したいと思う。 

山崎委員    先ほどの話をまとめる。園に対する補助金が今までと同じような金額で
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それほど変わらずに入るのであれば、今までどおりそこから主食費に充て

ればいいのではないかと思うが、いかがか。 

松崎子育て支援課長 園への民間保育所補助事業は今現在運営費のために補助を実施して

いるが、今回無償化によって給食費を徴収することに決めたところである。

それによって現在運営費の中に主食費を賄うところも含めて運営費を補助

しているような状況であるので、市民の方から主食費分を徴収するに当た

っては、その分を補助から削減する必要があると考えている。その金額に

ついては、先ほど来何回か数字を出させていただいているが、１,５００円

が主食費相当分ということで考えている。その主食費相当分の考え方につ

いては公立保育園の実績をもとに積算させていただいており、公立保育園

の徴収額６,０００円、そこに対して副食費は国が例示に示すとおり

４,５００円ということで捉えており、６,０００円から４,５００円を差し

引くと主食費相当分が１,５００円ということで、私たちは主食費分を

１,５００円と捉えさせていただいているところである。今回徴収するに当

たっては、その分を民間保育所補助事業から差し引くという考え方を持た

せていただいている。 

岩崎委員    インターネット等での資料を見ると、多摩市が副食費と主食費を徴収す

る以外にも別の市でそういうところがあるが、多くの市が４,５００円の副

食費を徴収するのみとなったわけであるが、それを知って、他の自治体の

こういう徴収の仕方についてはどのようにお考えかお聞きする。この

４,５００円という自治体が多いということへの多摩市としての考え。ほか

の自治体は４,５００円のところが結構多い中で、多摩市は独自の考え方で

金額を設定しているが、この副食費のみという自治体が２６市の中で多か

ったことを見てどう思われているかお聞きしたい。 

松崎子育て支援課長 今回市では、主食費、副食費ともに徴収するという考えを持ってい

る。同様な自治体は、私どもの市以外に５市ほどあると認識している。そ

れ以外の副食費分のみ徴収すると考えられている市が多分１８市相当にな

っているかと思うが、私どもの市としては、他市においては副食費

４,５００円の徴収という考えに至っているが、多摩市としてはまず、先ほ

ども申し上げたが、幼稚園、在宅子育て家庭の方々も含めて多摩市にいる
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全てのお子様が当然食べ物を召し上がる、その部分のお昼に関してはすべ

からく公平性を担保していくことが必要であろうと考えた。その観点から

今回、認可保育所に関して主食費分をこれまで補助していたところを、無

償化の対応に合わせて徴収という判断をさせていただいたところである。 

岩崎委員    他の自治体の園は４,５００円が多いであろうという推測があった中で

の決定なのか。 

松崎子育て支援課長 各市がさまざまな対応を考えているのは情報としてつかんでいたが、

ここまで多くなるところは当初想定していなかった。各自治体それぞれ子

育て支援策には考えを持って対応しているかと思うので、私たちとしては、

一般質問等でもお答えさせていただいているが、認定子ども園という幼稚

園のお子さん、保育所のお子さんが同じ部屋で生活するといった方々が給

食費の徴収の違いを目の当たりにして、そちらを非常に課題に捉えておら

れることをまずは解消したいという強い思いから、公平性という立場に立

たせていただいている。 

岩崎委員    それで、食材とかを仕入れる場合、給食の場合、主食と副食とに分け隔

てられるところのメニューとは限らない場合があるかなと思うが、園長会

があるかと思うが、他の園との関係性あるいは情報関係で栄養士同士の連

携の会もあるのか。 

田坂公立保育園担当課長 多摩市には認可保育所の中に保育協議会というものがあり、そ

の中に栄養士部会、看護師部会、保育士部会の３つの部会があるが、その

栄養士部会の中で、栄養士たちは割と孤独な職種で、そこでの情報交換は

大変盛んにされていて、保育園の離乳食でカブを１個欲しいとかニンジン

を１本欲しいとか、本当に少量の発注をしなければならない関係で、そう

いうところにも対応してくださる業者を探すのは非常に困難で、栄養士た

ちはそこの場でそういう情報交換をしながら、自分のところにより安全で

安心な食材を入れてくれる業者はどこかというような情報交換をまめにし

ていると聞いている。 

岩崎委員    今後もその栄養士部会は定期的に行える状況にあるのか。 

田坂公立保育園担当課長 栄養士部会は２カ月に一回の頻度で開催しており、そのほかに

も研修会、献立交流会で情報共有は盛んに行われている。 
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岩崎委員    一応そういう意味では、メニューに関しての大変さなども解消できる部

分で、孤独な仕事とは言っても連携できるのは非常に評価できるなと思っ

た。ただ、今市は６,０００円で逆転現象は起こさないとして、６,０００円

を保護者から徴収するが、今の段階でそういうことができない世帯に関し

ては市が補助すると言っているが、副食費のみの４,５００円という考え方

にもし多摩市が立つとしたら、その逆転現象についてはどういう考え方に

なるのか。 

松崎子育て支援課長 現在負担軽減策として、まず７,５００円を上限として必要な経費と

して考えている。その７,５００円の根拠は、国が示している主食費相当分

３,０００円、副食費相当分４,５００円、それを足したものが７,５００円。

この７,５００円という給食費の額があれば、基本的にはどの施設において

も安定した給食の提供ができるだろうということで、公立保育園に関して

は６,０００円という徴収額を考えているが、補助に関しては７,５００円

という補助を実施する考えでいるところである。委員の言われるところで、

これが主食費は補助して４,５００円だけ徴収する仕組みになると、当然

７,５００円の補助をするのはあり余る補助となってしまうので、補助の仕

組みを見直す必要が出てくると考えている。金額は７,５００円ではなく、

４,５００円に負担軽減の補助は下げるような考え方になってくるかと思

う。その見直しの必要性に迫られるような状況だと思う。 

しらた委員   少し外れてしまうかもしれないが、市立認可保育園に多摩市単独で補助

金を今出していると思うが、それは２６市それぞれ単独であるからばらば

らだと思うが、多摩市として今大体１人当たり幾らぐらいの補助金を出し

て、２６市の中で平均であるのか、その辺の位置づけも少しお聞きしたい

と思う。 

松崎子育て支援課長 市の単独の補助というところでは、民間保育所補助事業という補助

制度が、市の単独補助の仕組みになる。私たちは、その民間保育所を使っ

て各保育所に運営費を補助しているところであるが、こちらの運営補助に

当たっては、平成３０年度の予算で考えると約１３億５,０００万円の予算

を見込んで当初予算で計上させていただいている。そのときの見込みの延

べ入所児童数は２万９,３７５人という人数である。そちらで除すとおおむ
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ね月額１人当たり約４万４,０００円の保育サービスを提供しているよう

な状況である。こちらが各市同じような計算方法で平成３０年度の予算額

と延べ入所児童数を除すという考え方で試算した結果であるが、多摩市は

２６市中８番目というような状況である。各市が実施している市の単独助

成の平均額は２万５,０００円相当という試算も出させていただいている

ところであるが、その平均額から言っても多摩市はそれ相応の高い保育サ

ービスを提供していると自負しているところである。 

大くま委員   午前中の質疑の中で幼稚園と保育園の給食を比較するようなことがあっ

たが、私は、これは一概に橫引きはできないのではないかと一般質問でも

述べたが、幼稚園の中で給食を毎日行っているところもあるし、ただ、調

べてみると週１～２回のところもある。もともと幼稚園には調理施設の設

置が必須ではなかったこともあるから、そういった中で今宅配の弁当で対

応して給食としているようなところもある。特に整理が必要ではないかと

思うが、宅配の弁当については、この負担は今保育園で市が求めようとし

ている食材料費の実費負担とはイコールにならないような気がしているが、

その辺の整理はどうなっているのか。 

松崎子育て支援課長 実費というところでのご質問だと認識させていただく。今回給食費

は、当初幼児教育無償化の話を国が示している中では、食材料費であるこ

と、かつ実費ということを明確に国のほうは話していた。その後国から通

知文等も出てきているところであるが、いわゆる食材料費、明確にニンジ

ン何本、それこそキャベツ何個というふうにその月の実費を計算する、か

つＡさんは２０日間給食を食べた、Ｃさんは１５日間だったと、全て実費

で計算するのは非常に困難であることが課題として出されてきたところで

ある。したがって、月日がたつとともに、「実費」という言葉は現在も表現

で使っているが、基本的には先ほど山崎委員からも質問があったが、給食

費はその人その日で計算して徴収するのは非常に困難であるところから月

額で徴収しよう、かつ安定的な徴収が必要であるということで、「実費」と

いう言葉を使いながらもそこまで厳密に求めないということで国からも通

知が出ているところと認識しているので、もう少し受けとめとしてはおお

らかなというか給食を安定的に園児の皆様に提供できる額を徴収して日々
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の安定したおいしい給食を召し上がっていただく仕組みになっていると捉

えている。 

大くま委員   当初実費徴収というのが出てきた際に、それだけの事務負担が負えるの

か、実費が幾らなのかを毎食毎食計算するのか等さまざまな批判の高まり

の中で国も表現を変えてきて、それに丁寧に対応してきた自治体からすれ

ば、いわばはしごを外されたような状態に今なっている。そういった中で、

多摩市も大変苦労されているのだということは認識している。今そういっ

た中で実費という概念が、厳密な実費ではなくて大きな広がりを持った概

念になってしまっていることは、これまでもお聞きして理解している。宅

配の弁当や外部業者から入ってくる弁当には当然利益が乗っていると思う

が、それでも給食費という扱い、食材料費という扱いで整理されるべきも

のなのか、私はそこに一定の差がある、今イコールで比較をされているの

が大変気になっている。保育園での給食費と食材料費と幼稚園特に外部か

ら入ってくる弁当、外部業者であれば当然利益が乗っているもの、私は、

それとは一概にイコールではないのではないかと思うが、それはどのよう

に今国のほうで、Ｑ＆Ａでもいいが、整理されているのか。 

松崎子育て支援課長 委員の言われる給食というところで、食材料費はいわゆる人ではな

く原材料、口に入るもの、宅配のものは利益が入るというところでいわゆ

る人件費も含まれているとお考えだと思うが、そこに関しては明確に今仕

分ける考え方は国からも示されていないし、私どもでもそこまでの整理は

できていない。基本的には宅配も含めた給食費という言われ方をしている。 

大くま委員   一般質問の中でも市長からＰＤＣＡサイクルを回しながら今回のことは

詰めていくというお話があったから、そういった中で課題になるなり、検

討が進められるものなのだろうなと、今のお話を聞いて受けとめはするが、

やはり私の意見としては、単純にイコールにすべきものではないのではな

いかということも申し添えておく。 

松崎子育て支援課長 委員の言われるとおり今後ＰＤＣＡサイクルを回していくという国

の考えは示していただいているところである。事務の状況としても、現時

点でＦＡＱが更新されてきているような状況で、本当にこの制度はやりな

がら課題点を出しながら見直ししていく制度になっていくものであろうと、
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私どもも今考えているところである。 

山崎委員    先ほどのしらた委員へのご回答で、１人当たり大体４万円と少しぐらい

の他市に比べて手厚いサービスが行われているということであるが、そう

いった努力をされているのに今回６,０００円という他市に比べて少し目

立った徴収額になってしまうと、他市よりも手厚いサービスを行っている

のにそれが見えなくて、逆に何か多摩市は高いというイメージにとられて

しまうような気がするが、その辺うまく４万４０００円ぐらいの中で調整

して見えないようにすることはできないのか。 

松崎子育て支援課長 民間保育所補助事業、保育サービスという観点から考えると確かに

そういった考えがあるのかもしれない。私どもも、幼児教育無償化の制度

を設計するに当たっては、さまざまな角度から何がどうなるのだというと

ころで試行錯誤をさせていただいた。ただ、私どもが最終的に重きを置い

たところは、今回の無償化に関しては幼児教育に加えて保育の保育料を無

償化していく、当初は幼児教育だけであったのを保育に広げた、より広範

囲のお子様に対しての支援を充実させていく、経済的な負担軽減を図って

いく。それによって今回無償化を実施するために子ども・子育て支援法の

一部改正もされているが、そちらに関しても法に示されているのは「すべ

ての子どもたち」というワードが記載されている。私たちの子育ての支援

事業計画においても、全ての子どもたちが幸せに生きるところで一人一人

の子どもたちの健やかな成長を目標として掲げている。その点を踏まえて、

保育という観点だけではなく、幼児教育というところにもきちんと目を向

けて、先ほども話したが、認定子ども園で、目の前で同じ部屋で過ごして

いるお子さんが給食を食べる段階になって、片方は無償、片方は有償とい

う現実的な課題があるのは今回ぜひ解消したいというところが大きな目標

というか見直すべき点だと考えているので、確かに苦しい点はあるが、こ

のような判断をさせていただいているところである。 

山崎委員    では、最後にするが、新政会としては、給食費はやはり無料化を目指す

べきだと考えている。今回６,０００円となったとしても、その後市で努力

する、また都や国に対して補助金を要求するよう努力していただいて、次

は４,５００円、次は無償化を目標とするといった体制を目指していただき
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たいと思うが、その辺、子ども青少年部長はどのように考えておられるの

か。 

芳野子ども青少年部長 市としても、保護者の方になるべく負担をかけたくないという思

いは、皆さん共通の思いだと思っている。苦渋の決断をさせていただいた

経緯については本会議等においてもいろいろ回答させていただいていると

ころであるが、言われるように今後のことについては必ずしも６,０００円

でずっと不変なものとは当然考えていない部分もあるし、何か市としてで

きることがあれば、または当然これはもともと国が始めた制度であるので、

当然基本的には国で対応していただきたいと思っている。また、今回義務

教育までの医療費の助成等をさせていただいている。ああいうことについ

ても２６市の中では本当に多摩市が数市しかないうちの１市ということで

非常に頑張っているような状況もあるし、多摩市としてはその辺について

は今後国、さらに今回この件について混乱に拍車をかけたのはいわゆる東

京都の交付金の件が一つ大きいと思っているので、その辺について東京都

に対して働きかけていったり、いろいろな働きかけをしていきたいなと思

っている。さきにお話があったように国ではＰＤＣＡ協議会のようなもの

があるので、常にこういうことについては見直していくことを図っている

状況であるので、全国市長会等を通じて国へ直接働きかけたり、市長会を

通して東京都に働きかけたり、そういった中で今後の方向性についてもで

きるだけ変えられるものについては変えていきたいと考えているところで

ある。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について主

食費の徴収を行わない陳情について、日本共産党多摩市議団を代表して採

択の立場での討論を行う。 

 この間公平性の観点から子育て施策を進めるためにも実費徴収を進める

ことが必要というような説明がされてきた。今回新たに保育料から切り分
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けられる副食費部分は、それを支えるためには一定規模の新たな財政負担

を伴うということであるが、こと主食費の部分については都加算の時代か

ら維持してきた補助をこれからも維持していけば、市の財政的な負担は大

きくは変わらない、今質疑の中では１,４００万円程度ということが出てき

たし、これは市の予算全体から見ればそう大きな枠ではない。民間保育所

補助事業に限っても１３億５,０００万円のおよそ１％程度の問題だと受

けとめている。しかし、その１,４００万円程度が他市との負担額の差を生

むことになり、大変注目を集めている。こうした中、まさに保育の現場で

子どもたちと向き合う保育士や栄養士たちの間からこういった負担をさせ

ないでほしいという声が上がるのは当然のことだと思う。本来保育の一部

として行われる給食を実費徴収化することからこうした混乱を生み出して

いることを指摘し、この状態を解消するために国に対しては給食費も無償

化分に含み、保育園でも幼稚園でも子ども園でも保育としての給食を誰も

が無償で受けられる体制づくりを進めることを市として求めること、東京

都に対しては２３区と２６市の実費徴収差を見れば新たな多摩格差が生ま

れている状況がはっきりしているからその解消を求めること、こういった

ことが必要だということを申し上げて、元陳情第１７号 幼児教育・保育

の無償化に伴う給食費徴収について主食費の徴収を行わない陳情について、

日本共産党多摩市議団を代表して採択の立場での討論とする。 

本間委員    元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について主

食費の徴収を行わない陳情について、公明党を代表して不採択の立場で討

論する。 

 現在の子育て推進交付金はさまざま包括されていて、給食費に充てても

充てなくても自治に合わせて使える交付金となっていて、主食費が明確に

されていないので判断をしかねる。公明党は学費、学校保育などの給食費

などの負担を軽くして子育てしやすい体制をつくり、全世代型社会保障制

度を構築すべきと考えている。しかし、多摩市として今の段階では在宅保

育の方々との公平性を考慮し、まずは待機児童をなくす政策を進めている。

いずれは全ての給食費が無償化になるように後押しをさせていただきたい

考えであることを申し添えて、本陳情に対し不採択の意見・討論とする。 
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岩崎委員    元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について主

食費の徴収を行わない陳情について、ネット社民の会を代表して不採択の

立場の意見・討論をする。 

 国が一億総活躍とする中の今回の国の保育無償化を肯定するものではな

いが、まずやってほしいことは待機児童対策や保育士の処遇改善であると

思うところである。給食が保育に含まれていることは当然理解できること

である。したがって、保育無償化と聞いて市民の方あるいは保護者の方が、

区部などが完全に無償化になっていてゼロ円ということを聞いたり、ある

いは他の自治体で４,５００円であることを聞いて違和感を持つことも理

解できる。しかし、多摩市の保育の質を考えると、小１の壁になっている

取り組みであることや、あるいはそのようなことを認可・認証保育所を問

わず検証していることもあわせて考えると、このことは大きく評価できる

ことである。また、逆転現象を起こさない取り組みもある中、今後保育に

ついては必要全体から考えることが重要であると考えている。市の限りあ

る財源を有効に使うためにも、今後６,０００円が続いていくことはまだわ

からない部分もあるが、まずは質を落とさない保育について市は取り組ん

でいただきたいことを申し添えて、不採択の立場の意見・討論とさせてい

ただく。 

山崎委員    元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償化に伴う給食費徴収について主

食費の徴収を行わない陳情について、新政会を代表して趣旨採択の立場で

討論する。 

 今までは陳情者のご指摘のとおり東京都からの子育て推進交付金の中に

主食費が含まれており、各保育施設に渡された交付金の中から主食費に充

てられていたと考えられる。市は子育てしやすいまちづくりを推進する中

で、今まで主食費に充てていた分を待機児童対策費などほかの子育ての環

境をよくするために使用したいとの考えであるが、２３区では給食費も無

償、多摩地域では４,５００円程度の徴収が主流となりつつある中で、多摩

市が６,０００円の徴収というのは近隣市の条件と比べ飛び出ている状況

である。そのような状況で多摩市が近隣に比べ保育条件が極めて悪いと子

育て世代に思われてしまうことが懸念される。今多摩市は若者世代、子育
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て世代を誘致し、取り込んでいかなければならない状況にもかかわらず、

このことにより逆に近隣市へ流出してしまう可能性も出てくる。今後多摩

市のまちづくりを考えると、給食費も無償にする方向で考えていくことが

理想であり、多摩市は給食費無償にこだわっていただきたいと思う。よっ

て、本陳情に対し、新政会を代表して趣旨採択の立場での討論とする。 

しらた委員   会派フェアな市政を代表して、元陳情第１７号 幼児教育・保育の無償

化に伴う給食費徴収について主食費の徴収を行わない陳情に対して、不採

択の立場で討論する。 

 先ほど質問して、多摩市の私立認可保育所に市単独の助成補助金の金額

を聞いても、４万４,０００円ということで大変補助金としては、先ほどご

答弁にもあったように２６市でも８番目で、大変高水準だと私も思った。

そういうことも含めて、これからはそういう補助金を何に出しているのか

がしっかりと見えるように、こういうところに補助金として出していると

いうことで、今回のように主食費と副食費という一部分だけではなく、多

摩市が行っていることをしっかりと明確に市民の皆様や、また父兄の皆様

方にもわかるようにお示ししていただいて、これからの多摩市の貴重な財

源である税収をお子さんの子育てのためにもぜひとも有効に使っていただ

きたく思うので、今回は主食費を徴収しないでほしいということだけでは

なく、やはり全体のことを考えて、不採択で討論をさせていただいた。 

いいじま委員長 これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、採択すべきものという意見が１名、趣

旨採択すべきものという意見が１名、不採択すべきものという意見が３名

である。不採択すべきものという意見が過半数に達している。よって本件

は不採択すべきものと決した。 

 日程第５、元陳情第１８号 保育士等の処遇改善に対する陳情を議題と

する。 

 本件については、陳情者からの発言の申し出がある。多摩市議会基本条

例第６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 
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 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により、発言は５分以内

となっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間

内で発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔

明瞭に、陳情書に沿って発言願う。 

 それでは、氏名を言われてからご発言願う。 

陳情者（小林君江氏） 福祉保育労東京地本南多摩支部の小林君江である。こぐま保育園

の保育士である。発言の機会をいただきありがとう。保育士等の処遇改善

に関する陳情について発言する。 

 保育現場では人員確保が年々困難になっている。採用募集に対して必要

な人数が集まらないことも多く、産休や病休の人が出てもかわりの人が見

つからず、残った人数で回すために負担が重くなっている状況がある。待

機児童解消のために保育施設がふえていくことはありがたいことであるが、

保育士の確保が追いつかず、施設ができても開園できない状況も中にはあ

る。東京都が行った平成３０年度保育士実態調査の結果を見ると、５,０

００人ほどが答えたようであるが、正規保育士の年収の平均は２９０万円、

改善希望の事項は給与、賞与等の改善が６５.７％でトップとなっている。

保育士の賃金は国の定めた公定価格の中に見積もられた財源をもとに支給

されている。国や東京都では処遇改善の施策が行われるようになったが、

国の施策特に処遇改善Ⅱという制度は、対象者の中の特定の人には必ず全

額をつけなければいけない等制約があり、職員平等に分けるような仕組み

とはなっていない。職員の分断をもたらすおそれもある。保育士資格の取

得者が保育の仕事についてくれるよう、働きやすく労働に見合った賃金を

確保することが必要と考えている。職員の配置基準の引き上げも働きやす

くするための施策の一つと考えている。全ての保育労働者に平等に賃金の

底上げをできるよう公定価格の引き上げが必要である。国に意見書を上げ

てくれるようお願いする。 

いいじま委員長 以上で市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から報告

などあったらお願いする。 

松崎子育て支援課長 まず現在の保育士の配置基準であるが、こちらは児童福祉法第
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４５条に基づいて児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の第３３条に

定められているところである。これは国の基準であるが、現在保育士の数

はゼロ歳児が３対１、１・２歳児が国基準では６対１、３歳児では２０対

１、質の改善を図る公定価格の配置基準の改善については１５対１にする

と３歳児の配置改善加算がつくような仕組みになっている。４歳児以上に

ついては３０対１というような状況である。それに対して市が今どのよう

な対応を講じているかであるが、多摩市の民間保育所補助の運営の実施要

綱に定めて、１歳児については国の配置基準を上回る５対１の配置基準と

いうことで運営補助を実施しているところである。そのほか市の独自基準

を設けており、児童の処遇の改善や保育所の運営の充実を図るというとこ

ろでは、利用定員に応じて常勤保育士もしくは非常勤職員１人を増配置す

るようにという増配置加算を行っている。加えて、ゼロ歳児の利用定員が

９人以上の保育施設については、保健師もしくは助産師または看護師のい

ずれかの常勤を１人配置してほしいということで安定した、かつ安心な保

育環境をつくるということで補助要綱で定めており、ゼロ歳児の加算の対

応を実施しているところである。こういった対応をしているところである

が、陳情者が言われたとおり保育士の人材確保は現在非常に厳しい状況で

ある。各園からも保育士確保が難しいというお話は聞き及んでいるところ

である。そういった点があること、あとは多摩市は今年度平成３１年度４月

の待機児童数７７名、昨年度の８３名から６名の減少を図ったところであ

るが、現在まだ待機児童がいるような状況である。そういった中で、国基

準を上回る市の単独補助の実施をしている、さらに職員配置を手厚くして

いくのは、待機児童の対応、保育士確保の困難性を考えると非常に難しい

と捉えているところである。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   今職員配置基準については市独自に充実させている部分もあると、ゼロ

歳児については配置を促進するような補助を実施しているとお聞きした。

ただ、この配置基準自体は、例えば公定価格で言えば４・５歳児は３０対

１、１人で３０人のお子さんを見るような配置基準なわけで、なかなかに



 48 

大変な状態だということだと思う。これは介護の現場等で問題になったが、

国の配置基準では実質的には仕事が回らないような状況があるわけである。

そういった中で、本当に子どもたちの育ちを支える高度な仕事が求められ

る現在の保育の現場では、不十分な基準だと言わざるを得ないのではない

かと思う。今回多摩市も配置加算を行ったり基準を厚くしたりという対応

をしているということであるが、これが例えば国の公定価格の配置基準自

体が改善をした場合には、市の独自で行っている部分などは、そのままの

基準でやるのだとすれば改善の中で市の負担も減っていくのではないかと

感じるが、その点はどうなのか。例えば国の公定価格の中で１歳児の配置

を５対１にするようなことになれば、市の負担はその部分では減っていく

ということか。 

松崎子育て支援課長 国の基準を手厚くしていただけるということであれば、市の負担は

場合によっては減ることが考えられると思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   元陳情第１８号 保育士等の処遇改善に対する陳情について、日本共産

党多摩市議団を代表して採択すべきとの立場での討論を行う。 

 保育の現場から重労働な上に賃金が安い状況が有資格者の保育士離れを

生み出している、そういったことが解消すれば保育士として働こうという

人もふえるのではないかとも陳情の中では述べられている。子どもたちの

育ちを支える専門家として保育士や保育園の職員の皆さんの仕事の大変さ

は、私自身子育て中の一人の父親としても目の当たりにしている。根本的

に解消する、そのためには公定価格の引き上げによる運営費の充実、職員

の配置基準の見直しによる、増配置によるきめの細かい対応と当たり前の

処遇の確保が必要だと考える。それを前に進めていくためにもぜひ多摩市

議会としても意見書を上げるべきだと申し上げて、日本共産党多摩市議団

を代表して採択すべきとの立場での討論とする。 

本間委員    元陳情第１８号 保育士等の処遇改善に対する陳情について、公明党を
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代表して不採択の立場で討論する。 

 国は平成２５年より保育士の処遇改善に取り組み、公定価格引き上げの

取り組みとして１１％アップをしているが、まだ労働に見合った給与にな

っていないという現状を考えて、しっかりと保育士確保、現状を打開でき

るように処遇改善をしていくべきだと考えている。ただ、多摩市の保育士

の配置基準は国が定める基準を上回る手厚い基準になっている。国として

保育士不足の状態のまま職員の配置基準を引き上げれば待機児童をふやし

てしまうほかの自治体も出てくることが予想される。多摩市としてほかの

自治体の保護者への影響がわからないまま意見を提出することは無責任で

あり、多摩市議会として立つべきではないと考えている。よって、本陳情

に対し不採択の意見・討論とさせていただく。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、採択すべきものという意見が１名、不

採択すべきものという意見が１名である。よってこれより元陳情第１８号 

保育士等の処遇改善に対する陳情を挙手により採決する。本件は採択すべ

きものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手多数である。よって、本件は採択すべきものと決した。 

 なお、ただいま採択すべきものとした陳情は、議会として意見書を提出

することを求める内容であるが、全員一致ではなかったので、委員会とし

ては本会議に意見書案の提出は行わないこととする。 

 日程第６、第９９号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付

に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

芳野子ども青少年部長 それでは、本議案についての提案理由について述べさせていただ

きたいと思う。これは市長の提案のほうから申し上げたとおり、内容とし

ては全部で３つほど含まれているものである。１番目については、主食費

関係であるが、この主食費については国の方針どおり保護者の負担として
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整備させていただくということで、現在行っている認可保育所補助事業の

３歳児以上の入園費補助の基準額から主食費相当額について減額改正する

ことがまず１点。 

 ２番目については、延長保育に対して充実費補助金というものがある。

これは平成２９年度より事業費を児童数で割り返して、市外の特に児童の

補助費等を割り出して、多摩市の施設から正確に言うと市内の児童分のみ

を支出して、市外の児童分については施設が直接その市外の自治体に請求

するという方法で条例を改正したものである。しかし、歳入の性質上この

事業の補助金がそもそも１人当たり幾らという算出方法ではないことから、

この補助金に対しては各自治体の中での取り扱いというものが、特に多摩

市と稲城市だけ市外に請求するというやり方をとっている。ところが、ほ

かの自治体についてはお互いさまということでそれぞれ市外の保育児を預

かっていても請求をお互いにしていないという状況の中で、特に市の中で

その事務が非常に煩雑化して、中にはお支払いをいただけない自治体も出

てくるということで園としても非常に困っている中で、この辺については

他の自治体と同様の扱いをさせていただくように今回改正をさせていただ

きたいと思っている。 

 ３点目については、アスベスト関係となる。これは今回市内の保育所の

増改築に当たって、その壁面の外壁塗装の中に一部アスベストが含まれて

いることが判明した。これは当然除去しなければならないが、それに対す

る補助金が東京都にあるので、その補助金を活用させていただくために本

条例を改正させていただくものである。以上３点が内容的に含まれている

ものである。よろしくご審議いただくようお願いする。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   この間再三、実費徴収すべきではないと言ってきたが、多摩市では総合

計画でも子育て施策での位置づけで、高水準の子育て施策を整備してきた。

これは先ほどの質疑の中でも明らかになった。また待機児対策についても、

この間認可保育園の新設等を進めたり、認可園化を進めたり、積極的に行

ってきた。こういった施策は高く評価しているところである。こういった
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高い保育サービスというものが多摩市の一つの目玉、売りになっているこ

とはそのとおりだと思う。しかし、その財産は多摩市だけでやってきたも

のではなく、やはり多摩地域での保護者の皆さんの運動や、特に多摩市の

保育の中で大きな役割を果たしていただいた民間保育園の中での運動とい

ったものに押されて、多摩市でも整備が進んできたものだと受けとめてい

る。つまり多摩市だけの財産ではなく、市民や民間園などと共同で育んで

きた財産だと私は受けとめている。その流れの中から今回他市よりも頭一

つ出た保護者負担の問題は、非常に唐突なものだと受けとめている。この

条例が通れば近隣市と差がつくことになる。しかし、そのことについては

今後検討していくのだとも言われたが、やはりこの部分で差がついてしま

うということなのだと思う。総合計画の中で子育て施策を位置づけた背景

の中には、子どもの豊かな育ちをきちんと保障するという児童福祉の観点

と同時に、多摩市としてはその施策を通じて子育て世代を市に呼び込んで

いくのだという意図があるのだと思う。だからこそ負担が近隣市より高い

という状況になれば、本当に大きな影響がある。先ほど山崎委員からも言

われたが、この影響を本当に解消していくためにはどうしていくつもりな

のか、もう一度確認したいのでお願いする。 

松崎子育て支援課長 給食費の徴収に当たっては、多摩市は主食費、副食費双方を徴収す

るが、近隣市が副食費のみというところでは差が出ているような状況であ

る。私ども、先ほど委員が言われたとおり総合計画において子育てがしや

すいと思える保育、そして教育環境の充実というところで、保育だけでは

なく教育の充実もしていくということで考えているところである。そうい

う点では、保育児童福祉も当然しっかりやっていくべきもの、加えて幼児

教育の振興もしっかりやっていくべきもの、両方とも歩みを進めていくも

のと所管としては認識しているところである。そこでは確かに給食費とい

う観点で考えれば数字的には差があるものと捉えているが、全体を捉えた

ときには多摩市は子育てしやすいまちだと思える子育て支援策に力を注い

でいきたいと考えている。 

大くま委員   この間お聞きしてきた中で、そういうことだという認識は確認した。た

だ、本当に高い水準、財産を築いてきただけに、ここが本当につまずきに
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ならないことを祈っているし、そういった状況にしないことがやっぱり必

要だったのではないかということは申し上げておきたいと思う。 

 アスベスト関係について少しお聞きしておきたいが、これは東京都の補

助制度を利用できるようにする改正だと思うが、補助率はどういった状況

なのか。 

室井子育て・若者政策担当課長 こちらの補助金を活用する補助率については１０分の

１０となっている。 

しらた委員   そのアスベスト関係であるが、含有される園があるということであるが、

今後どのくらいの園が何件ぐらいあるのかわかれば。もう全然ないのか、

ここ１件なのか２件なのかわからないが。 

室井子育て・若者政策担当課長 来年度老朽化対応で改築工事を予定していたところが

２園あり、２園ともこのたび検査をしていただいたが、そのうち１園から

出てきたところになってくる。その後老朽化対応する施設についてはあと

２園ほどあるので、そちらについては検査をしてみないとわからないが、

年代的には入っている可能性もあると言われているところになっている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   第９９号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、日本共産党多摩市議団を代表し、

否決すべきものとの立場での討論を行う。 

 幼保無償化の中で給食費を保育から切り分け、負担の公平性という言葉

で幼稚園と比較して保護者に負担を強いるという今回の括弧つきの無償化

の矛盾については、今議会の一般質問や陳情の審査等の中でも述べてきた。

その中では少なくとも主食費部分については、新たに保護者に負担を求め

た場合でも、現状の補助を維持した場合でも、市の財政負担には大きな差

がないことも明らかになってきた。市はこれまで子育て施策を総合計画に

も位置づけ、高い水準の子育て施策を整備してきた。しかし、それは市だ

けの財産ではなく、市民の運動、特に多摩市内の保育を担ってきた民間保
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育所の皆さんの運動、こういったものの中で築き上げられてきた財産だと

捉えている。今回の実費徴収化、また近隣市と比べても高い負担を保護者

に求めることは、そうした流れからまさに保護者の皆さんや保育園の皆さ

んに負担を強いるということであるから、この流れから整合性をとれるも

のではないと考えている。また、保育施策を充実してきた背景には、もち

ろん第一に子どもの豊かな育ちを保障する児童福祉の観点がある。しかし、

多摩市当局にとってみれば、子育て施策を充実することで子育て世代の

方々に多摩市に住んでほしい、入ってきてほしいという狙いもあるはずで

ある。そうした中で全体的に充実していた、高い水準を維持していたとし

ても、その一方で他市よりも高い負担を求めることがあれば、多摩市の高

水準の子育て施策を、この財産を額面どおりに受けとめてもらえなくなる

ことが起こり得ると考える。特に２３区や他市から多摩市への引っ越しを

検討する方などに与える影響は大きなものになるのではないだろうか。ア

スベストの吹きつけ塗装の改修に対する東京都の補助の活用や延長保育充

実費補助金については否定するものではなく、進めるべきものだと考える

が、本条例は保育を切り分け、切り裂いていくという問題のあるものであ

ること、また他市よりも高い負担を設定することにより市が充実させてき

た高い水準での子育て施策が多くの方の目に触れなくなる危険性があるこ

とを指摘し、日本共産党多摩市議団を代表し、否決すべきものとの立場で

の討論とする。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、否決すべきものという意見が１名であ

る。よって、これより第９９号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助

金の交付に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを挙手により

採決する。 

 本案は、可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手多数である。よって、本案は可決すべきものと決した。 
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 日程第７、第１００号議案 多摩市立保育所条例等の一部を改正する条

例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

芳野子ども青少年部長 現在議題となっている多摩市立保育所条例等の一部を改正する条

例の制定についてご説明申し上げる。これについては、今回の幼児教育・

保育の無償化ということになった関係から、３歳児から５歳児までの保育

料が無償になるので、３歳児と４歳児用の特定保育施設で行われている教

育・保育、こういった利用者負担額をゼロ円とさせていただくことがまず

１点、次に、この無償化によって今回施設保育以外にファミリーサポート

センターとか病児病後保育、こういった施設保育を受けておられない方に

ついても、幼児教育・保育の無償化の対象になる。その場合には保育の必

要性という認定を受けていただく必要があるので、その規定を追加させて

いただきたいということが１点、最後に、副食費について保護者負担とす

ることによって無償化されるその保育料以上に負担額がふえる世帯がある

ので、３６０万円未満の世帯及び全ての所得階層における第３子以降の世

帯に対する副食費加算による負担軽減策を実施していると。そのために食

事の提供に要する費用を新たに保護者の負担とする項目を追加する一方、

副食費の加算対象者を食事の提供に要する費用の徴収者から除く規定も同

時に創設するという改正になっているのでよろしくお願いする。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   第１００号議案 多摩市立保育所条例等の一部を改正する条例の制定に

ついて、日本共産党多摩市議団を代表し、否決すべきものとの立場での討

論を行う。 

 一般質問、陳情の審査、条例の審査と問題点を指摘してきた。保育料を

ゼロ円とし負担を軽減していくこの部分については賛成をするものである

が、同時に無償化とは逆行する給食費の実費徴収化が含まれており、大き
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な問題をはらんだものと考えている。保育支援を切り崩していく糸口にも

なりかねないと指摘してきた。さきの条例審査の答弁などともあわせて、

市の進めてきた子育て施策の充実にも逆行するものであるということを申

し上げて、日本共産党多摩市議団を代表し、否決すべきものとの立場での

討論とする。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、否決すべきものという意見が１名であ

る。よって、これより第１００号議案 多摩市立保育所条例等の一部を改

正する条例の制定についてを挙手により採決する。 

 本案は、可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手多数である。よって、本案は可決すべきものと決した。 

 日程第８、第１０１号議案 多摩市家庭的保育事業等の設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

芳野子ども青少年部長 ご存じのように家庭的保育というのは２歳児までを預かることに

なっている。ただ、当然３歳児以降の預け先については連携施設を設ける

べきということになっているわけであるが、これについては当初子ども・

子育て支援新制度が始まった当初から５年間そのことについては猶予する

ことになっていたわけである。ところが、それが今回省令が改正されたこ

とによって今までの５年間が延長されて、さらにもう５年間延長されるよ

うな省令改正があったので、それに合わせて条例についても５年間延長す

るということで改正をさせていただきたいという内容である。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

大くま委員   今現在多摩市内の家庭的保育事業所の数と、そのうち連携ができている

数、今、日常の連携とはまたこれは別なわけである。卒後の連携というこ

とだと思うが、卒後の連携ができているかと、今後どのようになっていく
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のか見込みをお伺いしたいと思う。 

松崎子育て支援課長 現在家庭的保育事業所については６施設ある。その中で卒園後の連

携ができている施設、家庭的保育事業所としては１施設のみとなっている。

現在の多摩市の家庭的保育所における連携の状況であるが、連携のあり方

として３点ポイントがある。まず１つ目は保育内容の支援の連携、加えて

代替保育の提供という点、最後に卒園後の受け皿の設定というところであ

る。多摩市の家庭的事業保育所については、保育内容の支援と代替保育の

提供はどの園も連携できているところであるが、卒園後の受け皿の設定が

今課題になっているところである。今後については、各事業所において責

務として継続的な預け先の確保をしていただく必要があるが、今回連携の

猶予期間が延ばされたが、市としても引き続き連携施設、各事業所が連携

できるように調整に入る等、積極的な関与をしていきたいと考えている。 

大くま委員   事業所がというのは、一義的にはそういうことなのだと思うが、やはり

市もそこには力を尽くしていかないと、事業所任せにしていれば、保育も

やりながらその連携を探して調整していくのはなかなか大変であるから、

そこはきちんとつなぐような仕事をしていただきたいと思う。この制度自

体は５年間今まで猶予があった中で、今まで卒業というか卒園されてきた

方々もおられると思うが、そういった人たちの行き先がなければ大変な問

題になるわけであるが、そういったことに対して市はこれまでどのように

対応してきて、今後これが延びることになれば、その対応を継続しながら

連携の構築に力を尽くしていくと思うが、現状はどういった対応をされて

いるのか。 

松崎子育て支援課長 現在家庭的保育事業所は、主に小規模保育所も含めてであるが、２歳

児以降もう一度保活しなければならないという、保護者の方たちにとって

は非常に負担があるような状況である。私どもとしては、その対応として

加点をして受け入れ先を確保していくような対応をさせていただいている。

したがって、引き続きこの加点対応は継続させていただき、かつ連携施設

が確保できるように認可保育所に加えて幼稚園、市も現在一緒になって調

整を行っているところであるが、そこについては引き続き調整を行ってい

きたいと思う。ただ、開所時間の違いであったり、運営、利用形態の違い
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がある等さまざまな状況があるので、本当に各施設とは綿密に話し合いし

ながら調整していく必要性があるかと思っている。 

大くま委員   運営時間を考えれば、実質的には本当につながりのあるような中で設置

していかなければ１対１の関係での卒後の連携はなかなか難しいのが、こ

の制度の大きな課題なのだと思う。今加点をしてというのは、入所申請時

のポイントに加点をしてということか。それだけ確認して終わりたいと思

う。 

松崎子育て支援課長 入所申請のときもそうであるし、継続していくに当たってのときも

そうであるが、加点対応をとらせていただく。 

岩崎委員    この施設は最初から第一希望にされてもゼロ～２歳児までしかないが、

どうしてもここに入りたいという方も現在いるのか。 

松崎子育て支援課長 委員の言われるとおり家庭的保育事業所がいいと言って第一希望で

入られる方もおられる。中にはゼロ・１・２歳児は家庭的保育所で過ごし

て３歳児以降は幼稚園を選択するという方もおられるので、申請の状況は

それぞれ異なってきているところである。 

岩崎委員    そうすると、就労していなくても預けている方、あるいは就労が常勤で

なくても預けている方がおられるのか。 

松崎子育て支援課長 基本的には保育施設であるので、保育の必要性があるということで

就労が一応要件とはなっているが、その就労の内容は人によってフルタイ

ムで８時間の方もおられるし、短時間の方もおられるので、勤務時間はそ

の人その人でさまざまな状況である。 

岩崎委員    そうすると、今までの５年間が終わりそうで、また５年間延長されて受

け皿を充実していくということだと思うが、その充実の、先ほど大くま委

員も言われていたが、幼稚園もあるのかというところはあるが、今後小規

模施設は２歳児までというのは変わらないのか。 

松崎子育て支援課長 家庭的保育事業所に関しては、基本的には受け入れ年齢はゼロ～

２歳児、小規模保育施設に関してもゼロ～２歳児と考えている。 

岩崎委員    これは延長されたことでの条例改正だけだと思うが、子どもの側からす

ると最初から２歳児までしかいられないところに入ったことになると思う

と、その部分は保護者の方にはどういうお伝えの仕方をしているのかが気
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になるところであるが、つまり最初からそこしか入れなかったからそこに

入ったのではなく、希望して入ることが前提になっていることを今お聞き

する中で、一応２歳になったらまた違うところを探さなければいけないこ

とはどういう段階で、最初からわかっているということか。 

松崎子育て支援課長 委員の言われるところでは、保育の継続性も考えられてお話しされ

ていると思う。基本的にはやはり連携施設を確保するのは、ゼロ～５歳児

まで安定した保育環境を整えることを大事にしているところであるので、

本来であればゼロから５歳まで継続した保育環境を整えてくることが必要

になってくる、それを整えるべきだと認識しているが、一応保育の家庭的

保育事業所に関しては、まず委員の言われるとおり希望して選択される方

もいるし、あと行き先がない方もおられる。それに当たっては、入所のし

おりで家庭的保育事業所に関して開所時間のご案内と、どういった利用が

できるのかお話をさせていただいているところである。加えて、申請書に

は米印で小さく利用の注意事項も載せさせていただいているが、連携保育

所とはどういうところなのだという説明をさせていただいたり、家庭的保

育事業所の中で１施設に関しては受け入れ先が確保されているという具体

的な説明を書き、入所申請の申し込みをされる際にほぼ対面でお話をさせ

ていただいているような状況である。 

岩崎委員    全て保育園の場合は親が預けなければいけないことが前提かと思うが、

やはり２歳ぐらいになってきたときに、もうすぐ３歳になるぐらいのとき

に環境がガラッと変わることの子どもへの負担が少し大きいかなと感じる。

そういう意味ではゼロ歳～２歳の間であっても、保護者がどうしてもここ

に入れたいという場合は仕方がないが、ゼロ歳から例えば１歳になった時

点でも、あきがあればこういうところがあるというような案内、あるいは

ポイントがつくのであれば途中で変えてあげられる、仕事が変わったので

あればこのように違う保育園にも移れるという、早目の対応があり得るの

かお聞きする。 

松崎子育て支援課長 保育には転園の仕組みもあるので、移りたい方に関しては転園申請

をしていただくような仕組みがある。加えて家庭的保育事業所に入所され

た方については、先ほど保育内容の支援、代替保育の提供のお話をさせて
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いただいているが、連携している園がある。そういった園で集団保育を経

験する場の提供もさせていただいているところであるので、急激な環境の

変化でお子さんが混乱しないように、ひいては預けている保護者の方が不

安にならないようにさまざまな取り組みをさせていただいているところで

ある。 

岩崎委員    かなわない部分もあるかと思うが、なるべく子ども視点で考えていただ

きたいと要望する。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

大くま委員   第１０１号議案 多摩市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について、日本共産党多摩市議団を代

表して可決すべきものとの立場で討論を行う。 

 家庭的保育事業いわゆる保育ママはゼロ～２歳児に対して家庭的な環境

の中で保育を提供する。しかし、卒後の預け先の確保が大きな課題となっ

ている。暫定的な期間を５年間延長するのはやむを得ない判断だと考える

が、今後連携の整備など、市も協力して丁寧にすることが必要だと思う。

そのことを申し上げ、日本共産党多摩市議団を代表して可決すべきものと

の立場での討論とする。 

いいじま委員長 ほかに意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、可決すべきものという意見が１名であ

る。よって、これより第１０１号議案 多摩市家庭的保育事業等の設備及

び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを挙手に

より採決する。 

 本案は、可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手全員である。よって、本案は可決すべきものと決した。 
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 日程第９、行政視察についてを議題とする。 

 本件については、本委員会の所管事務調査に資するため委員会として先

進地の視察を行いたいと思う。よって委員派遣について議長に申し入れし

たいと思う。これにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。 

 それでは、お手元に配付した委員派遣承認要求書（案）のとおり、委員

派遣については、日程は１０月１７日から１０月１８日までの２日間、場

所は１０月１７日が兵庫県明石市、１８日が大阪府大阪市阿倍野区である。

内容は、明石市がこども健康センター（子育て世代包括支援センター）の

取り組みについて、阿倍野区が阿倍野区子ども・子育てプラザについてで

ある。経費は約３８万円である。以上の内容で申し出することにご異議な

いか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。では、この内容で申し出することに決定した。 

 日程第１０、特定事件継続調査の申し出についてを議題とする。本件は

別紙のとおり申し出ることにいたしたいと思う。これにご異議ないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長   ご異議なしと認める。では、そのようにさせていただく。 

 この際、暫時休憩する。 

                  午後 ２時２１分 休憩 

                ──────────────― 

（協 議 会） 

いいじま委員長 松尾部長、１、２は別々にやったほうがいいか、まとめたほうがいいか。 

松尾くらしと文化部長 それでは、１番、２番については麻生課長からになるのであわせ

てやらせていただいて、もしよろしければ、３番と４番の案件についても、

古谷課長で一緒になるので、もしよろしければ一括して説明をさせていた

だいて、あと５番目は立花課長からになるのでということで、大きく３分

割させていただいてということでよろしいか。 

いいじま委員長 わかった。 



 61 

松尾くらしと文化部長 それであれば、そうさせていただく。 

いいじま委員長 では、そのようにさせていただく。 

 それでは、１、連光寺複合施設の大規模改修について及び２、鶴牧・落

合・南野コミュニティセンターの大規模改修について、市側の説明を求め

る。 

松尾くらしと文化部長 それでは、協議会案件の１番、２番について一括してご説明させ

ていただく。 

 まず、１番の連光寺複合施設の大規模改修についてだが、これについて

は、この９月議会で基本実施設計の補正予算をお認めいただきありがとう。

補正予算の審議の中でも幾つかご質問等いただいているが、改めてこれま

での進捗と今後の予定について麻生コミュニティ・生活課長のほうから説

明をさせていただき、また児童館関係については植田児童青少年課長から

報告をさせていただきたいと思う。 

 続いて、２番の案件だが、鶴牧・落合・南野コミュニティセンターの大

規模改修についてである。こちらについても、これまで本協議会において

進捗状況についてご報告をさせていただいていたが、このたび、８月１８日

に市民説明会を実施した。その状況も踏まえて、今後の予定等について概

要を麻生コミュニティ・生活課長のほうから、そして児童館関係について

は植田児童青少年課長のほうから報告させていただきたいと思う。 

麻生コミュニティ・生活課長 それでは、連光寺複合施設の大規模改修についてからご説

明申し上げる。 

 今回については、本年６月議会で報告した以降の案件について、進捗状

況を報告させていただく。 

 こちらの連光寺については、地域住民と懇談会形式の話し合いをこれま

で実施してきた。本年６月３０日に第６回目の連光寺コミュニティ会館整

備懇談会を開催した。参加者は２０名だった。懇談会の中では、老人福祉

館を廃止し、コミュニティ会館として整備することや、工事を全館閉館し

て行うこと等について確認を行ったほか、これまでの懇談会での意見等を

踏まえ、建物は増築や建てかえ等を行わず改修で進めるということで合意

をいただいた。施設の内容や機能、管理運営等については、今後設計を進
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める中で継続して話し合いを進めていきたいと考えている。 

 こういったことを踏まえて、先般、定例会に基本設計、実施設計の業務

委託料の補正予算を計上させていただいた。お認めいただき、まことにあ

りがとう。 

 連光寺児童館については、後ほど植田児童青少年課長からご報告申し上

げる。 

 今後の予定である。令和元年１０月から令和２年１１月にかけて基本設

計、実施設計を行い、令和３年３月から令和４年１月までが改修工事の期

間になる。令和４年の４月にリニューアルオープンする予定である。 

 連光寺については以上である。 

植田児童青少年課長 連光寺児童館関連である。改修中の連光寺児童館については、代替

施設での運営を検討していて、代替施設については、今、事務等と調整中

である。 

 以上だ。 

麻生コミュニティ・生活課長 続いて、鶴牧・落合・南野コミュニティセンターの大規模

改修についてである。こちらも、本年６月議会でご報告した以降の進捗状

況をご説明申し上げる。 

 本年８月１８日に、トムハウスの改修工事市民説明会を運営協議会の皆

さんと一緒に合同で開催させていただいた。参加者は、資料にあるとおり、

利用団体６１名含め、合計で９１名の方にご参画をいただいた。 

 説明会では、１階児童館の集会室及び倉庫を将来の機能変更にも対応可

能なスペースに改修すること、それから児童館エリアの遊戯室のフローリ

ング化、授乳室の設置、出入り口のドアの改善、中庭の改善、またコミュ

ニティセンターエリアの談話室及び和室を改修し、誰もが利用できるフリ

ースペースや学習コーナーを設置すること、こういったことの説明を申し

上げた。 

 この説明に対して特段の反対意見もなく理解を得られたと感じている。

ついては、今後、基本設計、実施設計に着手する予定である。 

 なお、今後も基本設計の中で工事費や運営方法を確認し、改修内容につ

いても精査していく予定である。また、改修内容の調整は運営協議会と継
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続して行う。 

 なお、閉館中の運営協議会だが、この閉館中も指定管理者として行うこ

ととなっている。休館中の運営協議会の活動拠点、それから活動内容につ

いては引き続き調整を行う予定である。 

 児童館については、後ほど植田課長からご説明申し上げる。 

 今後の予定である。令和元年１１月から令和２年１０月まで、基本設計、

実施設計を行う。令和３年４月から令和４年３月上旬で改修工事を行い、

令和４年４月にリニューアルオープンする予定である。 

 説明は以上だ。 

植田児童青少年課長 閉館中の落合児童館の運営については、西落合小学校内で実施する

予定で今考えている。 

 以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 １つずついきたいと思う。まず、１について質疑はあるか。 

岩崎委員    トムハウスもそうだが、こういう工事日程みたいなのは、張り紙みたい

にしていくのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 説明会終了後に工事のスケジュールについて館内に張り紙

をさせていただいた。ご利用者等にも見ていただきたいという思いで張り

紙をさせていただいている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   こっちの工事費と運営方法というのは何も書いていないが、何も検討し

ないのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 連光寺複合館の工事費、それから運営方法についてだが、

工事費についてはこれから設計を始めるので、その中で詳細が決まるかと

思っている。現状で申し上げると、恐らく数億円の規模になろうかという

見積りである。 

 運営方法については、今、懇談会の中で、どういった方法がいいのか、

それを話し合いしているところだが、基本的に、聖ヶ丘コミュニティセン

ター運営協議会は運営が難しいということ、それから地域の皆様も運営は

なかなか難しいだろうということでお話をいただいているところである。 
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 今後、どういった方法が一番よいのか、市もそうだが地域の皆様方と話

し合いながら決めていきたいと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

本間委員    コミュニティセンターの改修ということで、マンホールトイレは設置す

る予定になるのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 マンホールトイレについては、防災の視点等あるので、施

設保全課、それから防災安全課と調整しながら検討していきたいと思って

いる。今現状で、すぐにつく、つかないというのはまだ決定していない。 

本間委員    去年、おととしできた大栗川・かるがも館も幾つかマンホールトイレが

ついていると思うが、その施設、新しくした、改修したりというときには、

幾つマンホールトイレをつけるのが基準であるということも決められるよ

うな基準があると聞いているので、そちらのほうをつけるという形になる

のではないかと思うが、違うか。 

松尾くらしと文化部長 今、委員からお話があったところについては、庁内でのグレード

等調査検討委員会があって、これについては、コミュニティセンターにつ

いては新築、学校については改修というところでの基準で今検討している

ので、コミュニティセンター自体の改修についての基準というところは、

現時点ではない状況である。 

 ただ、今後、こうした改修等がある中では、防災安全課、また施設保全、

改修等であるので、設備的な制約というか、そういったこともあろうかと

思うので、そこは防災、また施設保全、そちらのほうとも協議をしながら

検討したいと思っている。 

本間委員    ２次避難所になるという、防災の拠点になる可能性もあるところなので、

つけていただける方向でお願いしたいと思う。意見だ。 

 以上である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   コミュニティセンターの改修はこれから順次進んでいくような形になる

とわかっているが、具体的な児童館などは代替施設での設定をしながらや

っていくと。そこで活動されていた市民の皆さんの活動も、使えない間、

どういったところで活動していただくのか。例えば近隣のコミュニティセ
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ンターや、そういったところになるのか、近隣のコミュニティセンターと

いうことであれば、また登録をしていただくとか、そういったこともある

かと思うが、例えばそこを市がつないでいく等、そういうことはされるの

か。 

麻生コミュニティ・生活課長 先般のトムハウスの改修市民説明会の中でもご説明申し上

げたが、改修の期間、全館閉館をさせていただく。そういった場合に、今

現在、当館で活動されている団体の方々には、大変申しわけないが、近隣

のコミュニティセンターや学校開放であったり公民館であったり、そうい

った活動の場所で継続して活動していただきたい旨お話をさせていただい

た。 

 こちら、使い勝手、また登録方法については館に後ほど登録の方法の仕

方、マニュアル等を持っていって説明をさせていただこうと思っている。 

大くま委員   一括して、どこどこで代替、距離もあるから、そうもできないだろうが、

登録を一括して行う等ではなくて、個別に団体の皆さんにそこは労をとっ

ていただくということか。 

麻生コミュニティ・生活課長 大変申しわけない。活動場所の確保については、また登録

方法については、各団体の皆様でお願いしたいと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   この施設改修だが、環境の取り組み、例えば省エネや、何かそういうこ

とを実施設計では業務委託に含まれているのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 環境の視点も大変重要だと思っている。環境政策の部門と

も調整をしながら改修を進めていくわけだが、今現在考えているのは、照

明のＬＥＤ化であったり節水型のトイレだったり、そういった省エネの機

器をつけていく、そういう考え方は持っている。 

 また、今後、改修の設計を進めていく中で、環境部門とも調整しながら

改修内容を決めていきたいと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １についてはこれで終わる。 
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 続いて、２、鶴牧・落合・南野コミュニティセンターの大規模改修につ

いてだが、質疑はあるか。 

岩崎委員    大体決まってきたが、完全な閉鎖はいつからなのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 スケジュールでもお示しをさせていただいたが、令和３年

４月から令和４年３月いっぱい、こちら１年間を閉鎖期間とさせていただ

きたいと思っている。 

岩崎委員    改修工事が閉鎖期間ということで理解した。 

 それと、代替施設が児童館のかわりに小学校を使われるということだが、

教室を使うのか。 

植田児童青少年課長 西落合小学校と調整をとって、２教室分を利用させていただくとい

う形で今調整をしているところである。 

岩崎委員    今、空き教室があるということか。 

植田児童青少年課長 完全に空き教室かということではないと伺っていて、今現在も、何

か活用等はしている状況だが、今回、児童館の代替施設ということで相談

をしたところ、そこを活用して構わないということで理解をいただいてい

るところである。 

岩崎委員    物品なりじゅうたんなり、それなりの遊び場みたいなのはつくるという

ことか。 

植田児童青少年課長 そうだ。学校側に迷惑にならないように児童館の規模というのも考

えながらある程度のしつらえはしていく必要があるのかと考えている。 

岩崎委員    そこに人を置くこともできているということか。人もいるということか。 

植田児童青少年課長 児童館の事務室機能もそこの一部に設けて、そちらのほうで執務を

していきたいと考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   鶴牧・落合・南野コミュニティセンター、工事費は先ほど少しだけお聞

きしたが、お幾らぐらいなのか。 

麻生コミュニティ・生活課長 こちらについては、恐らく同規模がないので、学校を例え

にすると、学校の改修でも約９億円程度かかるところである。９億から

１０億かかるところであるので、恐らくその規模になるのではないかとは

考えている。設計の中で詳しい数字が出てくるかと思っている。 
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しらた委員   では、設計段階で詳しい数字が出るということは、その中でまた、しつ

こいようだが、環境問題のものもどのようなものを取り入れるかによって、

多少プラスマイナスする予定であるか。 

麻生コミュニティ・生活課長 そのとおりである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 それでは、３、旧北貝取小学校跡地整備事業について、並びに４、第４次

多摩市生涯学習推進計画の策定について市側の説明を求める。 

松尾くらしと文化部長 それでは、３番の旧北貝取小学校跡地整備事業についてである。

こちらについては、本年６月の議会で基本実施設計の業務委託の補正予算

をお認めいただき、今現在、設計等について着手をしたところである。そ

の後の進捗状況と今後の予定等について古谷文化・市民協働課長から報告

をさせていただく。 

 また、４番の案件だが、第４次多摩市生涯学習推進計画の策定について

である。こちらについては、６月の本協議会において、策定に向けた基本

的な進め方やスケジュール等についてご報告をさせていただいた。本日は、

その後の進捗の状況として、策定委員会の設置や策定方針、また市民参画

手法策定スケジュール等について古谷文化・市民協働課長のほうから報告

をさせていただく。 

古谷文化・市民協働課長 旧北貝取小学校跡地整備事業について、進捗状況のご報告をさ

せていただく。 

 今し方松尾部長からご報告をさせていただいたとおり、６月補正予算で

議決をいただいてお認めいただいた予算に基づき、基本設計、実施設計に

着手することができた。大変ありがとう。基本設計、実施設計の受託者、

契約金額、契約期間等については、項目１にお示しをしているとおりであ

る。 

 今後の予定としては、この基本設計、実施設計が来年の５月末までの約

１０カ月間となっている。それとあわせて、今後、今年度中には管理運営
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方針の策定をしてまいりたいと考えている。令和２年度には、条例の制定

や基本設計、実施設計が終わった後も改修工事費の補正予算を計上させて

いただき、工事契約の議決をいただいた後に、令和２年度から３年度にか

けて改修工事に進んでまいりたいと考えている。 

 あわせて、基本方針にもお示しをしていた施設の管理運営について、指

定管理者の導入を検討しているということでお示しをしてきたが、指定管

理者の選定の議案の上程は、令和２年度を予定している。令和３年度に竣

工、開館ということで予定をしている。 

 また、その他のところである。６月補正の質疑の際に、現在、北貝取小

学校が廃校になった後、避難所としての指定が解除されているが、今後、

避難所として指定をしていく方向性はあるのかというご質疑もいただいて

いる。現在、そういったご意見も受けて、庁内で検討し、避難所として位

置づける方向で基本設計、実施設計にも反映するべき調整をしているとこ

ろである。 

 報告については以上である。 

 続いて、第４次多摩市生涯学習推進計画の策定についてご報告をさせて

いただく。 

 第３次、現在の計画が来年度終了することに伴って、今年度お認めいた

だいた予算に基づき、第４次多摩市生涯学習推進計画の策定に現在着手に

とりかかっているところである。その進捗状況についてご報告をさせてい

ただく。 

 まず、第４次計画の策定体制である。市長を本部長とする（１）の本部

会議、そして課長級で構成される会議体である（２）の専門委員会、庁内

の会議体としては、この１と２であるが、これとは別に、学識者や市民で

構成される（３）の第４次多摩市生涯学習推進計画策定委員会で計画を策

定していきたいと考えている。この（３）の策定委員会の委員については、

別添資料１のとおりである。あわせて１１名の皆様に策定に携わっていた

だくということで決定がされている。 

 この策定委員会開催状況だが、先月８月２３日に第１回の策定委員会を

開催した。中では、位置づけ検討や生涯学習の市民アンケートの内容検討
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などをしていただいている。今後も、１０月、１１月と２回、３回の策定

委員会を開催していく予定である。 

 続いて、２の第４次多摩市生涯学習推進計画策定方針である。こちらは

別添の資料の（２）のとおりである。こちらは、計画の策定を進めるに当

たって多摩市としての方針をまとめさせていただいたものである。先ほど

策定委員会は８月２３日に開催したと申し上げたが、その前日の８月

２２日に市長を本部長とする生涯学習推進本会議の中で、この策定方針を

決定させていただいた。この策定方針のもとで、市民や学識者で構成され

る策定委員会と課長級の会議体である専門委員会等でやりとりをしながら

計画策定を進めてまいりたいと考えている。 

 ３である。生涯学習に関する市民アンケートである。先ほど市民参画の

手法としては、今後、アンケートやワークショップ、計画策定の素案がで

きた段階ではパブリックコメントや市民説明会も予定しているが、まず、

市民アンケートについて、こちらに書いてある期間で実施を今していると

ころである。目的としては、策定に向けて市民の皆様の意識や現状、ニー

ズを把握、それらをもって計画検討の基礎資料としてまいりたいと考えて

いる。実施期間は、今月の３日から昨日の１７日の２週間ということで、

無作為抽出で１５歳以上の市民２,０００名の方にお送りをさせていただ

いている。これから今後開催される策定委員会等でアンケートの分析結果

を報告し、計画の検討に資してまいりたいと思っている。なお、詳細な分

析結果報告書は、まとまり次第、公式ホームページを通して公表してまい

りたいと考えている。 

 続いて、策定のスケジュールである。別添資料３をごらん願う。策定体

制のところが上に書いてある。本部会議、専門委員会、策定委員会、そし

て市民参画、そして教育委員会の学びあい育ちあい推進審議会といったと

ころで、今後の計画のやりとりのところをこのようにお示しをさせていた

だいているところである。現在、８月の計画方針決定が本部会議で終わっ

た後、策定委員会で第１回の位置づけ検討をして終わったところである。

市民参画の市民アンケート実施というのが、ちょうど９月３日から１７日

ということで、昨日終わったところである。これらの結果を受けて、次回、
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１０月に予定している策定委員会で方向性の検討を行い、課長級の専門委

員会で方向性の協議をするやりとりをしてまいりたいと思っている。 

 計画としては、令和３年度からスタートする計画ではあるが、令和３年

度からの予算に反映をするために、令和２年度の１０月までに計画を策定

し、運用ができるようにしてまいりたいと考えている。 

 説明については以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、３、旧北貝取小学校跡地整備事業について質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、４、第４次多摩市生涯学習推進計画の策定について質疑はある

か。 

岩崎委員    この策定委員の方は、半数ぐらいは女性かというのをお名前で感じてい

るが、年齢層はどのような感じなのか。 

古谷文化・市民協働課長 上は７０代から下は３０代までということで、幅広く年代にご

参画をいただいている。 

岩崎委員    ３０代ぐらいの方からいらっしゃるということがわかった。 

 それと、アンケートが１５歳以上からという視点があるので、今、生涯

学習という考え方は、一旦不登校になったり引きこもってしまった後も、

リカレントとして学べる場として位置づけることが重要かと思うが、そう

いう意味で、年齢を関係なくというか、１５歳以上の方であれば、いわゆ

る趣味やそういう学びだけではなく、その後の人生を仕事等にも生かせる

ような学びも重要だという考え方も入っているのか。 

古谷文化・市民協働課長 おっしゃるとおりで、今までは個人の学びのプロセスに視点を

当てた生涯学習、国の動向としても、そういった形で生涯学習、執行行政、

進めてきたが、やはりそうではないと。社会参加をいかにしていただくか

という、社会参加の場すらも、そこにアクセスすることもできない困難さ

を抱えられている方々をいかに支援していくかという、社会参加の支援が

必要だということが、今回、策定委員会の委員長をされる笹井先生のお考
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えでもある。これは、国の動向、中央教育審議会の答申などを見ても、や

はりそのようなことで考えているので、今委員がおっしゃったような視点

は大変重要と捉えている。 

岩崎委員    そういう意味では、今後、どういう形になるかわからないが、権利の主

体という考え方で条例だとできると望んでいるが、そういう意味では、権

利という考え方で、支援という考え方だけではなくやっていただきたいと

思っているが、その点はいかがか。 

古谷文化・市民協働課長 生涯学習推進計画の目的は、それぞれの皆さんの教育、学習活

動というのは必ずしも強制されるものではなくて、市民の自発的な学びた

いというところを支援するのが、我々生涯学習、執行行政や計画の役割で

あると認識をしている。なので、そこを支援するのが我々の役割で、自分

がやりたいと思っていることがいつの間にかそのまちづくりにもつながっ

ていったり地域づくりにもつながっていくことができたらいいと考えてい

る。 

岩崎委員    それも１つだが、ご本人がそういう意識を持てる、自分がそうしていい

んだと思えるような形で、この策定が進んでいくことを望んでいる。 

 以上である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 それでは、５、パルテノン多摩大規模改修事業の進捗について、市側の

説明を求める。 

松尾くらしと文化部長 パルテノン多摩の大規模改修については、実施設計のほうも今進

めている。令和２年４月からは全館休館をし工事に着手していく予定にな

っている。本日は、基本・実施設計の進捗状況を初め、設計と変更して取

り組んでいる管理運営計画の策定、また来年度以降の休館中の取り組み、

改修後のパルテノン多摩を、多摩市文化振興財団のパートナーとなって事

業体を組む民間事業者の選定、こうしたところについて立花文化施策担当

課長から説明をさせていただきたいと思う。 
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立花文化施策担当課長 それでは、今回パルテノン多摩の大規模改修事業の進捗について

は、大きく４点報告させていただきたいと思う。資料をごらんいただけれ

ばと思う。 

 まず１点目が、基本・実施設計の進捗についてである。前回報告させて

いただいたが、３月に基本設計を終え、現在、実施設計を進めているとこ

ろである。実施設計については１１月末に完了予定だ。内容としては、基

本設計の概要に基づいて、その具体的な設計図書の作成、これにあわせて

改修工事費の算定、あわせて備品の概算、あるいは移転費用などの見積り

の作業も行っている。今後については、１１月末完了予定なので、実施設

計の概要を１１月中にご報告できればと考えている。これに伴って、１２月

議会では、実際に改修工事は来年度になるが、改修工事費の補正予算を計

上、上程させていただきたいと考えている。なので、それ以前に概要につ

いてはご報告させていただければと考えている。これが１点目だ。 

 ２点目については、管理運営計画策定委員会の実施状況についてで、こ

れは資料をご用意させていただいた。資料１をごらんいただければと思う。

管理運営計画策定委員会、少しおさらいになるが、管理運営計画というの

がどういうものかということである。今までさまざまな議論を経た上で、

昨年、大規模改修工事の基本計画を策定した。この運営の理念、方針等に

基づいて、具体的に管理運営を行うための基本的なルールを定めていくも

のである。このルールを今回定めるということで計画ができ上がったら、

この計画に基づいて、パルテノン多摩の管理運営の大もとになる多摩市立

複合文化施設条例及びその施行規則にそれを反映させていく。この条例に

ついては、今回の管理運営計画が策定後に、来年の３月の議会に改正の上

程をさせていただければと考えている。この条例設置ができたら、その後

に、具体的なルールを明記した管理運営の基準を作成する。その管理運営

基準に基づいて指定管理者を選定していくと、こういった流れになってい

る。そのもとになる管理運営計画について、資料にお示ししたように、開

館時間や休館日等、施設の運営の規則等をつくる運営計画を初め、事業計

画、貸館計画、この貸館計画では、今回、パルテノン多摩以外の使用料に

ついては改定をするが、パルテノン多摩についてはリニューアルオープン
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にあわせて使用料改定になるので、この使用料につき策定委員会の委員方

にも説明をさせていただいてご意見をいただいているところである。そう

いった中では、パルテノン多摩の特色としては、市民だけでなくプロも使

用するということで、プロの使用についての利用料金は、市民、市外、今

の区分だけでいいのかどうなのか、そういったところについてもご意見を

いただいているところである。 

 今後は、先ほど申し上げたように、３月の条例改正を目指して、１２月

に議会には経過報告をさせていただく予定でいる。 

 あわせて、管理運営計画と同時平行して、多摩市の文化方針の検討の分

科会も行っている。これは、平成２１年に多摩市の文化振興方針を定めて

いるが、これがかなり年月がたっており、内容も見直す必要があると。場

合によっては条例化をしていく必要があるのではないかという基本計画の

ご意見もいただいている。こういった中で、今までに２回議論を行った。

こういった議論の中からは、今回見直しが必要である、その内容について

の意見はその資料に書かせていただいているが、過去つくった文化方針は、

あくまでも行政主体でつくったものであって、今後、時代の変化を踏まえ

て、市民とともに決めていくと、そういった仕組みを条例としてつくる必

要があるのではないか、そういったご意見も出ているところである。 

 こちらは、新たに条例設置、あるいは方針の改定ということになるので、

今年度に完成するものではない。委員の中からも、来年度も継続して市民

参画、専門家が参画する中で検討を進めるべきだということをいただいて

いる。その想定スケジュールに示したが、令和２年から３年にかけて、策

定委員会等の会議体を継続させていただき、この方針、あるいは条例の設

置に向けて議論を継続していきたいと考えている。 

 それから、３点目だ。パルテノン多摩休館中の業務委託についてである。

これも昨年来概要についてはご報告させていただいているが、休館中のア

ウトリーチ等による市内各地域での文化振興事業を多摩市文化振興財団の

ほうに業務委託という形でお願いしたいと考えている。 

 あわせて、改修工事が始まるわけだが、この工事の対応、リニューアル

後の施設を運営していく当事者として、この改修工事に対する対応につい
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ても業務委託でお願いしたいと思っている。来年４月から全館休館するが、

６月までは備品等の整理を行い、７月に引き渡しを予定している。こうい

った作業も含めての対応ということである。 

 それから３点目が、再開館に向けた準備ということで、２年間の休館は

長いが、リニューアルオープンの事業、あるいはその後の事業展開の準備

としては、決して長い、早いということではない。こういった中で、再開

館に向けた準備の業務もあわせて業務委託でお願いしたいと考えている。 

 この業務委託先になるのが、次の４点目にある多摩市文化振興財団だけ

ではなくて、多摩市文化振興財団と民間事業者の協働事業体に対しての業

務委託とさせていただければと思っている。 

 ４番目である。資料２をごらん願う。先般、議会にも報告させていただ

いたが、改修後、リニューアル後の管理運営の枠組みとしては、事業を多

摩市文化振興財団が、そして施設の管理運営については民間事業者のノウ

ハウを生かすということで、多摩市文化振興財団と民間事業者の共同事業

体を指定管理者としていきたいということでご報告させていただいた。こ

れに基づいて、多摩市文化振興財団のほうで共同事業体となるべく民間事

業者についてプロポーザル、公募を行っていた。今回、その相手が決まっ

たのでご報告をする。 

 資料の２番目にある最適業務候補者ということで、ＪＮＦと書いてある

が、代表企業としてＪＴＢコミュニケーションデザイン、構成企業として

野村不動産パートナーズ、構成企業として株式会社フラットステージ。Ｊ

ＴＢのほうは、主に施設運営である。貸館の受付や、効果的、効率的な施

設運営、それから野村不動産パートナーズのほうは施設管理で、いわゆる

ビル管理セクションということ、それからフラットステージは、現在、財

団からの業務委託を行っている舞台管理の会社だが、舞台管理についてお

願いすると。この３者が共同して事業体を組んでいる。この３者の共同事

業体と多摩市文化振興財団がさらに共同事業体を組む。４者の共同事業体

となる。それを行っていきたいということである。 

 スケジュールについては、現在、最適候補者ということで決まったので、

相手方と多摩市文化振興財団で具体的な業務分担やリスク分担、その他さ
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まざまな調整ごとを開始している。目標としては、年内には共同事業体の

協定の締結にこぎつけたいと考えている。先ほど申し上げた３月に多摩市

立複合文化施設条例の改正ができ、管理基準ができたら、そこに応募して

くるのがこの事業体になるので、その提案について整理を始めると、こう

いう段取りで進めているところである。 

 資料の説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

大くま委員   先ほど説明の中で、貸館計画の中で、市民とプロで料金を変えることを

検討されると、どういう方向性、要は、市民が安く利用できることなのか

どうかとか。 

立花文化施策担当課長 基本的な使用料のルールは、全市的なルールに基づいて使用料を

決めていくわけだが、指定管理者になるので、その使用料が上限という扱

いになる。その上限の中で、市民、あるいは市外の方を具体的に利用料金

ということで決めていくわけだが、プロの方も、その料金体系の中に含め

ていいのかどうなのかというところでご意見があって、やはり市民に広く

使っていただきたい、一方で維持管理していくのに大きな金額がかかると

いうことで、なるべく収益を上げていきたいと。そういったところをプロ

の料金ということで反映できないかというご意見である。 

 実際に、他館の様子を見ても、プロの方が利用する場合には、市民が利

用する場合よりも高い料金設定で行っているところもある。この辺につい

ては、市民の皆さんは、それを幾らにすると決めるわけではないので、そ

の辺は調査研究しながら、設定できるのであればしていきたいと考えてい

る。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

本間委員    この共同事業体にしていくというメリット、あと来年こそどうなるのか

教えてほしい。 

立花文化施策担当課長 まず、共同事業体だ。昨年度の子ども教育常任委員会にもご報告

させていただいたが、多摩市文化振興財団、市の第三セクターということ

で、今まで継続的に市民とともに文化振興を進めてきたと。こういった中
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で、また今回の改修事業を契機に、パルテノン多摩に新たな役割というこ

とで、日常的な居場所づくりや、あるいは社会包摂の観点での事業展開や、

いろいろな方向性が示されている。こういったところを、文化振興財団に

ある意味集中して対応していただくと、継続的に集中して対応していただ

く。 

 一方で、今回改修工事ということで、いわゆる日常的にも使いやすい機

能を付加していくことになるが、この辺も含めて、施設をより効果的、効

率的に活用していくという観点においては、文化振興財団よりも、むしろ

民間の事業者の力をそこに入れたほうがいいだろうということで、いわゆ

るランニングコストの関係についても、民間事業者のノウハウをいただく

中でなるべく抑えるような形での指定管理を目指していきたいということ

である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    今の共同事業者を選ぶに当たって選定委員があったかと思うが、この方

たちはこれからどうなるのか。もう選定されたので、この集まりは終わる

のか、この事業体と一緒に何か話し合っていく関係なのかをお聞きする。 

立花文化施策担当課長 選定委員会の委員としてはこれで終了である。今後については、

共同事業体で運営していくに当たって、財団だと理事会、あるいは市民の

皆さんも参加する評議委員会があるが、どういった形でそういった多くの

意見を集めながらここを組み立てていくかについては、また別途検討が必

要かと思うが、今回お集まりいただいたのは、市の職員も入っている、副

市長も入っているが、現時点でこういった事業者の選定にふさわしいとい

うことでのお願いなので、ここにいらっしゃる委員さんの役割は、一応今

回は終わりである。 

岩崎委員    それと、これから課題があると書かれていた部分だが、今調整している

という、現在検討作業というところでいろいろ書かれているが、この中で

のあれでは、図書館とのことはここには課題とは載っていないが、この連

携というのも、状況は、図書館も協議会があるが、今、どのような状況な

のか。図書館ができる関係の間では、現在の検討作業の中では、図書館と

の連携のことは、この課題の中で話し合われてはいないということか。 
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立花文化施策担当課長 どの資料の課題か。 

岩崎委員    最初に出ている。９月１８日評議会資料というのが、くらしと文化部 文

化施策担当から、協議会後というか、資料が３つ出ているが。進捗につい

て。 

いいじま委員長 進捗についてということか。一番最初の資料か。 

岩崎委員    そうだ。上のところに幾つか検討作業というのがあるが、その中には図

書館のことやオルゴールのこととが書いていないが、その中の進捗として

は書かれていなかったが、どのような状況なのかお聞きしたい。 

立花文化施策担当課長 今回のパルテノン多摩改修事業の進捗状況についてということで、

大きく４点の枠組みを報告させていただいたが、以前来続いている図書館、

あるいは文化財行政との連携や、図書館だけではなく多摩中央公園内の一

体的な活用に向けた連携や、あるいは自動演奏楽器の配置と活用について

は、当然のことながら、調整協議を進めているところである。 

 まず、自動演奏楽器のほうについては、この６月でパルテノン多摩に新

たに館長をお招きした。その館長と、それから学芸員との中で、リニュー

アル後にどのように活用していくかというところ、どこに置いてどのよう

な活用をしていくかというところについては検討を進めている。 

 それから、図書館とパルテノン多摩に分散配置をすることになっている

ので、その図書館のほうとも、どの機種について、どこに置けそうかとい

うことには、今、協議を進めているところである。おおむね二、三台につ

いては図書館のほうで受け入れられるだろうというところだが、まだ台数、

機種については決定にはまだ至っていない状況である。 

 それから、図書館、あるいは多摩中央公園一体の事業連携については、

それぞれ、以前にご報告させていただいたように、学芸員と司書との連携

や、あるいは設計を進める中での機能的な役割分担、連携や、あるいはい

わゆるクリエイティブキャンパスの実現に向けての連携や、そういったと

ころについては引き続き検討協議は進めていくところである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 
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 本件についてはこれで終わる。 

 この際、暫時休憩する。 

                  午後 ３時１１分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 ３時３０分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き協議会を開く。 

 それでは、６、多摩市立総合体育館、多摩市体育施設及び多摩東公園指

定管理者の選定状況について、及び７、多摩市立温水プール改修工事に向

けた対応について、８、多摩市スポーツ推進計画（素案）について市側の

説明を求める。 

小林オリンピック・パラリンピック兼スポーツ振興担当部長 それでは、案件の６から８に

ついての説明を一括で行わさせていただく。 

 まず、６の多摩市立総合体育館、多摩市体育施設及び多摩東公園指定管

理者の選定状況についてである。 

 こちらについては、令和２年４月から、これまでの総合体育館屋外体育

施設に加え、新たに多摩東公園と陸上競技場及び武道館を加えて、指定管

理者による運営の実施に向けて現在募集、応募団体の審査を行っていると

ころである。本日は、選定状況について報告するものである。 

 続いて、７、多摩市立温水プール改修工事に向けた対応についてである。 

 温水プールについては、平成２７年度に実施した劣化診断を踏まえ、改

修に向けて基本設計、実施設計を進めてきた。工事概要が固まったことか

ら、内容、工期、また工事期間中の年間利用券の取り扱いについて報告す

るものである。 

 次に、８の多摩市スポーツ推進計画（素案）についてである。 

 多摩市スポーツ推進計画については、平成３０年度から策定に着手し、

多摩市スポーツ推進審議会、関係課長で構成するスポーツ推進計画検討委

員会で議論を重ね、素案を取りまとめたので報告するものである。 

 これらの詳細については、鈴木スポーツ振興課長より説明する。 

鈴木スポーツ振興課長 それではまず、６番目の指定管理者の選定状況である。 

 １番で、これまでの経過である。４月に指定管理者の公募予定を市のホ
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ームページ、また指定管理者の協会に出して周知を図ってきたところがあ

る。その中で、７月の現地説明会のところでは１３者の企業等がご参加い

ただいた。ただ、実際に７月下旬の申請については２団体が応募された状

況である。 

 その２団体について事前の審査会を選定し終わった後に、学識者等で構

成する選定委員会のほうでプレゼンテーション、ヒアリングを行い、選定

評価を進めているところである。 

 ２番は、参加数は、先ほど申したように建設メーカーでは１３者だった

が、申請２団体、そして書類審査、不備がなかったところで２団体が事前

審査合格ということで学識の選定委員会で今決定しているところである。

ちょうど昨日、９月１７日の火曜日の夜に４回目の選定委員会を行って、

最終の集計、報告書作成が行われたところである。それをもって、今後、

市長のほうへ報告書を提出して、それを踏まえて、指定管理者の場合、予

定候補者を決定するところである。それが決定したら、議会の皆様方のほ

うにはすぐに情報提供させていただきたいと思っている。その後、手続き

に沿って１０月には情報公開・個人情報保護運営審議会で諮問、答申を受

けた後に１１月には仮協定を締結して、１２月には指定管理者の指定の決

定ということで議会のご審議をいただく予定である。そこでお認めいただ

いた後には、年明けには本協定の締結等を行って、来年４月からは次期指

定管理者による業務を開始というような、今後スケジュールを考えている

ところである。 

 続いて、７番目の温水プール改修工事に向けた対応についてである。 

 １のこれまでの経過の中では、平成２７年に劣化診断を行い、それをも

とに平成３０年、令和元年と、改修工事、基本設計、実施設計を行ってき

たところである。そして、それをもとに８月には利用者の方々への工事の

実施、また休場予定の周知等を行ってきたところである。 

 そして、２番の工事概要である。工事内容としては大きく３つだ。建築、

電気、機械と分かれて、建築の部分では、例えば防水改修ではプールの中

や屋上の部分、また建屋の改修、補修・塗装等、またウオータースライダ

ー等はボルトの交換、そういったことを行う予定である。また、電気では
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監視カメラ、プール部分の放送設備の更新、また証明設備の更新を行う予

定である。また、機械のほうでは、空調設備や換気設備、これの分解整備、

オーバーホール、また更新を行うことである。 

 なお、工事期間は令和２年６月、来年６月から令和３年３月ということ

で、プールエリアの休場予定は令和２年１０月から令和３年３月を予定し

ている。また、トレーニングルームは開いておくが、工事に伴う断水期間

のみは短期間の休場を予定している。 

 ３番では、温水プールの年間利用券、１年の年間利用券を出しているが、

それの取り扱いについてである。要は、改修工事、先ほど申した令和２年

１０月から令和３年３月の休業予定をどう取り扱うというところだが、予

定では、利用券の利用期間の中に改修工事の期間が含まれる間は、その間、

後ろに延ばすようなことでいく。そして、年間券を更新する場合について

は９月以降、また新規購入者は１０月以降販売対象となっているところで

ある。 

 例えば、利用券が、その間が、例えば２カ月間含まれている場合には、

その次の更新のときには１年と２カ月分が新しく利用券にはそれが反映さ

れる。 

 今後のスケジュールの中では、来年３月、令和２年の当初予算の中で予

算計上させていただいて、議会のご審議をいただければと思う。それをお

認めいただいた後、来年度改修工事に入っていきたいと考えている。 

 次に、８番目の多摩市スポーツ推進計画（素案）である。 

 こちら、前回６月にも報告させていただいたが、平成３０年度から多摩

市スポーツ推進計画の策定に着手して市民アンケート、ワークショップ、

またグループ等とヒアリング、そういった市民の意見、また関係課長で構

成する検討委員会、学識スポーツ関係者、今後市民で構成されるスポーツ

推進審議会において議論を行ってきたところである。そして、今、素案の

ところまでまとまっているところである。 

 ２番の今後の予定だ。ちょうど明日からパブリックコメントを行わせて

いただき、それの意見の状況、またそれを踏まえて推進審議会、また庁内

の検討委員会等で議論した後、原案を決定させていただいて、１２月の本
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常任委員会の中で原案のご説明にいければと考えている。 

 資料で１の素案の概要をごらんいただければと思う。この概要版の１枚

目のちょうど上段部分に、全体の体系図を出させていただいている。一番

上には、ことしの７月からスタートした第３期の基本計画があり、その下

に多摩市スポーツ推進計画が位置づけられるところである。なお、このス

ポーツ推進計画については、ある意味ソフトの部分の計画になってきてい

るので、その下の破線の矢印で、下には仮称として体育施設に関する個別

施設計画というのがある。これは、ある意味屋外体育施設、野球場や庭球

場、そういったものの今後の計画がないような、例えば老朽化の更新等の

計画がないようなところであるので、今後、こういったものを作成する必

要があるということでは、今、庁内で作成に向けて検討を進めているとこ

ろがあるので、これも庁内での方向性が出たところでは、当然、計画策定

には予算的なところもかかってくるので、またその際には議会のほうにご

提案させていただいて、ご審議いただければと考えている。 

 なお、まずはこのスポーツ推進計画の策定の趣旨だが、本市におけるス

ポーツ施策を総合的に推進する指針という位置づけ、またそのスポーツの

推進を通じて豊かで活気あるまちづくりに寄与すること、また多くの市民

の皆さんがみずからの意思で主体的にスポーツを行うこと、こうした市民

の取り組みがスポーツを通じたまちづくりにつながるようなことを目指す

もの、こういったものが趣旨としてある。 

 期間は、来年、令和２年度からの１０年間の計画と、今考えている。 

 そして、２ページ目に、下のほうから考え方である。下の２つの二重丸

があるが、二重丸には基本理念ということで、この計画の基本理念として

は健康、活力、共生という３つをキーワードとして策定している。その理

念をもとに、基本目標、１０年後のまちの姿としてはスポーツで創り出す

「みんなが笑顔」でつながるまち、多摩というようなこと、全ての人々が

スポーツを通じてつながっていくようになるまちづくりを目指すこと、ス

ポーツがきっかけで健康づくりが促進され、また地域資源を生かしながら

活気のある多摩市らしいまちづくりを目指す、こういうような基本目標で

今きている。 
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 そして次のページのところ、施策体系の考え方、今、５つの大きな柱と

してなっている。まずは身近なところから、スポーツに触れるところから、

スポーツと接する身近な機会や場を生み出すというところから、２つ目の

柱ではスポーツを楽しむ、市民１人１人がライフステージなどに応じてス

ポーツを楽しめる環境をつくり出していくこと、３つ目の柱では、それを

継続すること、無理なく継続的にスポーツ環境の充実を図る。４つ目の柱

では、スポーツライフを創出するというところでは、スポーツのあるライ

フスタイルの創出に向けた取り組みを応援するということ、そして最後の

柱の５つ目では、まちづくりへつなげるということで、仲間づくりのスポ

ーツ、また安全安心の地域活動、活気ある地域づくりへと広がっていくス

ポーツの取り組みを目指すという５つの柱立てで考えている。 

 また、これを推進するために、一番下のところでは計画の推進というこ

とで、３つの推進力ということで、コミュニケーション、情報・対話、コ

ラボレーション、共助・共創、カルティベーション、育成・向上というこ

とで、ここがいろいろなスポーツ情報については行政が発信して市民が受

け取る、またそれを市民が市民の間でも広めていくということや、あとス

ポーツを推進するためには行政のみの力ではできないので、団体さん、さ

まざまな連盟さん、団体の活動がある。そういったところとの連携、共同

が必要、またそういったことを進めていく中では、それを行うスポーツ推

進委員のさらなる活躍や、いろいろな指導者の育成、そういったものが必

要となってくるところが、この計画の推進というところに書かれている。 

 最後に、４枚目のペーパー、それは今お話ししたことを表で体系的にま

とめたものである。 

 説明については以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、６、多摩市立総合体育館多摩市体育施設及び多摩東公園指定管理

者の選定状況について質疑はあるか。 

岩崎委員    この１３者が説明会にいらっしゃって、結果的に申請されたのが２団体

だったということだが、どういう条件が難しかったと思われているのか。 

鈴木スポーツ振興課長 この１３者が、あくまで企業が１３企業ということで、今の総合
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体育館、あと温水プールもそうだが、企業が複数組んで構成してやってい

るところもあるので、そういう面では、説明会では企業ごとでいうと１３者

というところである。 

 なお、どういうところが数がふえなかった原因であるか、なかなか難し

いところがあるが、ほかの市の事例を見た中では、例えば初めての公募の

ときにはかなり手が挙がるところがあるけれども、それが２期、３期目と

なってくると少なくなってくることも、他市の状況を見るとあるので、１つ

はそういったところも影響しているのかと思っている。 

岩崎委員    今回、体育館が指定管理になっているのは、前回の委員会でも、あそこ

の食堂のところも利用できるような、利用できるというか、よりいい観光

資源ではないかという部分と、もっとより利用しやすい、行きたくなるよ

うな雰囲気にもできるのではないかということも話し合ったが、そういう

意味では、選ばれた指定管理者の方にもそういうことは伝えていくのか。 

鈴木スポーツ振興課長 今までというか、今期までは、いわゆる食堂部分については指定

管理者の業務から切り離して行政財産の使用許可ということでやっていた。

ただ、次からは、指定管理者の創意工夫を食堂提供に生かすということで、

今回から体育館の食堂部分についても指定管理者の業務の中に含めている

ところである。その中で、今回、いろいろ提案もいただいているところは

ある。 

岩崎委員    駐車場の陳情者の方も、やはりああいうところの場所も活性化につなが

るし、お金を生める場所ではないかということも言っていたし、あそこの

場所も地域の中ではより活用したいこともあったと思うので、ぜひコミュ

ニケーションをとりながらやっていただきたいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ７、多摩市立温水プール改修工事に向けた概要について質疑はあるか。 

岩崎委員    これは、夏を終えてから閉じるという感じだと思うが、オープンした後

の利用金額というのは、先ほどパスポートは延びるけれども、利用金額は
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どのような感じに変わるのか。 

鈴木スポーツ振興課長 これは、前議会の中でも、全庁的に使用料の来年４月からの改定

をご審議いただいてお認めいただいたところであるが、その料金改定が適

用されるところになる。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   基本的に、この温水プール、劣化対応の改修ということだと思うが、照

明部分もあって、この改修の際に、例えばＬＥＤ化して省エネを図る等、

そういった、基本的にはイコールだが、少しグレードを検討することがあ

るのか。 

鈴木スポーツ振興課長 基本的に、温水プールはもう既にＬＥＤ化のほうがかなり進んで

いる状況なので、今回は、基本的には、ちょうど２０年というところなの

で、今後、３０年に向けた１０年間、安心安全に使えるようにという位置

づけの改修工事になってくる。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ８、多摩市スポーツ推進計画（素案）について、質疑はあるか。 

岩崎委員    この概要版のご説明で、スポーツ基本法のことは書いてあるが、障害者

スポーツの落とし込みがどこに入っていることになるのかをお聞きする。 

鈴木スポーツ振興課長 この障害者スポーツの関係については、どういうところで落とし

込めばいいのかということで、正直、内部、また審議会の中で議論をした

ところがある。その中で、今の素案の中では、あくまで障がい者というよ

うな項立てはしていないところである。逆に、障がい者ということを項立

てしてしまうと、それがまたいろいろな考え方がある中では、今、そうい

った言い方はしていないので、例えば、この素案の中の計画では、２の項

目のスポーツを楽しむというところの６番のところで、誰もが楽しめる、

誰もがという表現にしたり、例えばまちづくりにつなぐ施策の最後の５番

のところでは、スポーツを通じた共生社会の創出ということで、その表現

で今は落とし込んでいるところである。 
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岩崎委員    あえて考えた末にそういう言葉を使わなかったというのも評価するが、

どちらがいいのかというところで、今、社会がまだ障害者スポーツへの理

解に行き着いていき、そして対等に考えられるところまでまだいっていな

い部分もある上では、誰もがというところでくくってしまっていいのかと

いうところは再度検討いただきたいというところと、生涯学習という観点

が、先ほどくらしと文化部のほうから出てきたが、そういう部分で、一旦

スポーツから離れていてもまたスポーツをやるという考え方と同時に、元

気だった方が障がいを持たれてやるという意味では、種目が、健常者では

できない種目と、体に不自由があってもできる種目が、どちらも楽しめる

ことはあるかもしれないが、オリンピック・パラリンピックという呼び方

がいいかどうかわからないが、一応考えた上で、この概要版になったこと

は理解したが、再度ご検討いただけるならいただきたいと思う。 

鈴木スポーツ振興課長 きょうの岩崎委員のご意見を踏まえて、これからまたパブリック

コメント等をあしたからやるので、そういった意見も踏まえた中で、改め

て最終的には審議会でご議論をして、最終的に決めていければと考えてい

る。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   今回のスポーツ推進計画、介護予防やウオーキングもスポーツと位置づ

けるということで、これだったら僕でもスポーツに触れられるかと思うと

ころがあるが、推進計画の具体的なものは、体育施設に関する個別施設計

画に従っていくと、今のウオーキングや介護予防という観点は、この計画

自体にはちょっとなじまないかと思う。 

 今の立てつけでいうと、個別の健康まちづくり基本方針や、個別の施策

の計画の中にひもづいていくのかと受けとめたが、そうすると、全体とし

ての像がなかなか把握しづらいことになるのではないかという懸念がある

が、その辺はどう進めていく考えなのか。 

鈴木スポーツ振興課長 今回、計画のつくり方についても、非常に審議会のほうでご熱心

にご審議いただいたところがある。その中で、やはり審議会の意見では、

とにかく行政計画は、これまで実際施策の展開のところでかなり現状から

入ってデータ分析に入ってと、そこにいくまで疲れてしまうというお声が
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あったので、そこにいくまでコンパクトにまとめたいという、審議会の強

い要望があった。また、この素案の実際の施策の展開を見ていただけると

わかるが、そこには具体的に行政が何をやるという、そういう計画ではつ

くっていない。あくまで取り組み例ということでなっている。これは、あ

る意味、この中で当然スポーツ推進、行政が主でやるものもあるし、多く

はスポーツ団体の方々がやるもの、また市民個々が主体的にやるものや、

非常に多岐にわたっているところがある。そういったところから、つくり

としては、計画というよりも中身的には方針に近い内容かと思っている。 

 あとは、それの計画の進み具合や取り組み状況というのは、これまでの

事業レベルでいうと、事業評価でやっていたり、あと大きな基本計画とい

うくくりの中では、第３期の中でもスポーツ実施率というのは成果指標を

設けているので、そういったところと取り組みを踏まえて、そういったデ

ータをもとに審議会のほうで毎年評価していって改善につなげていきたい

と考えている。 

大くま委員   大きな枠組みのスポーツ推進についての方針であって、個別のものは個

別の計画に位置づいた、ひもづいた形になっていくことなわけだ。それは

とにかく各分野の報告を積み重ねていって、分厚い計画書にするのではな

くて、そういう考え方の中で今回まとめたものだ、だから個別のものが知

りたければ個別の計画に当たってくれということでいいのか。わかった。 

鈴木スポーツ振興課長 あと、例えば市民のワークショップの結果や、そういうデータは、

今は後ろの部分に資料編として載せるようなつくりで考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、９、東京２０２０アイスランドオリンピック選手団の事前キャ

ンプ地の決定について、１０、東京２０２０テストイベント「ＲＥＡＤＹ

 ＳＴＡＤＹ ＴＯＫＹＯ自転車競技（ロード）」の実施結果等について、

市側の説明を求める。 

小林オリンピック・パラリンピック兼スポーツ振興担当部長 それでは、本日はオリンピ



 87 

ック開催まで３００日やパラリンピック開催まで３４２日ということだが、

オリンピック・パラリンピック関係のことについて２点報告する。 

 まず、報告の９番、東京２０２０アイスランドオリンピック選手団の事

前キャンプ地の決定についてである。 

 オリンピック競技大会の出場選手団の事前キャンプの誘致に向けて、こ

れまで交渉を重ねてきたが、去る８月２３日にアイスランド共和国選手団

の事前キャンプに関する覚書を関係者と取り交わすことができたので報告

するものである。 

 また、次の１０、東京２０２０テストイベント「ＲＥＡＤＹ ＳＴＡＤ

Ｙ ＴＯＫＹＯ自転車競技（ロード）」の実施結果等についてについては、

ことしオリンピック開催１年前であることから、各種競技のテストイベン

トが開催されている。ご承知のように、本市においては７月２１日に自転

車競技（ロード）のテストイベントが実施された。また、これにあわせて

市内６大学が連携して事業をするとともに、東京都内のロードレースが通

過する８市が協力してＰＲ動画を作成したので、これらについて報告する

ものである。 

 詳細については、齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長が説明す

る。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 それでは、お手元の資料に基づいて報告を

させていただく。 

 まず、東京２０２０アイスランドオリンピック選手団の事前キャンプ地

の決定についてである。 

 アイスランド国立オリンピック・スポーツ協会、多摩市、学校法人国士

舘との間で、８月２３日に、東京２０２０オリンピック競技大会の期間前

及び期間中にアイスランド共和国オリンピック選手団が本市でキャンプを

実施することについての覚書の締結式を駐日アイスランド大使館のほうで

行った。 

 基本合意の概要だが、お手元の資料のとおり、多摩市、学校法人国士舘、

アイスランドオリンピック選手団、それぞれの役割ということで合意を結

ばせていただいたものである。 
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 今後については、令和２年度当初予算案をお認めいただいた後、世界最

終予選、こちらの結果など、オリンピックの通常種目などが決まってくる

５月ごろをめどに、予算の範囲内において事前キャンプの契約と、この締

結を目指してまいりたいと考えている。 

 お手元の資料、表側が締結式の後の写真である。裏側に、この締結式の

翌日も練習会場の視察等に、詳細な視察ということでお越しいただいたの

で、そのときの写真ということで掲載させていただいている。 

 続いて、東京２０２０テストイベント「ＲＥＡＤＹ ＳＴＡＤＹ ＴＯ

ＫＹＯ自転車競技（ロード）」の実施結果等についてということで、まずは

自転車ロード競技のテストイベントについてである。 

 ７月２１日日曜日、１２時に武蔵野の森公園をスタートして、多摩市に

ついては、規制開始が予定どおり１１時３０分から、コースの順に従って

規制を開始した。先頭の車両通過時間だが、ほぼ予定と同じということで、

予定どおりで先頭車両が通過していった。選手の最終通過ということで、

島田療育センターの入り口、市境、こちらが１２時５３分ということで、

選手が全員通過していった。規制解除については、予定どおり少し早かっ

たというもので、こちらの表にまとめさせていただいたものである。 

 次のページに行っていただいて、このテストイベント時に、市内各団体

の皆様からご協力いただいたということで、多摩市医師会の有志の方につ

いては、多摩センター駅ペデストリアンデッキ上で救護所を開設いただい

た。また、隣で、東京多摩グリーンロータリークラブの皆様から東京水の

配布と熱中症予防の声かけをしていただいたものである。また、多摩セン

ター駅周辺については、外国人おもてなしボランティア育成講座修了者の

有志の皆様に、観光客等のご案内をいただいた。また、レースの準備の前

に、コース沿道の清掃活動ということで、多摩市赤十字奉仕団及び青陵中

学校の皆さんに清掃活動のご協力をいただいた。 

 最後、オリンピックの開催時の予定だが、７月２４日金曜日に開会式、

その開会式の翌日、２５日にまず男子レースが午前１１時の予定でスター

トである。翌日２６日の日曜日、女子のレースで、こちらが１３時、両日

とも武蔵野の森公園をスタートということで予定されている。 
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 続いて、２の市内６大学との連携事業について報告をさせていただく。

ロードレースのテストイベント当日と同じ日、７月２１日になる。１０時

３０分から１５時の時間で、多摩大学の多摩キャンパスにおいて、多摩市

オリンピック・パラリンピック大学連携協議会の主催で、自転車ロードの

応援イベントを開催した。イベントの内容だが、国士舘大学の田原淳子先

生による講演会、また各種体験イベントということで開催をさせていただ

いた。当日は天候にも恵まれて多くの方にご来場いただいた。 

 次のページだが、当日の写真を掲載させていただいている。講演会の様

子から各種イベント、最後に大学連携事業ということで、各大学の学生さ

んで実行委員になっていただいた皆さんとの集合写真ということで掲載を

させていただいているものである。 

 続いて、３、東京２０２０オリンピック自転車競技ロードレースの８市

連携事業として、自転車競技ロードレース都内通過自治体ＰＲ動画を作成

した。動画の内容だが、自転車競技ロードレースの競技としての魅力、楽

しみ方の紹介だけではなく、都内通過自治体である８市の観光地や、実際

に通過するコースの見どころを、市民のインタビューという形で交えなが

ら紹介する内容となっている。多摩市内については、レースの見どころを

中心に、南多摩尾根幹線や多摩センター駅周辺を紹介させていただいてい

る。動画はもう既にユーチューブにアップされてごらんいただけるように

なっているが、テストイベント開催前の７月１１日に８市合同の完成披露

上映と記者会見を開催させていただいた。当日は、都内通過自治体８市の

市長と、組織委員会自転車競技スポーツマネージャーの片山右京氏による

記者会見、またＰＲ動画の完成披露上映、そしてコースサポーターとの方々

との記念撮影という形で会合を進めさせていただいた。当日の模様につい

ても、今回の資料に写真を掲載させていただいているので、ごらんいただ

ければと思う。 

 雑ぱくだが、説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、９、東京２０２０アイスランドオリンピック選手団の事前キャン

プ地の決定について質疑はあるか。 
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山崎委員    アイスランドオリンピック選手団の人数的な規模、大体どのくらいかと

いうのはおわかりになるか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 規模については、結論から言うと不明だが、

現時点でアイスランドの国立オリンピック・スポーツ協会の話では、今回

２０２０東京オリンピックに関しては陸上、柔道、水泳、ハンドボール、

ゴルフの競技が有力であるという情報をいただいている。 

 陸上、柔道、水泳、ゴルフについては、ある意味個人競技であるので、

人数的にはある程度抑えられるのかと。ハンドボールについてはチームス

ポーツになっているので、この人数がふえると、一気に人数もふえてくる

のかというところで、これの最終予選が年度またぎぐらいという話もいた

だいているので。参考だが、リオのときは８名、ロンドン大会のときには

ハンドボールが出場できて２８名ということになるので、今後、出場権獲

得状況によって、種目によって少し変わってくるかと考えている。大体、

選手のほかにコーチ、トレーナー、練習パートナーというところで、大体

選手の数の倍ぐらいの方が１つのチームとなって来られるのが慣例だとい

うことで話を受けている。 

山崎委員    国士舘と宿泊施設との交通手段というのは、どのように考えてらっしゃ

るか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 各種目によって人数が随分変わってくるか

と思う。大人数で一気にということであれば、ある意味、バスというのが

得策で、人数が個人種目ということで限られているのであれば、バンやワ

ンボックス等、それはそれに最適な形で対応できるように今後調整してい

きたいと考えている。 

山崎委員    その車両は市が用意するのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 市のほうで直接ではなくて、そこに業務的

に市のほうがお願いする業務と、アイスランドの国立オリンピック・スポ

ーツ協会が依頼するものと分かれている。ただ、依頼する先については、

同じところでないと不都合が生じてくるかと思うので、そうしたところを

今後調整していきたいと考える。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 
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大くま委員   今、宿泊先から移動、宿泊先というのは市内にお泊まりになられるのか

どうかというのは確認したい。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 まだ確定というところで報告できるまでに

は至っていないが、宿泊させていただける方向でということで内々でのお

返事をいただいているところである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

本間委員    今、陸上、柔道、水泳、ハンドボール、ゴルフというお話があったが、

これは全部国士舘で対応できるものなのか、例えばゴルフ場や違うところ

にも必要なのかというのはどうなのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 今ご質問いただいたとおり、ゴルフは国士

舘大学では対応できないので、別にゴルフ場ということで今協力を内々で

ご相談させていただき、ある程度内諾いただいているところである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    おもてなしというか、せっかくだというのもあるが、お忙しいとは思う

が、市として何か交流会というか、子どもたちとの交流会や学校等、行っ

てもらう等、そういうことの企画は考えているのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 まだ具体的なところには至っていないが、

今回の資料の基本合意の概要にも書かせていただいたとおり、アイスラン

ドオリンピック選手団については、市民などとの交流イベントに、練習に

支障のない範囲内において参加するということで、これに基づいて、どの

ような形であれば交流事業というか、参加いただいて、より広く交流でき

るのかというところで、今、相談をさせていただいている。 

いいじま委員  ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、１０、東京２０２０テストイベント「ＲＥＡＤＹ ＳＴＥＡＤ

Ｙ ＴＯＫＹＯ 自転車競技（ロード）」の実施結果等について質疑はある

か。 

本間委員    これは、応援当日に、来年本番だが、市としてどう応援していくのか、
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来るとあっという間に行ってしまう。当日、パルテノンのところで私も見

させていただいたが、一斉に行って、この後、どうなるんだろうというの

が、つなげてその後の状況や映像等、見れたりするのか、その辺が楽しむ

に当たって非常に重要なのかと思うが、その辺、どうお考えか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 ご観戦いただきありがとう。今、委員のほ

うからご質問あった映像でというところに関しては、市のほうから組織委

員会のほうに、市民の方を中心にごらんいただけるようなものを用意した

いということで要望を上げている。組織委員会としても、通過する１５自

治体についてはそうした配慮が必要であろうということで、今、検討して

いただいているところである。 

 それについては、検討だが、前向きなというか、実施に向けて、それが

報告として来れば、具体的なところで準備を進めていきたいと考えている。 

本間委員    それの結果如何という、どうなるかはまだわからないにしても、市とし

ては、それがだめだったとしてもどのように、何か対応策や盛り上げるよ

うなものというのは、どう考えているのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 まだ具体的な方法まではないが、何とかす

るという、１５自治体には返事をいただいているので、何とかなるのでは

ないかという希望的なところも含めて考えている。 

 それとあわせて、多摩市がオリンピック競技会場になる２日間なので、

それを生かしてさまざまな取り組みというか、市民の方や、あと関係機関

の方と、何かしらの取り組みを進めていきたいということで、今、検討を

進めている。 

本間委員    その当日含めだが、事前に、市としてどう盛り上げていくかという、自

転車の競技もそうだし、アイスランドの方もいらっしゃってくれるところ

で、どう市としてオリパラを盛り上げていくのかというのは何か考えてい

るところはあるのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 まずは知っていただくことが盛り上げてい

く上で大事だと思う。いろいろな媒体、たま広報やホームページ等、いろ

いろなもの、そのほかのツールもあるが、予算も必要になってくるものな

ので、今後、いろいろ考えてご提案させていただきたいと思う。市民の方々
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にご周知をさせていただく。その上で、イベントやそうしたもので機運を

醸成していくところで本番につなげていくことの組み立てで検討している

状況がある。 

本間委員    今回、何とかもう少し盛り上がらないかと感じて、盆踊り大会のときに、

東京五輪音頭２０２０を、東京都のほうから講師の先生を呼んでもらって、

コミュニティセンターのほうでみんなで練習したが、そこで覚えて盆踊り

で楽しんだりということをしたが、ほかで聞いてみると、そういったこと

を呼べることも知らなかった等、その辺もあるので、来年に向けて盆踊り

もできるようになりたいと思っている方もたくさんいらっしゃるので、そ

の辺も、費用はかからないといっても交通費が２人分で７,０００円かかる

話もあって、呼べるところ、呼べないところはあると思う。その辺を、も

う少しやりやすいように考えてあげる等、結局そんなことで各地域で盛り

上がっていく方法にもなるのかと思うが、その辺、どのように考えている

か。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 東京五輪音頭の音源については、各図書館

で貸し出している事業をしたり、コミュニティセンターのほうにもそれぞ

れお配りさせていただいているが、講師派遣については市民の方への周知

が足りなかったところがあるかと思うので、今後、たま広報等を通じてま

たご周知をさせていただきたいと思う。 

本間委員    お願いする。以上である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   今回、プレ大会を行って反省する点、例えば私のところに入ってきたの

は、道路ががたがただった、危なかった等、あと、交通のアクセス、尾根

幹線に行ってみたいが、どうやって行ったらいいのか、通行どめになった

ところはもう少し早めに連絡することができなかったのか等、そういうご

意見が何点か来たが、その辺、ほかに反省点や何かがあったら、今後、ど

う考えていくのか伺いたい。、あと１年だが。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 今ご意見いただいたお話、ご質問いただい

た内容だが、昨日、東京都内の関係機関合同会議というのがあって、今お

話しいただいたとおり、周知の時期や、あと規制の適切な仕方や、そうい
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うところについての観戦組織委員会、警察、あと関係する８自治体、そう

いうところからそれぞれ上がってきた。 

 今回のテストイベントに関しては、当初、組織委員会で示されていた周

知計画の時期よりも非常におくれてしまった。具体的に言うと、周知する

上でも１つ１つの媒体、１つ１つの内容について組織委員会の許諾がなけ

れば出せなかった。その手続きに思った以上に時間がかかってしまって、

市民の方々への周知がおくれていったという経緯があったそうだ。そうし

たものが、事前で今回わかっているので、組織委員会、また自治体、そし

て警察、消防、道路管理者、そうした方々と年内で整理をした上で、年明

けからすぐに動き出して、本番、オリンピックのときにはできるだけ早い

時期から徹底して市民の方、また沿道の方、こうした方々に周知を図って

いくべきではないかというお話をいただいている。 

 道路については、舗装のいい、悪いという部分でいうと、都内について

は全く問題ないというのが今回の自転車連合からの見解である。神奈川や

山梨や静岡に比べると、クオリティの高さは全然問題ないと。日本選手か

ら、少し道路脇の砂が気になるという話はあったが、外国のチームからは

特にそういう話もなかった。 

 本番レースに向けては、周知だけでも、先ほど申し上げた規制の部分等、

改善できるものは改善して、しっかりと対応していきたいというところで、

多摩市も含めてだが、自治体、そして警察、消防、関係機関含め、組織委

員会中心に進めてまいりたいと考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    この武蔵野市を出発して府中市から多摩市に来るのは近いので、この時

間差があまりなくて、始まりと終わりが約１時間ぐらいということか。知

っている人が、埼玉のほうでも見れるのか。埼玉を通るのか、そっちは通

らない。違う県を通るんだったら、順位がついてきてしまって時間が長く

なるというのがあるというと、多摩市だと、ばーっと密集して行ってしま

うところにどうしてもなってしまうのか。観るチャンスは１回しかないの

か。何回かあるのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 今回のテストイベントもそうだが、ロード
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レースなので、抜きつ抜かれつつ、もちろんあるが、多摩市の場合は、あ

る程度大きい道路、リアルスタートが是政橋、そこからある程度高規格の

道路が続いてくる中で、１回聖ヶ丘というところで若干細くなって、車列

が伸びる特性があるようだ。そこでは、まだレース序盤なのであまり無理

しないということで、１列というか、ある程度車列が伸びるということは、

選手１人１人が見やすいというところもあるそうだ。またそこから坂道に

なって、そこで気合を入れる選手もいれば、また高規格道路が続くという

ことで、車列というか、集団のこういう動きが少しあるらしいが、そうい

うところは少し見どころになるかと。ただ、序盤なので、そういう意味で

は激しいというか。ただ、今回もあったとおり、先頭車が逃げきりを図っ

て出ていってというところが、また来年も、本番でも考えられるのかとい

う話は聞いている。 

岩崎委員    知っている人が、どこだったら見やすいのかと言われたときに私もわか

らなかったが、前のほうで見たいのだろうが、後ろのほうが大きく見える

という。目の前で見ると一瞬のうちに行ってしまうから、もっと遠くから

見える場所があるのかしらと言われたが、あんまり差はないということが

わかった。ありがとう。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 １１、令和元年度第２回及び第３回子ども・子育て会議の概要について、

市側の説明を求める。 

芳野子ども青少年部長 それでは、報告事項であるが、１１番目の本年度に行われている

前回の議会以降に開催された第２回、第３回の子ども・子育て会議の概要

についてご報告させていただきたいと思う。 

 恐縮だが、２回、３回を通してご説明させていただきたいと思うが、よ

ろしいか。 

いいじま委員長 お願いする。 

芳野子ども青少年部長 各担当課長があるので、課長ごとに発表させていただくので、よ
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ろしくお願いする。 

 それでは、第２回のほうから説明をさせていただく。 

室井子育て・若者政策担当課長 本日の協議会資料１１を、２つあるが、第２回子ども・

子育て会議資料からごらんいただければと思う。次第の順番でいくと、最

初が審議事項１になるが、こちらについては内容が重複するので、次の第

３回子ども・子育て会議の審議事項のときにまとめてご説明をさせていた

だく。 

 報告事項１のご説明を、子育て支援課長からさせていただく。 

松崎子育て支援課長 では、ＰＤＦのページ、６２ページをごらんいただければと思う。

幼児教育保育の無償化について、市民向けのパンフレットをつくらせてい

ただいた。そちらを子ども・子育て会議で報告をさせていただいたところ

である。既に委員の皆様にもお手元にお渡しさせていただいているかと思

うが、こちらを７月４日に発行させていただき、幼稚園から説明をスター

トさせていただいている。そういったご案内を子ども・子育て会議でさせ

ていただいた。 

 以上である。 

室井子育て・若者政策担当課長 続いて、報告事項２のエリア別認可保育施設入所保留者・

待機児童数・空き状況についてご説明をさせていただくので、資料の８６ペ

ージをごらんいただけるか。 

 こちら、待機児童の状況について、地域別に加え、空き状況も含めた資

料を作成したので、会議でご報告をさせていただいたものとなる。保育所

の保の字については入所保留者数のほう、待つという、待機の待の字は、

新定義による待機児童数をあらわしている。 

 前年と比較をして、差が大きく変化している地域としては、関戸・一ノ

宮地区や唐木田・鶴牧地区では保留者の増加、諏訪・馬引沢エリアや落合

エリアでは、保留者と待機児童数がともに減少している地域となっている。 

 報告事項２については以上となる。 

 続いて、報告事項３、認可保育所の開設及び貝取保育園の統合に向けた

説明経緯について説明をする。資料の８７ページをごらんいただけるか。 

 まず、聖蹟桜ケ丘駅周辺における認可保育所２園の開設に向けて行った
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地元の商店会や自治会や住民への説明経過をご報告した。特に関戸二丁目

の保育所については、商業地区にあり、風営法の関連もあることから、近

隣住民に加えて商業ビルオーナーにも案内文を発送し、説明会を２回開催

した。ご参加いただいた方からは、社会状況としてやむを得ないというご

意見であったり、風営法の規制によって資産価値が下がることを心配する

ご質問があったが、特に反対するご意見はなかった。 

 次に、今年度末をもって貝取保育園が多摩保育園と統合することについ

て、近隣住民の方を対象とした説明会を７月６日土曜日に開催したことを

報告させていただいた。資料にあるとおり、１０名の参加をいただいた。

参加された方からは、保育所は就労との関連が大きくて駅近にということ

は理解するが、その一方で駅から遠い地域のことも考えたまちづくりを進

めてほしいといったご意見などをいただいた。 

 資料の８８ページから９６ページについては、説明会で使用した資料を

参考につけているので、後ほどごらんいただければと思う。 

 報告事項３については以上となる。 

 次、報告事項４、子ども・若者に関する施策検討懇談会報告書（案）に

ついては、内容が重複するので、こちらのほうも次の第３回子ども・子育

て会議の報告事項のときにまとめてご説明する。 

 次に、報告事項５、任期満了に伴う「多摩市子ども・子育て会議」の委

員の選出について説明をする。資料の１５８ページを見てほしい。 

 委員の３年間の任期が令和元年、ことしの１０月末までとなって、１１月

以降の委嘱に向けた選出手続について報告をした。基本的には、計画策定

途中であることから、できるだけ現委員の方には再任していただくようお

願いした。なお、市民委員については、公募による選定予定で、９月２０日

の広報から募集開始となる。 

 報告事項５については、説明は以上となる。 

 次に、報告事項６のパルテノン多摩・子どものエリア事業の今後のスケ

ジュール（変更）について説明をさせていただく。資料１５９ページとな

る。 

 第１回の子ども・子育て会議で、子どものエリア事業のプロポーザルの
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スケジュールを中心に報告をさせていただいたが、指名業者選定委員会の

手続きにおいて意見が付され、事業の実施場所であるパルテノン多摩の指

定管理者予定者との協議を踏まえる必要が生じたことから、事業者募集に

当たっての公示日、募集締め切り、提案書締め切りの期日を数日おくらせ

た形で修正したことを会議で報告したものとなる。 

 報告事項６の説明は以上となる。 

 続いて、第３回子ども・子育て会議の説明をさせていただくが、資料を

もう１つのほうに切りかえていただければと思う。 

 最初に、審議事項１について説明をさせていただくので、第３回の資料

の２ページをごらんいただけるか。 

 次期子ども・子育て支援事業計画を兼ねる６つの計画に子どもの貧困対

策についての計画を追加する提案で、これはことし６月に子どもの貧困対

策の推進に関する法律の一部改正により、市町村の計画策定が努力義務と

して策定されたものを受けて提案したものである。 

 そして、資料の３ページから１１３ページが計画の第１章から第７章及

び巻末資料までの素案として提示を、会議でさせていただいたが、第１章、

第２章、第６章、第７章については、まだ精査する余地が多い段階のもの

であり、イメージとして会議のほうでは見ていただいた。 

 第３章から第５章については、おおよそ内容を固めたいということで審

議をさせていただいた。 

 こちらの資料については、課長級による専門委員会での検討等により作

成した案を、子育て若者支援推進本部とともに子ども・子育て会議に審議

をしている。 

 資料の１７ページからは第３章となるが、各種データや昨年度行った計

画のニーズ調査を使用して、子どもや若者を取り巻く状況について説明を

させていただいている。 

 資料の３５ページからは、子どもの権利条約を初め関連する法律等を載

せることで社会動向について説明をしている。 

 資料の３９ページからは、基本施策ごとに現状と課題について、国の基

本指針案も踏まえながら記述をしている。 
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 資料の４３ページからは、第４章として計画の目標について記述してい

る。 

 基本理念としては、今回、子どもや若者が自分らしく成長することを保

護者や地域のみんなで支え、ともに喜び合えるまちになるということで提

案をしている。 

 資料の４５ページからは、４つの基本方針ごとに目指す姿と指標を記載

している。４つの基本方針については、第５次多摩市総合計画第３期計画

とあわせて策定をしていることから、指標についても時点は異なるが同じ

項目を使用している。 

 そして、資料の４９ページからは、第５章として、施策体系に基づき分

類した事業について、今後５年間を見越した概要と方針について記述して

いる。 

 次回の１１月の第４回子ども・子育て会議では、１章から７章まで審議

させていただき、素案として確定をさせて、パブリックコメント、手続き

に進んでいく予定としている。 

 子ども・子育て会議での意見としては、関係者の立場でご参加いただい

ている子ども、若者専門家の方からは、若者の課題について引きこもり以

外のことも記述したほうがよいといったご意見であったり、委員の方から

は、資料の４５ページになるが、第４章の基本方針ごとの指標について、

こちらの指標は個別の施策をあらわしているものであって、基本方針にぶ

ら下がる全ての基本施策をあらわしているわけではないので、なくしてし

まって、数値目標は第６章のほうにまかせたほうがよいといったご意見、

あるいは資料の４９ページになるが、次期計画では基本理念、基本方針、

基本施策に整理をされているが、現計画では目指す姿、基本理念、基本方

針となっていることに対して、どう変更したのかといった質問などをいた

だいた。 

 いただいたご意見を踏まえて修正する計画素案について、次回の子ど

も・子育て会議で審議予定としている。 

 審議事項１の説明は以上となる。 

 続いて、審議事項２の令和元年度以降の待機児童対策について（追加）
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の説明をするので、資料の１１４ページをごらんいただけるか。 

 こちらについては、１件目については、桜ヶ丘三丁目の家庭的保育事業

所から小規模保育所への移行希望の申し入れがあって、事務局として検証

した上で、施設整備等も不要であり、１、２歳児の待機児童対策になるこ

とから、審議事項として提案をさせていただいたものとなる。 

 もう１件については、鶴牧一丁目で平成２７年度に小規模保育所として

開設をし、現在は分園である保育所から、令和２年４月の認可保育所への

移行と、令和３年４月からは一部機能を残しつつ落合一丁目のいわゆる法

務局跡地に定員拡大とともに移転したいという申し入れをいただいた。残

す一部機能としては、１、２歳児の待機児童が多いことに鑑みて、０－２歳

の小規模保育所として定員を確保し、落合一丁目には、移転の際に現在の

４０名の定員から１０５名に定員拡大をしたいものとなっている。 

 認可保育所への移行により、令和２年度から賃借料の財源確保ができる

とともに、令和３年４月の落合一丁目での保育所開設に向けて、保育所職

員の育成面での対応が事前に図ることができるとともに、鶴牧一丁目の今

いる在園児の手続き上の移行もスムーズになると考えているものである。 

 子ども・子育て会議では、特にご意見なくご承認をいただいた。 

 そのほか、報告として、欄外になるが、連光寺の家庭的保育事業者から、

唯一預かっていたお子さまが３歳に今年度末で達することから、今年度末

で閉所となることを報告させていただいた。 

 報告事項２の説明については以上となる。 

 続いて、報告事項１を児童青少年課長から説明させていただく。 

植田児童青少年課長 １１５ページを見てほしい。令和元年度児童館直接来館試行実施に

ついてである。 

 児童館の利用は、基本、帰宅後にランドセル等を置いて来館することが

原則だが、事前に児童館に直接来館、登録表を提出し児童は、保護者の了

解のもとに直接児童館を利用することができることとする制度である。 

 試行実施児童館については、昨年１２月議会で陳情が出され趣旨採択と

なった連光寺児童館と、バス通学の児童もいる小学校の地域の東寺方児童

館の２館である。 
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 ２、多摩市の小学生で保護者会や通院等の理由で保護者が不在の場合、

もしくは自宅が遠いため一旦家に帰ると来館が困難な場合や児童館事業へ

直接参加する場合を対象としている。 

 ３、児童館だよりや市ホームページで周知するとともに、両児童館で矛

者説明会を行い通知する。 

 ４、利用上のルールだが、事前に登録表が必要だということと、来館す

るときに利用届を提出してもらう。登録の状況は、小学校に情報提供をす

ることと、下校時間までの緊急時及び災害時等の対応は、小学校の対応に

準ずる。あとは基本的に記載のとおりで、通常の児童館利用時と同様だが、

保険の対象にならない事象があることの注意書きを記載している。 

 試行実施期間は、昨日、９月１７日火曜日から今年度末の３月３１日ま

でを設定している。 

 試行後の対応ということで、試行実施期間中に内容についての検証を行

う。利用実態の把握や業務量などを行って、本格実施に向けての必要性の

有無等、施設面、職員体制などを検討することとしている。 

 以上である。 

室井子育て・若者政策担当課長 続いて、報告事項２の子ども・若者に関する施策検討懇

談会報告書について説明をさせていただく。資料については、会議で使用

したものは未定稿ということで、今、微修正をして最後の確認作業をして

いるので、後日、報告書が完成次第お配りをさせていただく。本日は、資

料なしでご説明でご了承いただくようお願いする。 

 子ども・若者の健やかな成長のための施策について検討するための報告

をもらうために設置をした。懇談会のほうから報告書について、８月２０日

に最終回の第６回を開催した。報告書は、６名の専門家の意見をもとに、

ライフステージによって途切れることのない支援、学校や家庭以外の居場

所や、先生や家族以外の親しみの持てる人との関係づくり、子ども・若者

が困難を抱えたときに状況を見立てられる専門家、子どもの人権の理解や

参画の重要性などの意見とともに、それらの取り組みを進めるための組織

の提案や条例制定についても述べられている。 

 イラストなど、細部の修正をしている。完成次第お配りした際には、ご
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高覧くださるようお願いする。 

 庁内でも、この報告書の提案についてどのような取り組みを進めていけ

るか協議をしていく予定としている。 

 報告事項２の説明は以上となる。 

 また、次第のその他のところで、こちらも資料はないが、１点、報告を

会議でさせていただいた。昨年６月に導入をした未就学児向けのイベント

等の情報を取得しやすくするためのアプリであるマチカゴになるが、来年

６月末をもって終了することが事業者のホームページで８月２７日に公表

されたことをご報告する。 

 説明は以上となる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

大くま委員   第３回の令和元年度以降の待機児対策について（追加）という資料につ

いてだが、資料でいうと１１４ページ。分園の認可保育所化をして、その

後、また認可保育所として定員を拡大しながら移転する。それに伴って、

その場所は小規模保育所という形で残る。規模は、鶴牧一丁目というとこ

ろで見ると変わるが、同じ場所で想定しているのか、鶴牧一丁目という枠

の中で検討しているのか、確認したい。 

室井子育て・若者政策担当課長 今、分園として使っている設備をそのまま使って、令和

３年４月以降は小規模保育所として、もとに戻る形で開設をすることにな

る。 

大くま委員   わかった。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 １２、子育て総合センターの名称変更について、及び１３、「児童虐待の

未然防止と早期発見に向けた情報共有等に関する協定」の締結について、

市側の説明を求める。 

角谷子育て総合センター長 よろしくお願いする。 
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 まず最初に、子育て総合センターの名称変更について説明する。 

 現在、多摩市立子育て総合センターという名称になっているが、多摩市

子ども家庭支援センターへの名称変更を、今、検討している。変更予定日

は来年度、令和２年４月１日を予定している。 

 子育て総合センター及び子ども家庭支援センターの変遷について簡単に

ご報告させていただく。 

 東京都においては、国に先駆けて、身近な市町村が子どもと家庭への相

談体制を充実していく必要があるということで、整備を平成７年ごろから

図ってきた。平成１６年に児童福祉法の改正があって、子どもと家庭への

相談は一義的には市町村の役割だと法の中でも明記された。それを受けて、

平成１６年７月に、東永山複合施設内に子ども家庭支援センターというこ

とで開設をしている。 

 次に、平成２１年１１月に、現在の多摩幼稚園跡地である豊ケ丘一丁目

に移転をして、子育て総合センターと改称している。この子育て総合セン

ターという、今現在施設が建っている土地は、地元の方のご協力のもと、

お隣の八幡神社と土地交換等がされて、かなり地域の方のご協力があって

建っている施設である。当時、一部の地元の方から、子どもや保護者の、

多摩市の方が全ていろいろな形で利用がしやすいようにということで、総

合的な子育て支援施設をご希望されたということで、名称も子育て総合セ

ンターとなった経緯がある。 

 そこで、今回、名称変更の検討に至った経緯をご説明させていただく。 

 都内の区市町村における子どもと家庭に関するあらゆる相談、イコール

児童相談というものは、都内の中では、一般的な名称では、子ども家庭支

援センターという名称となっているが、多摩市にはそういう名称がないの

で、そういう機関が多摩市にはないのではないかというおそれがあると同

時に紙面や関係機関の方がいらっしゃった際にわかりにくい状況になって

いる。東京都の児童相談所の役割分担においても、都の児童相談所と各市

の子ども家庭支援センターという名称になっているところもある。そのた

め、２６市の中でも、今現在、多摩市以外の２５市は全て子ども家庭支援

センターという名称になっている。 
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 それとあわせて、昨年、多摩市議会でも、平成３０年９月及び３１年３月、

それと決算審査における議会の評価の中でも、一般名称である子ども家庭

支援センターに変更を検討すべきではないかというご意見をいただいてい

る。それにおいて、先ほど申したように、答弁のほうでも、地域の方の意

見を聞いて変更も含めて検討していきたいということでお話をさせていた

だいた結果がある。 

 それで、変更するかどうかも含めて、７月から８月にかけて、地元の方、

及び八幡神社の総代にもご相談をさせていただいた。名称変更については、

今、そういう状況であれば、子ども家庭支援センターに変更ということは

ご了承いただいて、実際今行っている事業等は変更せずに、多くの市民の

方が使えるようにということを意見としていただいている。 

 そういうことで、本日、こちらにご報告をさせていただき、今回、今後

変更に伴う影響としては、こちらが条例設置となるので、多摩市立子育て

総合センター条例の一部改正及び関係する例規もあるので、変更が出てく

る。それから、機関名となっているので、組織名称の変更がある。それと、

相談機関なので、あらゆる印刷物、パンフレット等で変更等への対応が必

要となってくる。それから、看板や誘導するためのサイン、そういったあ

たりの変更も、今後、随時行っていく次第である。 

 今後のスケジュールについては、本日ご相談をさせていただいて、ご承

認いただいたら、この後、１１月の子ども・子育て会議にも報告して協議

いただき、１２月の議会で条例の改定の上程をさせていただきたいと思う。

４月に条例施行で名称変更して、広報等で市民に周知及び看板等も変更を

随時していく予定にしている。 

 ただし、名称についてはたまっこという名称が市民公募でついているの

で、そちらは引き続き今後も使用する予定となっている。 

 名称変更については以上になる。 

 続いて。 

いいじま委員長 お願いする。 

角谷子育て総合センター長 それでは続いて、「児童虐待の未然防止と早期発見に向けた

情報提供等に関する協定」の締結についてご説明させていただく。 
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 児童虐待防止のための協定締結先としては、多摩中央警察署という形に

なる。当初、警視庁のほうから、各警察署へ、地元の自治体との協定を結

ぶように通達もあって、平成３１年３月に多摩中央警察署のほうから、協

定締結に向けて申し入れがあった。それで協定を検討してきた。 

 その背景として、締結の趣旨について少し簡単にご説明させていただく。 

 平成１６年の児童福祉法改正において、多摩市においても子ども家庭支

援センターを設置したり、それから平成１８年５月には児童福祉法におけ

る要保護児童対策地域協議会を子育て総合センターに設置をして、関係機

関と要保護児童等について適切な支援を図るための情報提供を行いながら

虐待の未然防止及び早期発見にも努めてまいった次第である。 

 ただ、昨年、平成３０年３月に発生した目黒区の死亡事例に際して、平

成３０年度７月２０日付で、児童虐待防止対策に関する政府の関係閣僚会

議の中において、児童虐待防止対策の強化における緊急総合対策が出され

て、その中で児童虐待の再発防止、関係機関との連携強化が挙げられた。 

 その後、幾つか閣僚会議からも３回ほど連携強化のための対策が挙げら

れている。 

 さらに中段にいくが、児童虐待対応について、警察との連携強化という

ことで、昨年７月２０日付の厚生労働省の通知等があって、さらなる警察

の情報提供強化に一層取り組むことということで、昨年から国及び都のほ

うから、児童虐待の再発防止対応策について、あらゆる通知等が出された

経過がある。 

 それらのことを含めて、及び警察のほうから申し入れがあったので、連

携強化をして児童の安全確保をさらに最優先に対応するということで、今

回、多摩中央警察署と未然防止と早期発見をさらに充実させるということ

で協定の締結を考えている所存である。 

 協定書の内容については、１から６の情報の共有、それから警察から子

育て総合センターへの照会、情報共有、子育て総合センターが逆に警察へ

の照会、情報提供、それから情報管理、法的根拠、申し合わせ事項等の見

直し等が記載されている。 

 近隣市の状況についても、今年８月１３日現在であるが、２６市のうち
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１８市が既に警察との締結をしていて、残り８市も随時締結に向けて検討

している所存と聞いている。 

 今後のスケジュールになる。本日、常任委員会にご報告させていただい

て、今後の予定として、１０月２日に多摩中央警察署と多摩市の協定締結

を予定している。１１月には、子ども・子育て会議に報告を予定している。 

 説明は以上になる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、１２、子育て総合センターの名称変更について質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、１３、「児童虐待の未然防止と早期発見に向けた情報共有等に関

する協定」の締結について、質疑はあるか。 

岩崎委員    この自治体と、例えば日野市だと日野警察署とが提携している状況だと、

今度、多摩中央警察と日野警察署の連携というのもあるのか。 

角谷子育て総合センター長 私どもも、警察の連携は、地元の所管の警察署の連携となっ

ているので、多摩中央警察が連携されるのは多摩市、もしくは稲城市とい

う形になる。 

岩崎委員    そうすると、いろいろなところと連携されないよさと、他の自治体の情

報が必要なときはある、そういう可能性はあるのか。 

角谷子育て総合センター長 必要時、多摩市だけでは対応できない場合は、所管の多摩児

童相談所と連携をさせていただき、東京都のほうは警視庁全体との協定を

結ばれているので、必要時、児童相談所のほうと連携をしながら対応して

いく感じである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   連携をして情報が入ってくるようになると思うが、今でも通報があった

場合は、照会を２週間以内にするということか。ルールが。４８時間以内

にやるという形、そういうルールだと思うが、こういった形で情報提供さ

れた場合の対応も、そういった４８時間というような形になるのか。 

角谷子育て総合センター長 警察のほうは、子どもがいて虐待が疑われる場合は、市町村
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及び児童相談所のほうにこういった形で照会をとられて、そこからまた

４８時間という形では発生する。 

 私どもも、警察に連絡をとる場合は、既に要保護児童対策地域協議会で

登録しているお子さんについて、必要時、警察がかかわった情報を聞いた

場合に、どのような形でかかわられているかという形で、子どもの安全の

ために情報を出していただくので、そちら側の４８時間は関係する場合と

関係しない場合、両方ある。 

大くま委員   わかった。情報によってどういう扱い方なのかが変わってくると。ただ、

情報が入ってくるようになれば、当然、大変になるだろうと受けとめてい

るので、感想だが、そういうことで。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

本間委員    連携と共有は違うと思うが、共有というのは、どの程度で、どう共有さ

れるのか教えていただけるか。 

角谷子育て総合センター長 情報の共有という意味では、警察は２４時間３６５日動いて

いる形になるが、多摩市の中でも年末年始等対応できない時間帯もあるの

で、あらかじめしばらく対応できないときには、幅や可能性があるという

関係がある場合と、事前に情報入れて、何かあれば対応していただくよう

に情報提供していく場合もあるかと思う。 

本間委員    それは、特別なときということだと思うが、日ごろの情報というのを全

て警察に共有するのか。 

角谷子育て総合センター長 あくまでも全ケースということではなく、協定書の中の申し

合わせ事項の中も、あくまでも子育て総合センター長が必要と認めたもの

ということで、情報の開示についてはかなり慎重に必要なケースのみとい

う形で対応する。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

山崎委員    この連携によって市への連絡が急激にふえた場合、市として人材的に対

応できるのか。 

角谷子育て総合センター長 この協定に伴って、急激にふえるというものは想定していな

い。既にもう市のほうでかかわっている要保護児童対策地域協議会の案件

で警察案件にもなっているということで、警察との情報を、かかわりを確
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認させていただくことになるので、それに伴って件数が増加するものは想

定はしていない。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 １４、令和２年度に向けた学童クラブ待機児童対策について、１５、令

和元年度学童クラブ８月一時入所状況について、１６、令和元年度ランチ

タイム事業の状況について、市側の説明を求める。 

植田児童青少年課長 令和２年度に向けた学童クラブ待機児童対策についてである。 

 １、新設（移設）についてである。（１）（仮称）貝取小学童クラブ、こ

ちらは豊ヶ丘複合施設内の豊ヶ丘学童クラブについて、貝取小学校の校庭

に定員を拡大して移設するものである。 

 （２）（仮称）南鶴牧小学童クラブ第二ということで、こちらは南鶴牧小

学校の教室を活用し運営をしている南鶴牧小学童クラブ分室について、南

鶴牧小学童クラブを増設した（仮称）南鶴牧小学童クラブ第二に移設する

ものである。 

 ２、（１）のランドセル来館である。こちらのほうは、従来どおり待機児

童が発生したエリアにおいてランドセル来館を実施するものである。 

 （２）児童館直接来館、こちらについては、先ほどご説明したとおりの

試行実施をする。 

 ３、条例改正についてである。令和元年第４回市議会定例会において学

童クラブ条例の一部改正を提出する予定である。 

 （１）名称：貝取小学童クラブということで、こちらは多摩市貝取三丁

目９番地になる。 

 （２）は南鶴牧小学童クラブ第二ということで、こちらは多摩市鶴牧５丁

目４３番地になる。 

 ４、（仮称）貝取小学童クラブと（仮称）南鶴牧小学童クラブ第二の建設

工事費については、平成３１年度当初予算において予算措置済みである。 

 こちらの説明は以上である。 
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 続いて、令和元年度学童クラブ８月一時入所状況についてである。 

 こちらのほう、表になっていて、下の合計の欄をごらんいただければと

思う。学童クラブ全体の受け入れ定員ということでは１,８６１人だが、

８月一時の増枠数ということで、こちらが３７人分の増枠をしたところで

ある。これに伴って、８月一時入所者ということでは、こちらの右端の計

をごらん願う。空き定員も含めて入所した方が６５人である。そのうち、

増枠分で入れた方が１８人という結果になったところである。 

 こちらについての説明は以上である。 

 続いて、令和元年度ランチタイム事業の利用状況についてである。 

 待機児童対策として、８月一時入所の定員増を実施したところだが、待

機児童を全て解消する状況ではないため、ランチタイム事業ということで

実施したものである。 

 目的としては、親の就労中、長時間児童館で過ごすこととなる夏休み期

間中のランドセル来館登録者に対する出欠の確認により、当該児童の所在

の明確化を図ることと、また通常の来館時間前の児童の受け入れにより一

層の児童の安全を図るものとしている。 

 ②学童クラブ待機児童のうち、児童館でのランドセル来館を登録してい

る児童を対象者としている。 

 ③実施場所ということで、ランドセル来館実施児童館は、一ノ宮、東寺

方、連光寺、落合の４館となっている。 

 ④対象者の事前の出欠情報に基づく出欠確認、及び昼食時にランチスペ

ースを用意し、持参したお弁当と水筒で昼食を集団でとるということを内

容としている。 

 そして、各児童館の開館時間の３０分前より受け入れるということで、

一ノ宮児童館を除いてそういった対応を行っている。 

 ⑤７月２２日から８月３１日までのうち、該当小学校の夏期休業期間中

を実施期間としている。 

 下の表をごらん願う。利用者の実態である。合計の欄をごらん願う。申

し込み者数は１０人、合計であった。実施日数は、延べ日数で１０４日と

なった。延べ利用者数は６８人ということで、うち開館前に受け入れした
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方は１１人ということである。 

 こちらについての説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、１４、令和２年度に向けた学童クラブ待機児童対策について質疑

はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 次に、１５、令和元年度学童クラブ８月一時入所状況について、質疑は

あるか。 

大くま委員   ８月一時入所の増枠数という部分だが、ここをぱっと見ていくと、豊ヶ

丘が少し突出して多いかと思う。これは何か理由があるのか。 

植田児童青少年課長 豊ヶ丘学童クラブについては、今現在、直営で行っている唯一の学

童クラブであって、こちらは市直営というところもあって、多少増枠をふ

やして行っているところである。 

大くま委員   たしか移転することになると思うが、そうすると、直営を維持するわけ

ではないのか。 

植田児童青少年課長 こちらのほうは、先ほど申し上げたとおり、貝取小学童クラブとい

うところで移設をする考えで、直営ではなく委託と今考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    すまない、私が理解できなかったが、表の一番右下のうち、増枠分のこ

の１８名というのをもう１回説明としていただけないか。 

植田児童青少年課長 上の６５人というのが、空き定員も含めて入れた６５人で入所した

数だが、これが３７人分を増枠したから入れたという数が１８人というこ

とであって、それぞれの学童クラブで、例えば３や１３という形で増枠を

しているが、その増枠をしたことによって入れた数ということなので、こ

れが増枠しなければ、この１８人は入れていなかったという結果になると

いうことである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 １６、令和元年度ランチタイム事業の状況について質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、１７、令和５年以降の成人式対象年齢等の決定について、市側

の説明を求める。 

植田児童青少年課長 令和５年以降の成人式対象年齢等の決定についてである。 

 平成３０年６月１３日に民法の一部を改正する法律が成立し、成年年齢

が２０歳から１８歳に引き下げられ、現行の中学３年生が法施行後初めて

１８歳の成人年齢となる。 

 そこで、現中学３年生に実施した成人式についての意識調査結果がまと

まり、次のとおり決定したものである。 

 まず最初に、四角囲みの中をごらん願う。こちらのほうが成人式につい

ての意識調査の結果である。調査対象は多摩市内の中学校９校、中学３学

年の全クラスの生徒である。６月１４日から６月２８日まで調査期間を要

し、回収結果としては、配布数が９７８、回収数は７８５ということで、

回収率は８０.３％という結果であった。 

 質問としては、多摩市では成人式の対象年齢について現行の２０歳のま

まで実施する方向で検討している。このことについて、１から３のいずれ

かに丸をつけてほしいというところでは、１の現行の２０歳のままでいい

という回答が６８８あって、８７.６％の方がここを選んだ。その理由は、

以下のうちどれかという問いに対しては、１の１８歳だと受験や就職に重

なる時期だからということで回答数が５１３あって、７４.６％の回答を得

た。 

 ②の２０歳の時点での成人式の名称、こちらの名称変更について、１か

２のいずれかに丸をつけてほしいという質問に対しては、１の「成人式」

のままでいいということが、回答数が６５５あって、９５.２％の回答率で

あった。 
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 こちらを受けて、次に、黒丸のところを見てほしい。四角囲いの上のと

ころだ。令和５年以降の成人式の対象年齢を２０歳とするということと、

もう１つ、令和５年以降の式の名称については、今回の結果を踏まえつつ、

詳細について、成人式実行委員会の中で協議して決定をするということを

決定したものである。 

 なお、今年度中をめどに教育委員会などと調整しながら関係者の方々に

周知を図っていく予定である。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

岩崎委員    これは、学校で配って調査をお願いしたということか。 

植田児童青少年課長 教育委員会の協力を得て、各学校に配布をして配って回収したもの

である。 

岩崎委員    保護者等ではなく、本人に聞いて、すごい自分事と思えたのではないか

と思って評価したいところだ。 

 これを、先ほど今、関係者にお返しすると言ったが、回答した中学生に、

こういう結果になったのでこうすると伝えていくのは、どういう方法で伝

えるのか。 

植田児童青少年課長 １点、先ほど委員のおっしゃられた、本人の方にというよりは、こ

れ自体は、一度家に持って帰って、保護者の方とも相談しながら決めて回

答してほしいということは申し上げたので、その辺のところはご理解をい

ただきたいと思う。 

 また、関係者の方に周知というところだが、この結果については、校長

会を通じて各学校にはお知らせしたところだが、今後、現中学３年生とい

うところ等、そういったところについては、教育委員会などとも調整をし

ながら、どういった伝え方がいいのかというところは検討していく必要が

あるかと考えている。 

岩崎委員    ぜひ、せっかく家に持ち帰ったにしても、本人も入っての回答だったの

で、返してほしいと思う。 

 それと、中学生であっても、一番多かったのは受験と重なるという回答
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だが、経済的なものが１割を占めているところで、いろいろな意味で中学

生もそこに気を使っている部分も、教育委員会と一緒に理解していただき

たいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   当事者の方にアンケートをとって、こういった結果になったということ

だが、当然、今１５歳の方たちは、これまで１５年間成人式は基本的に

２０歳で成人式と呼ぶ環境の中で育ってきての受けとめだと思うので、今

後、変わっていけば、当然見直しが必要になってくることもあると思うが、

そういったものは、例えば何年おきに検討していくとか、毎年確認すると

か、方法はいろいろあると思うが、そういったことについては、今、どう

お考えなのか。 

植田児童青少年課長 今の段階で、そこまでの議論で検討はしていない状況だが、もちろ

んこれから数年後、あるいは十数年後ということで、時代がまた変わって

いけば、そういった見直しが必要な時期も来るかもしれないので、そうい

ったときにはまた改めて考えていきたいと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 この際、暫時休憩する。再開は５時３０分とする。 

                  午後 ５時１４分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 ５時３０分 再開 

いいじま委員長 それでは、引き続き協議会を開催する。 

 １８、旧多摩聖蹟記念館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則

の制定について、及び１９、多摩市古民家の管理運営に関する条例施行規

則の一部を改正する規則の制定について、市側の説明を求める。 

須田教育部長  それでは、１８番、１９番について一括しての説明である。これは、内

容は同様ものであるので、一括で説明をさせていただく。 

 資料は、文化財施設の予約割引についてという表題になっているかと思
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う。これらについては、旧多摩聖蹟記念館、それから古民家の使用料につ

いて、一定の条件の中で割引を規則の中でさせていただくことを行うとい

うことである。 

 内容については、藤田文化財担当課長から説明する。 

藤田文化財担当課長 よろしくお願いする。 

 では、協議会日程第１８、第１９の提案の内容について、一括してご説

明申し上げる。資料をごらん願う。 

 案件については、１のところでお示しさせていただいているが、本案は

旧多摩聖蹟記念館と多摩市古民家について、それぞれ管理運営に関する条

例施行規則の一部を改正するものである。 

 次に、概要である。２のところでお示しさせていただいている。令和２年

４月１日付実施の施設使用料の改定にあわせて、柔軟な料金設定の考えの

もとで、旧多摩聖蹟記念館と旧富澤家、旧加藤家の古民家の使用料につい

て、新たに早期割引と直前割引を設定するものである。 

 早期割引については、利用日の６カ月前から２カ月前にご予約をいただ

いた場合、通常の使用料より２５％の割引をする。また、直前割引につい

ては、利用日の６日前から４日前のお申し込みについて、通常の使用料よ

り５０％の割引をする。 

 早期割引と直前割引の内容だが、３の予約割引内容等の表のところでお

示しさせていただいている。 

 なお、表の中の３月案のところだが、これは当初、３月に条例改正の最

終案をお示しした際に想定した割引後の金額であった。このときは１０円

以下の端数を切り上げた金額設定だったが、このほど、規則を改定するに

当たり、端数を切り下げた金額として設定を行わせていただくものである。 

 以上、ご協議のほどよろしくお願い申し上げる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、１８、旧多摩聖蹟記念館の件について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 
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 続いて、１９、多摩市古民家の件について質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、２０、多摩永山中学校体育館へのエアコン設置状況について、

市側の説明を求める。 

須田教育部長  それでは、２０番である。資料はグラフがたくさん出ている資料で、件

名と同じ多摩永山中学校体育館へのエアコン設置状況についてというもの

である。 

 本件については、この８月に工事が完了した多摩永山中の体育館へのエ

アコンの作動の状況というのか、気温をはかったりといった状況がある。

そこについてのご報告という内容である。 

 なお、本件については、現場のほうへ委員の皆様方にも順次足を運んで

いただいたりということでごらんいただいている案件である。 

 内容については、鈴木教育振興課長から説明をする。 

鈴木教育振興課長 それでは、ご説明申し上げる。グラフをごらんいただきながらと思う。 

 去る８月２８、２９、３０日の３日間で、議員の皆様には内覧をいただ

いた。それに先立ち、こちら、グラフのちょうど真ん中ぐらいのところに、

グラフとグラフの間に測定日と外気温、あるいは最高気温、最低気温とい

う形でその日の状況を設定、書かせていただいている。グラフは、上から

４段に構成しているが、左側のグラフが気温、寒暖計というか、温度をあ

らわしているものである。右側のグラフが湿度をあらわしているものなの

で、左右一対でごらんいただく形になる。 

 一番上段のＡパターンについては、従来、いわゆるエアコンがついてい

ない状況で生徒さんたちが使用される場合、窓、あるいは扉を開放して使

ったときに外気温、あるいは体育館の中の温度の変化を測定したものであ

る。左側の気温の寒暖計のほうだが、青いグラフが外気温、体育館の外で

測定したもの。それから赤いグラフが、アリーナの中心温度と書いてある

が、要は体育館の大体ど真ん中、こちらで床面から若干上がったところで

気温を測定しているものである。グリーンのグラフについては、室内機の



 116 

前５メートル程度のところということで、一番上のパターンではエアコン

を作動させていないので、ほぼ赤とグリーンのグラフが重なっている状況

である。右側のグラフは、やはり青が外気の湿度、赤がアリーナの中心と

いうことで、体育館の中の湿度の推移をあらわしている。 

 この後、２段目、３段目、４段目と、Ｂ、Ｃ、Ｄと３つのパターンで気

温の測定をしているが、まず２段目のＢパターンについては、午前中はエ

アコンの動作はさせずにお昼から作動をさせた状況である。１２時までは

気温がウナギのぼりに上がっているので、一番下のところにグラフのそれ

ぞれについているが、ＷＢＧＴとあるが、体育館でごらんいただいた温度

と湿度がクロスする形で、運動するのに適しているのか適していないのか、

こちらを簡易で表示したものである。エアコンをつけない状態だと、１１時

から危険という状況まで入るが、１２時にエアコンをオンした段階で室内

の温度はみるみる下がっていくということの中で、厳重、あるいは警戒、

注意まで湿度、温度ともに下がっていく状況である。 

 ＣパターンとＤパターンについては、測定の方法を、窓は締め切ってい

るが、カーテンをＣパターンはあけて、外から直射日光が入る状況で測定

したもの。あるいは、Ｄパターンは暗幕を閉めた状態で測定したものであ

る。いずれも外気温と体育館の中の温度差に最小で３度ぐらい、最大で５度

近く差がある。 

 今回のエアコン設置については、部活動で中学生が熱中症等による危険

な状況に陥らないようにということでつけたもので、教育委員会事務局と

しては、この測定結果から注意、あるいは警戒レベルまで環境を改善する

ことができたと評価している。 

 ただ、議場でもご質疑いただいているが、次年度以降の中学校のエアコ

ンの設置については、この測定結果等もまた検証しながら、よりよい運営

かできるように学校側とも協議をしていきたいと考えている。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

しらた委員   この体育館は、各学校の校長先生方には知らせたり、体験というか現状
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を見てもらったりしたのか。 

鈴木教育振興課長 議員の皆さんにご案内したのが引き渡しの翌日であった。まさに今運

営をしているので、これから中学校の校長会の先生方には内覧いただくこ

とも検討していく予定である。 

しらた委員   一番暖かいというか、暑いときに見てもらうのが必要だったのではない

かと思うが、これから体育館、どんどん涼しいときに校長先生に見ていた

だいても、校長先生が現場の責任者だろう。その方になぜ最初にご連絡や

内覧会をしなかったのかお聞きする。 

鈴木教育振興課長 十分な対応でなかったのかもしれない。ただ、各学校の校長先生方と

の今後の調整については、実際の運用のルールの中で、多摩永山中学校で

現在使っていただいている状況についても、多摩永山中学校の校長、副校

長、あるいは部活動の指導に当たっている先生方からの意見等も集約しな

がらと考えているので、まずは予算の議決をいただいたことも含めて、議

会の皆さんにご案内をさせていただいた状況である。 

しらた委員   あと１点、この体育館の冷暖房負荷計算をしたと思うが、その数値は幾

つに値して、どういう計算をして、何馬力のものを設置したのかというこ

とがわかればお願いする。 

鈴木教育振興課長 先行してエアコンを設置していた調布市を参考にさせていただいたが、

１平米当たり０.１２キロワットで試算をしている。多摩永山中学校の体育

館については、アリーナ、運動するスペース、こちらは７００平米あった

ので、７００平米掛ける０.１２キロワットということで、多摩永山中学校

には８４キロワットほどのエアコンの能力が必要と試算をした。 

 今回ごらんいただいた室外機は、あれは１台で８５キロワットの実力が

ある。室内機については１台１４キロワットなので、６台掛けて８４キロ

ワットという計算で今回は設置をさせていただいた。 

しらた委員   それは、調布の体育館と永山の体育館が同じものということで参考にし

たのだろう。 

鈴木教育振興課長 同程度の効果を期待してつけたということである。計算した。 

しらた委員   どういう体育館なのか、私は調布のを見ていないからわからないが、実

際見に行って、調布と同じ体育館というか、屋根もああいう鉄板１枚とい
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うことで計算したのか。 

鈴木教育振興課長 当時、視察に行った者に確認したが、調布の体育館はＲＣ造というこ

とで、多摩の体育館と全く同じ状況ではなかったと。 

しらた委員   今後、何度に設定するか、建物が違うから、調布のほうを参考にしても

エネルギー的に足らないと思う。今後どうして、永山を参考にしてやるの

か、また調布を参考にして計算するのか、その辺を、今後、またそれをお

知らせしていただけたらありがたいと思う。 

鈴木教育振興課長 基本的には、体育館での運動を禁止するレベルが３５度以上だったと

思っている。今回のエアコン、今お示しさせていただいているグラフの中

では３５度は下回るところまで効果が出ていると判断をしているので、今

後、他市を参考にするというよりは、多摩永山中学校のきき具合を参考に

しながら、しらた議員からも現場でも提案をいただいたが、経費、それか

ら二酸化炭素等々も勘案しながら、例えば窓ガラスに遮熱性のフィルムを

施工する等、あとは各体育館には暗幕、痛んでいるところはエアコンつけ

る前につけかえをさせていただいているが、それを今後遮熱性のあるカー

テンも今は市場に出ていると伺っているので、費用対効果も考えながら、

効果の上がる方法で対応してまいりたいと考えている。 

須田教育部長  補足的に申し上げるが、もともと体育館のエアコンの関係については、

冷えるというよりも、冷気を少し感じられる、そして体育館の中で運動が

できるという程度になるようにということを、まずは目途にということで、

これは議会の中でも説明を申し上げてきたことである。 

 ただし、なかなか同じ環境でのものというのは他にないこともあるので、

調布で例があったので、それを参考にしつつ、今回設定をさせていただい

た。 

 結果として、多摩永山中の体育館においては、所期の目標というのは達

成できると私どもは判断をした。 

 そういう中で、今後、他の学校へ展開していくということで、先だって

の補正予算の分をお認めいただいたところである。 

 ただ、そうはいっても、よりいい形でできないかということは、引き続

き検討も加えながら、今後、しっかりと対応していきたいと考えている。 
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 以上である。 

しらた委員   ３５度といっているが、運動をしていて３５度になったら、そこでとめ

るのか。運動をやめようとなるのか。 

須田教育部長  もともと、中学校、現状でも３５度を超える場合には、いわゆる運動は

中止ということは、山本教育部参事の名前で各学校には通知をしていると

ころである。 

 したがって、エアコンの設置云々にかかわらず、３５度を超えている状

況、今あるが、そういう場合には運動は中止ということで学校のほうで対

応していると思っている。 

 以上である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

山崎委員    この状況は、中で運動していない、何もしていない状況での結果でよろ

しいのか。 

鈴木教育振興課長 この測定の際には、基本は人の出入りはない状況で稼動させた状況に

なる。 

山崎委員    それだったら、今後、大人数で激しい運動をした場合にどうなるかとい

うことも考えたほうがいいと思う。 

鈴木教育振興課長 各議員にお越しいただいた日も、生徒さんと遭遇された方々もいらっ

しゃったかと思うが、部活動でやっていただいている状況でも、温度は

３２度以下、一番ごらんいただいて暑かった日、２９日の木曜日が多くの

方に来ていただいたが、お越しいただいた１時過ぎは３２度、４時には

２９度まで下がって、部活動も安全に実施ができたと思っている。 

 今後も、引き続き学校とその辺の情報のやりとりをしながら進めていき

たいと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２１、（仮称）多摩市新教育振興プラン策定について、市側の説明を求め

る。 
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須田教育部長  それでは、２１番である。資料は、（仮称）多摩市新教育振興プラン策定

方針についてというものである。 

 本件は、来年度から新しい教育振興プランということに切りかわる。今

年度がその最終年だが、そういうことで現教育振興プランを改定する作業

を今行っているところである。これについては、これまでも一定の説明は

申し上げてきた部分だが、その策定方針というものについてご説明を申し

上げるものである。 

 内容については加藤教育企画担当課長から説明する。 

加藤教育企画担当課長 平成３０年第４回の多摩市議会定例会子ども教育常任委員会でご

説明させていただいた本プラン策定の進捗状況についてということでのご

説明となる。 

 教育基本法第１７条の規定により定めている多摩市教育振興プラン（改

定版）、こちらが今年度末をもって満了するので、令和２年度から

２０３０年以降の社会の変化を見据えた教育政策を推進するための１０年

間の計画、また令和６年度までの５年間に取り組むべき施策について示す

ものということで策定するものである。 

 本日、資料としてお送りさせていただいている策定方針に基づいて、ま

た本年６月からの第５次多摩市総合計画第３次基本計画との整合性を図り

ながら、国や都の計画、市の教育等に関連する他の計画なども反映させな

がらの策定ということで進めている。 

 全体の進捗状況では、本日資料でお出しさせていただいている策定スケ

ジュールというものがあろうかと思う。そちらでということだが、多摩市

学びあい育ち合い推進審議会や、多摩市文化財保護審議会、多摩市立公立

小中学校校長会に現行プランの教育目標と基本方針の意見照会を行った。

教育委員会では、現行プランの振り返り及び教育目標、基本方針、基本施

策の協議と、現在進めてきているところである。 

 今後については、１１月に教育委員会で素案を決定して、素案について、

先ほど述べた関係の審議会、並びに校長会への意見照会、パブリックコメ

ントの実施などを経て２月に計画を決定していくスケジュールということ

で進めている。 
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 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２２、図書館本館再整備基本設計について、市側の説明を求める。 

須田教育部長  それでは、２２番目である。資料については、本件の題名の基本設計に

ついてというものと、概要書についてと、あともう１つ、工事費といった

資料である。順次説明になる。 

 本件については、かねてから検討を進めてきている図書館本館の再整備

について基本設計が完了したので、その概要等について説明申し上げるも

のである。 

 内容については、萩野図書館本館整備担当課長から説明する。 

萩野図書館本館整備担当課長 図書館本館再整備基本設計についてご説明する。 

 図書館では、新たな本館を中央公園内に整備する取り組みを進めていて、

ことしの２月から基本設計業務を開始した。この７月に基本設計をまとめ

たので、その報告をさせていただくものである。 

 この基本設計を取りまとめるに当たっては、２番の経緯だが、設計ワー

クショップ延べ１１５名の方にご参加をいただいた。また、市民説明会延

べ９６名の方にご参加をいただいた。これらの意見を参考にしながら、基

本設計をまとめた形になる。 

 ３の基本設計の概要についてというところだが、後ほど次の資料、さら

にまた３つ目の資料でご説明をさせていただくが、先に４、今後の取り組

みについてご説明をさせていただく。 

 基本設計業務を７月でまとめさせていただいたら、８月からは、より詳

細な図面や各種申請図書の作成申請業務、それらを行うための実施設計を

開始している。今年度中の完了を目指している。また、新たな本館の開館

に向けては、図書館全体の管理運営についてやボランティアのあり方につ

いて、市民参画で検討を進めていきたいと考えているところである。 
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 本館の再整備のスケジュール表を下に書かせていただいている。今年度

末まで基本実施設計、来年度の第３四半期から建築工事を開始して、令和

４年の第１四半期をめどに工事を完了して、開館準備作業、令和４年の第

３四半期に開館を迎えたいと。秋に開館を迎えたいと考えている。 

 それでは、次の２つ目の資料だが、基本設計概要書をお開きいただける

か。 

 １ページをおめくりいただき、２ページ目をお開き願う。中央図書館の

コンセプトだが、知の地域創造に寄与する図書館ということで、施設計画

については大きく３点定めている。地形に沿った建物配置ということで、

まずは建物を地形に沿った配置として、中央公園の園路に沿った形、さら

に低く抑えて公園になじませるということ、さらに３として、道路とレン

ガ坂をつなぐ図書館という形の想定をしているところである。 

 また、次の公園とまちをつなぐ図書館で、俯瞰した絵をご用意させてい

ただいているが、パルテノン多摩、大池、さらには富澤家、左側にグリー

ンライブセンターもあるが、そちらと連携する形で面として連携していく

形の中で中央図書館をここに整備したいと考えているところである。 

 また、「知のひろば」をつくるということだが、ＩＣＴの積極的な活用や、

メーンカウンターとは別に複数のサテライトカウンターを設けることで、

市民や企業によるミニレクチャーや自動貸出機、あとはイベントなどのテ

ーマ配架なども行っていきたいと考えているところである。 

 また、右上のところ、環境配慮についてというところをご確認いただけ

るか。この中央図書館では環境配慮を積極的に進めて、建物の一次エネル

ギー消費量を半減させるＺＥＢ Ｒｅａｄｙを目指している。このＺＥＢ

 Ｒｅａｄｙを目指すに当たっては、建築的手法、設備的手法をさまざま

取り入れていく想定である。また、創エネルギーとして太陽光発電も入れ

込みたいと考えている。また、防災については、災害時の帰宅困難者の受

け入れスペースを用意したいと思っている。また、バリアフリーについて

も、各種法令にのっとって対処したいと考えている。 

 おめくりいただき、次のページをあけてほしい。３ページになる。 

 左上のところ、敷地・建築概要というところである。その右側の表だが、
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延べ面積、今回５ ,４９５平米という形である。この基本計画の中で

５,５００平米を上限として考えていたので、今回、５,４９５平米とさせ

ていただいている。また、階数については地上２階、地下２階である。 

 左下の絵だが、配置計画である。敷地の中で建物を中央公園の大池に面

したところの園路に沿った形で円弧状の形の建物としている。こちらは、

北側の緑の車路を残してほしいという意見が市民の方々からあったので、

このような配置としている。また、車両の線が青い点線になっている。歩

行者の線が赤い点線である。地下２階からは、中央公園通りから車が入っ

ていける形、またレンガ坂や公園からも歩行者が入っていける、３ルート

から入っていけるような建物配置を想定している。 

 このページの右上の内部動線計画をごらんいただけるか。赤い実線がま

ず利用者用のエレベーターである。赤い点線が１、２階をつないでいるが、

利用者用の階段になる。この階段を３カ所設置して、建物内、１、２階の

間の回遊性を高めたいと考えている。また、紫色の実線については、職員

のエレベーター、さらに紫色の点線は職員用の階段になる。職員と利用者

の動線を分けることで効率的な運営を目指していきたいと考えている。 

 おめくりいただき、次のページ、０４ページをお開き願う。 

 こちらに細かな平面計画を載せている。まず、左上の２階平面図をごら

んいただけるか。このフロアは、広場のような一般開館を目指しているフ

ロアになって、面積が１,８００平米、蔵書数が８万冊、席数３５０席とい

うことである。真ん中に大階段を用意していて、１、２階の間をつなぐ形

で想定している。また、上側だが、子ども開架や一般開架を用意して、親

子の利用がしやすい形を想定している。また、奥のほうにお話し室や靴脱

ぎスペース、子どもさんが利用しやすい場所をしつらえる想定である。 

 また、下のほうになるが、市民活動室をご用意して、またラーニングコ

モンズといって、四、五人が議論しながら、話し合いながらというスペー

スもご用意したいと思っている。 

 また、円の中にサービスデスクがあって、そのあたりにパートナーズス

ペースというのもご用意している。パートナーズ、ボランティアの方々が

活動しやすい場所として、こちらの場所をご用意したいと考えているとこ
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ろである。 

 また、右上の絵に移っていただけるか。１階平面図になる。１階は、静

寂な一般開架という位置づけである。専門的な資料や知的な一般書、行政

資料等も用意したいと思っている。こちらは、面積は１,８５０平米、蔵書

数が１７万５,０００冊、席数２００席ということを想定している。真ん中

のステッププラザがあるが、その上側が一般開架として通常の書架がたく

さんあるようなスペース、さらに奥にいくと、静寂読書室といって、静か

な環境で読書ができるスペース、またグループ学習室もご用意する。 

 また、下側のほうになるが、参考資料や郷土資料をこちらのほうに置く

想定だが、その奥にも静寂読書室をご用意する想定である。 

 また、ステッププラザのすぐ左側のところだが、予約本コーナーとある。

こちらは、予約した資料を自動で貸し出しできるコーナーもご用意したい

と思っている。このコーナーを図書館の開館時間の前、そして後に長く開

館して、こちらのコーナーを利用していただくことで、利用者が利用しや

すいような形で用意したいと思っている。 

 また、左下の図が地下１階の平面図である。こちらは、事務室と閉架書

庫、さらに事務室の横にはスタッフラウンジなども用意して、職員の職場

環境にも配慮したいと考えている。 

 また、右下の絵、こちらが地下２階の平面図となるが、思いやり駐車場

や公用車の駐車場、あとは作業スペースや配本ヤード等も用意する想定で

ある。 

 おめくりいただけるか。最後のページになるが、こちらは立面計画と断

面計画になる。公園の中になじむ設計ということで、低い建物を想定して

いる。また、右下の絵だが、レンガ坂から見える図書館のイメージという

ことでご用意させていただいている。 

 最後に、３つ目の資料、図書館本館再整備事業工事費というものをお開

きいただけるか。事業工事費についてご説明をする。 

 まず、この表の見方だが、左列に本体工事として、その内訳を書かせて

いただいている。図書館建築５,５００平米、本体工事費から本体に加算さ

れる工事費や外構造園工事費、特注家具サイン工事費といろいろある。見



 125

方だが、その右側に基本計画時点ということで、昨年の８月に基本計画を

定めた時点で算出した金額、これが３９億４,９００万円という形である。 

 今回、基本設計の時点で算出した金額があるが、一番上のところにある

が、４２億５,９００万円ということで金額が上がっている。また、太陽光

パネル設置工事費というのが左下にあるが、こちらも８,４００万円がある。

今回、基本計画の時点ではＺＥＢ Ｒｅａｄｙについて、環境配慮につい

てはさまざま検討していきたいと考えていたが、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙまで

目指すということまで基本計画の時点で盛り込んでいなかったが、今回、

基本設計の中で、このＺＥＢ Ｒｅａｄｙを目指すという方針を固めて、

その金額を計算したところ、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの追加工事費として、こ

ちらに３億１ ,０００万円、さらに太陽光パネルの設置工事費として

８,４００万円ということが加算されて、合計して、下のところだが、４３億

４,３００万円ということで、３億９,４００万円のプラスということを想

定している。 

 ＺＥＢ Ｒｅａｄｙについては、５０％の削減ということだが、ＣＯ２の

削減量についても半減すると。ＣＯ２も半減させていく想定である。 

 また、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの実現のためには、さまざま追加工事と太陽

光パネル設置費があるが、国の補助金も見込まれていて、最大で２分の１程

度を想定している。 

 ご説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 質疑はあるか。 

岩崎委員    このＺＥＢ Ｒｅａｄｙというのは、年間通して削減されるものなのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 電気使用料を半減させる計算、計算値だが、半減するとい

うことなので、通年削減できるものと考えている。 

岩崎委員    それと、引っ越し期間というのがあると、その間は図書館は閉鎖という

考え方か。 

萩野図書館本館整備担当課長 議員のおっしゃるとおりである。ただ、今、その引っ越し

の期間や作業量について詳細に検討しているところである。なので、今何

カ月閉鎖をするということまではご説明できない状況である。 
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岩崎委員    部屋の見取り図の中で、へなそうるの部屋があったが、それはどういう

ものなのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 現在の図書館本館にもへなそうるの部屋があるが、渡辺茂

男さんとその息子さんの鉄太さんという児童文学者の方の著書、『もりの

へなそうる』という作品が有名だが、そちらを中心に、茂男さん、さらに

は息子さんの鉄太さんの作品を置かせていただいているコーナーである。

渡辺茂男さんは多摩市に住んでいた方、その息子さんも多摩市で育ったと

いう形になる。 

岩崎委員    知識がなくて、ありがとう。 

 その下に、図書館閉館時でも利用できるエリアとあるが、それは図書館

が閉まっていてもいつでもという意味なのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 ご説明が足りなかったかもしれない、済まない。２階の平

面図と１階の平面図、それぞれあるが、セキュリティラインを用意してい

る。このセキュリティラインを閉じることで、図書館自体は閉まっている

が、例えばトイレや階段やエレベーターや、先ほど申し上げた予約本コー

ナーや、そういうところは時間を一定程度区切って開いていきたいと。そ

れを部分開館と我々呼んでいるが、そのような時間帯を設けていきたいと

考えていて、今後、開館時間の検討とあわせて、この部分開館時間につい

ても図書館のひらく前何時間にするのか、閉じた後何時間にするのかにつ

いて検討していきたいと思っている。 

岩崎委員    あと１点、すまない。 

 先ほどくらしと文化部のパルテノンのところでも少しお聞きしたが、オ

ルゴールをある程度預かるというか置くということになると思うが、今の

これだけ詳細な間取り図の中でどの辺というのは大体決まっているのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 今のところ、２階に置く想定で、台数については、今、仮

で２台と想定しているが、どの機種をというところまでは詰まっていない

が、また台数も２台ではなくて今後どうなるのかわからないが、２台を想

定している。 

 場所だが、まずは２階のエレベーターがあるが、エレベーターのすぐ後

ろ側に、１つ四角い場所があるかというところと、あとはへなそうるの部
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屋のあたりに１つ置く想定である。計２台を図面上仮置きしている状況で

ある。 

 ただ、動かせるしつらえを想定しているので、ここに必ず置かなければ

いけないとも考えていない。 

岩崎委員    パルテノンのほうと連携しながらやっていただくことになる。よろしく

お願いする。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   障がいをお持ちの方の対応などはどういうことを考えているのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 基本設計の中では、例えば車椅子の方だと本棚の間を通り

づらいことがある。そのため、本棚の間を広くとって、車椅子の方が通っ

ても、さらに人とすれ違えるような書架の間を設計の中で用意している。

書架と書架の間を１８０センチとしている状況である。 

 また、展示ブロックや館内にもカウンターまでしっかり用意したいと思

っている。 

しらた委員   具体的に。 

萩野図書館本館整備担当課長 さまざまな対策があるので、例えばエレベーターを利用さ

れる方、車椅子もエレベーターを利用しやすいような形、さらには地下に

は思いやり駐車場を用意しているので、そこからエレベーターで１階、も

しくは２階に上がっていただければと思っている。 

しらた委員   済まない、私の聞き方が悪かった。例えば聴覚障害者の方や視覚障害者

の方だったら、今、いろいろある。そういうことは配慮しているのかとい

うことをお聞きしたかった。 

萩野図書館本館整備担当課長 先ほど、視覚障害者の方は点字ブロックをということを想

定しているというお話をさせていただいたが、点字ブロックで、少なくと

もカウンターまでは行ける形を想定している。 

 また、カウンターで職員に声をかけていただくことで、また職員も気づ

くという中でご案内を丁寧にしていければと思っている。 

しらた委員   図書館だから、本をどういうものにするのかという。図書館として障が

い者の方々にも本をお借りする本があるのか等、聴覚障がい者の方にはフ

ラットループといって音が出る等、そういうのをどうしているのかという



 128

ことをお聞きしたかった。 

横倉図書館長  障がい者サービスのお話というところで、まず私のほうから説明させて

いただきたいと思う。 

 図書館の障がい者サービスとして、今、永山図書館で中心で行っている

が、点訳、点字に訳した図書、それからあと音訳、本を音にしてテープに

とったり、デイジー図書という形でもやっているが、そういった図書、そ

れからお子さま向けには、布の絵本といって、布でつくった絵本で、それ

をさわることで物語がわかる、そういった布の絵本、それからＬＬブック

といって、優しく、例えば昔話でも優しい内容にした絵本などもある。 

 そういった障がいのある方向けの図書というもの、またサービスがいろ

いろあるので、そういったものは、永山図書館のほうにも今利用している

方がいるので、そこにも機能は少し残しつつ、この中央館のほうでも展開

をしていきたいと思っている。 

 それについては、この平面計画の中でいうと、１階の部分である。１階

の部分で、サービスデスク総合案内のカウンターとサービスデスクという

のがあるが、障がいをお持ちの方は、まずここに、ここまで来ていただけ

るようであれば、ここは視界も広がっているので、こちらで職員のほうが

障がい者サービスができるコーナーに案内をして、朗読室もあるかと思う

が、図書館、対面朗読をやっている。そういった対面朗読だったり、今私

が説明したような図書もあるので、そういったもののサービスなどもご案

内しながらサービスはやっていきたいと思っている。 

須田教育部長  実際に障がいをお持ちの方が、より利用しやすい形、これは障がいの内

容によってもサービスの内容が異なってくる。それから、障がいの多さな

どによっても、どこまで施設として対応できるかということ、これについ

ては課題も実際あると思っている。 

 そういう中で、例えば聴覚障がい者の方で、何がお困りなのか、そのた

めにはどういう設備が必要なのか、また視覚障がいの方は点字ブロック等

もいろいろあるが、音での誘導というのがどうなのか。そのあたりのとこ

ろについては、まだまだ明確に深まった形ではないが、今後実施設計を行

う中、あるいはいろいろな検討の中で、そういったものをどこまで対応で
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きるかということはさらに詰めていきたいと思っている。 

しらた委員   あと、市民説明会のときのご意見はどう整理をしているのか。私が聞き

に行っていたときは、もう少しゆっくり進めてもらいたいところもある等、

言っていた市民の方がいたと思うが、その辺はどう今後対応していくのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 市民説明会でいただいたご意見についてと、その回答につ

いては、ホームページでも公開をさせていただいているが、順を追ってし

っかり説明をしながら丁寧にこちらの設計に反映してきたつもりである。 

 その中で、取り組むべきところはしっかり取り組んで基本設計に反映し

てきたところである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

山崎委員    今この断面図を見ていて思ったが、この大池の池の高さを考えると、想

定外の大きな台風や大雨等来たときに、この池があふれて全部図書館に水

が流れ込むようなことはきちんと考えられているのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 図書館２階のフロア等、池よりもかなり高くはなっている。

何センチという正確な数値まではわからないが、高くしているので、大池

があふれても図書館の２階に入ってくることは少なくともない。建物につ

いても、水がきちんと入ってこないようなしつらえをしていくので、水が

入ってしまって、コンクリートが、建物が弱ってしまうということの想定

はない状況である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   これだけ今、停電等いろいろあるが、ここは非常用電源は何もないよう

だが、それは何も考えていないのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 非常用電源というのは蓄電池のことか。 

しらた委員   要するに、停電になったら、非常のときに電気をどうするかと考えれば

何でもいいが、どう考えているかということ。 

萩野図書館本館整備担当課長 現状のところは考えていないが、実施設計の中で詳細に詰

めていきたいと思う。 

しらた委員   お願いする。 

須田教育部長  補足だが、考えていないというよりも、現状の中ではまだ定まっていな

いところであるので、どの程度のものが現実問題として可能なのか、ある
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いはやるべきなのかといったところを含めて検討の中で整備していきたい

と思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて、２３、令和２年度使用多摩市立小学校教科書採択の結果につい

て、及び２４、平成３１年度全国学力・学習状況調査の結果について市側

の説明を求める。 

須田教育部長  それでは、２３番、２４番であるが、２３については、来年度から小学

校の新しい学習指導要領が全面実施になるので、教科書の採択をここでし

た。その結果についてのご報告ということ。それから、２４番については、

ことしの４月に行われた小学校６年生、中学校３年生、全国学力・学習状

況調査の結果がまとまってきたので、これについて報告をさせていただく。 

 いずれも山本教育部参事から説明をさせていただく。 

山本教育部参事 それでは、２３番の教科書採択についてご報告する。 

 小学校では、令和２年度より新しい学習指導要領が全面実施となり、そ

の指導要領に基づいた教科書の使用が必要となる。そこで、平成３１年３月

に多摩市教育委員会において小学校の教科書採択を選定するための要綱を

定め、平成３１年４月より、要綱に定めのある教科書選定協議会を立ち上

げ、４月から協議会による審議を行い、多摩市教育委員会へ教科書に関す

る答申を行った。 

 令和元年８月２６日の定例教育委員会で、答申を踏まえ協議を行い、令

和２年度から使用する小学校各教科の教科書は、資料にあるとおり、令和

２年度使用、多摩市立小学校教科書採択の結果についてのとおり、１１教

科、１３種の教科書が選定された。 

 報告は以上である。 

いいじま委員長 続けてお願いする。 

山本教育部参事 続いて、全国学力・学習状況調査の結果をお知らせする。 

 平成３１年度全国学力・学習状況調査の結果が７月２３日に文部科学省
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から公表されたので、その結果の概要をお知らせする。 

 全国学力・学習状況調査は、国公市立学校の小学校６年生と中学校３年

生が対象となっている。実施教科は、国語、算数、数学の２教科と、本年

度は中学校で英語の調査が実施された。また、生活習慣や学習環境に関す

る質問調査も実施された。実施日は４月１８日だった。多摩市立学校１７校

で１,１６０名、中学校で９００名が受験をした。また、今回の調査から、

これまで基礎問題のＡ問題、それから活用のＢ問題と分かれていた問題が

一体化された形で実施がされた。 

 まず、小学校の教科の結果をお知らせする。 

 小学校の国語だが、多摩市の平均正答率は６４％だった。度数分布から

は比較的上位層が多いことがわかる。反面、中位層が全国、東京都よりも

少なく、下位層が多いことがわかる。東京都の平均正答率と比較すると１ポ

イントのマイナス、全国と比較するとコンマ数ポイントの若干のプラスと

いう結果だった。 

 次に、小学校の算数だが、多摩市の平均正答率は７１％だった。度数分

布からは比較的上位層が多いことがわかる。反面、中位層と下位層は少な

いことがわかる。東京都の平均正答率と比較すると１ポイントのプラス、

全国と比較すると３ポイント以上のプラスだった。ちなみに、東京都は全

国的に上位にあるので、それとほぼ同等の数値であったということはおお

むね良好だったと判断できると教育委員会では考えている。 

 国語で課題が見えた問題は、調べたことを報告する文を書く問題で、文

章の記述を正確に理解するとともに、整理をして書くことに課題があった。

自分の意見を書くことにも課題があるが、記述に基づいて文書を理解する

学習、それから読み取った内容を自分の言葉にかえて表現する学習が今後

必要なのではないかと考えているところである。 

 また、算数でも、正解を導くための方法を表現する、説明することに課

題があった。ただ計算し正解を導くのではなく、どうしてこのような結果

が得られたのかを、数学的な表現を用いて説明する学習がこれから必要に

なってくると考えている。 

 続いて中学校に入る。 
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 中学校の国語だが、多摩市の平均正答率は７６％だった。度数分布から

は、比較的上位層が多いことがわかる。反面、中位層、下位層は東京都、

全国よりも少ないことがわかる。東京都と比較すると２ポイントのプラス、

全国と比較すると３ポイント以上のプラスだった。 

 続いて、中学校の数学だが、多摩市の平均正答率は６１％だった。度数

分布では、若干上位層が多いことがわかる。また、中位層も若干多く、下

位層は全国、東京都よりも少ないことがわかる。東京都と比較すると１ポ

イントのマイナス、全国と比較すると１ポイントのプラスだった。 

 中学校においても、東京都はやはり全国的に上位にあるので、多摩市の

結果はおおむね良好であったと判断できると、教育委員会では考えている。 

 国語で課題が見えた問題は、話し合いでの発言を展開に応じて表現する

問題で、話題の中でまだ決まっていないことを抽出する問題に課題が見え

た。話の展開を把握し、それに沿った表現をできるようにすることや、話

し合いの展開を客観的に把握するような学習を行うことが必要だと考えて

いる。 

 また、封筒の宛て名の書き方も、正答率は６０％ほどだった。電子メー

ルやＳＮＳの普及に伴い、伝統的なものが薄れてきていることのあかしだ

と考えている。このことは、国語の時間だけで学習しても定着するもので

はないので、この結果については家庭科の役割についても考えていただく

ようなメッセージを発信していくことも必要であると考えている。 

 数学については、小学校同様、正解を導くための方法、説明することに

課題があった。この数学的な表現を用いて説明することについては、やは

り小学校から継続的に学習を続けていくことが重要だと考えているところ

である。 

 最後に、中学校の英語について説明をする。 

 中学校の英語だが、多摩市の平均正答率は６０％だった。度数分布から

は、上位層がそれほど多いわけではないが、平均値よりも若干上の中位層

が多く、下位層は全国、東京都よりも少ない結果だった。東京都と比較す

ると１ポイントのプラス、全国と比較すると４ポイントのプラスだった。 

 ちなみに、東京都は、今回この英語の調査結果は全国で１位だったので、
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それよりも高かったということは、多摩市の子どもたちは上位層になると

いうことが言えるのではないかと思っている。 

 今回の英語は、話す、聞く、書く、読むの４技能の調査だったが、ウイ

ンドウズのパソコンでないとできないということだったので、ｉＰａｄを

使用している多摩市では話すことの調査はできなかった。この調査は、他

の自治体もできなかったことが多く、話すことの結果を除いた３技能の結

果が、この表に出ているものになる。 

 英語の調査問題の正答率は８０％ほどのものが１０問あるのに対して、

２０％を下回る問題が３問あった。そのうち２問は１０％を下回っている。

どういう問題が１０％を下回ってしまったのかというと、例えば１０番の

書くことの問題で、ピクトグラムのＡとＢのどちらがよいかを自分で決め、

その理由を書く問題である。選んだ理由、もう一方を選ばなかった理由を

英語で書かなければ正解にならないわけだが、それができなかったという

ことで、やはり自分の考えを述べる学習が、英語で述べるような学習が必

要だと感じている。 

 ４番の問題も同様で、部活動を紹介するだけの問題だが、これは５０か

ら６５のスクリプト、台本を聞き取って内容を理解した上で紹介しなけれ

ばならないので、その聞き取りができなかったのだと考えている。 

 話すことや聞くことについては、英語でコミュニケーションをとってい

く上でも重要なので、やはりこれから受験英語を学ぶというよりも使える

英語を学ぶことが大事になってくるので、話す、聞くという２観点につい

ては、学校にも学習に力を入れていくことを指導していきたいと考えてい

る。 

 また、児童生徒の意識調査については、各教科の関心や、その教科は将

来に生かせるのかという視点からクロス集計をまとめてみた。やはり教科

の関心があることや学習の意義を理解している児童生徒のほうが正答率は

高い傾向があった。また、家庭学習も重要で、２時間以上の学習がなけれ

ば平均正答率にはたどり着いていなかった。なので、主体的に学習をする

というような姿勢を本調査結果を活用しながら生かしていただくよう、学

校のほうには伝えていきたいと考えているところである。 
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 概要だが、報告は以上となる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、２３、教科書の件だが、質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 続いて２４、学力・学習状況調査の件について質疑はあるか。 

 １つお聞きしていいか。小学校の国語だが、正答率の下から２番目、イ

ンタビューの様子で畳職人の仕事への思いや考えに着目して心に残ったこ

とを書くというのが、多摩市は６１.０％で、東京都平均からは約５ポイン

ト、全国平均からは７ポイントぐらい低くて、思ったことを記述するとこ

ろに、この１問だけだが、少し気になるかと思うが、その辺、いかがお考

えか。 

山本教育部参事 やはり記述の問題は、比較的ＥＳＤを取り組んできたので、これまでい

い傾向も見えていた。物事を自分事として考えてというところで成果が上

がってきたところだが、ここについては、やはりその内容に合った形で書

けなかったというところが、自分の回答は書いているが、それに沿った応

えが書けなかったというところが正答率の伸びにつながらなかったのでは

ないかと考えている。 

 ここの問題というのは、条件にあわせて書かなければならないので、そ

の条件をしっかりと踏まえてというところを今後指導していくことが大事

だと考えているところである。 

いいじま委員長 ありがとう。うちの子どもも書くのは結構苦手なので、ぜひご指導をよ

ろしくお願いする。全体的には非常にいい結果ということで、ありがとう。 

 そのほかに質疑はなしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２５番、第二次多摩市特別支援教育推進計画策定の進捗状況について、

２６、特別支援教育学習会についての情報提供について、市側の説明を求

める。 

須田教育部長  それでは、２５、２６、これは関連もすることもある。２５番について
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は、平成２７年１１月に策定した特別支援教育推進計画、これが来年度満

期を迎えるので、令和３年度からの新しい計画ということで今取り組みを

進めているので、その進捗状況について説明をするものである。 

 そして、その検討の中で特別支援学習会も織りまぜながら行っているの

で、それが２６番の情報提供だが、これについてご紹介申し上げる。 

 内容については、田島教育センター長から説明をする。 

田島教育センター長 それではご説明させていただく。 

 第二次多摩市特別支援教育推進計画策定の進捗状況となる。令和３年度

の計画改定に向けて、令和元年７月２３日から策定委員会を開始し検討を

進めている。策定委員会の委員に関しては、２番のところで書かせていた

だいているが、学識経験者として明星大学心理学部教授の小貫悟氏を初め、

東京都立多摩桜の丘学園の校長、また公募市民２名、それから小中学校の

教員、関係部署の課長と、合計１３名となっている。 

 ３番の策定委員会の経過になるが、今年度全４回実施する予定だが、第

２回まで実施をさせていただいている。 

 主な検討内容としては、計画の位置づけの確認、現在の計画に関する中

間評価、それから第２回にはテーマとして就学前から就労までを見据えた

「つなぎ」において必要なことということで意見交換をした。 

 また、地域学習会を実施し、特別支援教育について市民の方に知ってい

ただき意見をいただく機会を設けることなどを検討した。 

 裏面になる。今後の予定についてだが、地域の学習会を１０月に３回ほ

ど実施する。その後、第３回、第４回策定委員会を実施し、地域学習会で

の意見などを踏まえながら計画素案の検討を行っていく予定である。２月

から３月にかけてパブリックコメントを行う予定で、令和２年７月には計

画の原案決定という予定でいる。 

 ５番の地域学習会に関しての日時場所は、こちらの記載のとおりである。

チラシに関しては、サイドブックスの各課情報の令和元年９月分にデータ

を入れていて、このようなカラーのチラシのものを各施設に配布したり学

校等に配布をしている。 

 学習会の内容に関しても、第１回は教育センターの指導主事の高橋から、
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多摩市の特別支援教育の現在の状況ということで、今の特別支援教育を知

っていただく機会をつくりたいと思っている。第２回目、１０月１２日に

なるが、こちらは委員長でもある明星大学の小貫先生のほうから、「学校を

“素敵化”しよう」となっているが、ユニバーサルデザインを専門にして

いらっしゃる先生で、環境的なものだけでなく教育の内容もユニバーサル、

誰にでもわかりやすい指導方法などを、多摩市の各学校に指導していただ

いている先生なので、そのあたりのことを踏まえて学習会をしていきたい

と思っている。 

 ３回目は、都立多摩桜の丘学園の校長先生のほうから、校長先生が常々

思っていらっしゃる「他の誰でもない『自分』の人生を歩んでほしい」と

いうメッセージをテーマにして、今の桜の丘の状況等、１人１人を大切に

している学習について学習会をしていきたいと思っている。 

 以上となる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、２５、第二次多摩市特別支援教育推進計画策定の進捗状況につい

て、質疑はあるか。 

岩崎委員    この策定委員会の委員だが、市の関係所管として出席しているのが子ど

も青少年部と健康福祉部の障害福祉課になっているが、教育委員会として

なのか教育センターの中のメンバーというのは含まれていないという解釈

か。 

田島教育センター長 教育委員会に関しては、全課、教育指導課と、あと学校支援課のほ

うが事務局という形で出席をしているので、教育センター初め関係の所管

がこの委員会の中には入っている。 

岩崎委員    そうすると、この子ども青少年部と健康福祉部のほうは、立ち位置とし

ては委員という形になるのか。 

田島教育センター長 そのとおりである。就学前からの部分のつなぎを、しっかり今後の

計画には入れていこうという考えのもとで、今回、健康推進課長を新たに

入れているし、前回の策定委員のときにも、障害福祉課長と子育て支援課

長は入っていたので、同じように入っていただいている。 

岩崎委員    そういう流れがあったということが今わかったが、こういうのを選定す
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るときに、対等に言える関係というのが重要かと思ったところでは、こう

いう方たちはそれぞれの市の立場として言えることと言えないことが出て

きてしまう可能性がある中で柔軟に対応していただきたいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 最後、２６、特別支援教育学習会についての情報提供だが、これについ

ても質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 以上で協議会を終了する。 

（協議会終了） 

                ──────────────― 

                  午後 ６時４５分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 委員会を再開する。 

 以上で本日の日程は全て終了した。 

 これをもって子ども教育常任委員会を閉会する。 

                  午後 ６時４５分 閉会 
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